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第Ⅰ章 国際農林水産業研究センター(JIRCAS)の概要 

 

１．基本情報 

（1） 法人の概要 

1） 法人の目的 

熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技

術上の試験及び研究等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向上に寄

与することを目的とする。 

（独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 3 条）  

 

2) 業務内容 

上記の目的を達成するため以下の業務を行う。 

① 熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する

技術上の試験及び研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行うこと。 

② ①の地域における農林水産業に関する内外の資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

③ ①及び②の業務に附帯する業務を行うこと。 

  （独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 11 条） 

 

（2） 事務所の所在地 

（本所） 〒305-8686 茨城県つくば市大わし1-1 

電    話       029-838-6313（代表） 

ファックス       029-838-6316 

ホームページ    http://www.jircas.affrc.go.jp/index.sjis.html (日本語) 

http://www.jircas.affrc.go.jp/index.html (英語) 

 

（熱帯・島嶼研究拠点） 〒907-0002 沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1 

電    話       0980-82-2306（代表） 

ファックス       0980-82-0614 

 

(3) 資本金の状況 

平成 13 年 4 月 1 日に、独立行政法人国際農林水産業研究センター法附則第 5 条に基づき、国か

ら資本金として 8,470,154,319 円相当の土地・建物等の現物出資を受けた。平成 26 年度末の資本金

の額は同じく 8,470,154,319 円で増減はない。 

 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 8,470,154,319 0 0 8,470,154,319

資本金合計 8,470,154,319         0         0 8,470,154,319
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(4) 役員の状況 

独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 6 条に基づき、理事長 1 名、理事 1 名、監事 2 名

（内 1 名は非常勤）の 4 名の役員を置いている。 

 

役 職 氏 名 現  任  期 

理事長 岩永 勝 
自 平成 25 年 4 月 1 日   至 平成 29 年 3 月 31 日 

（平成 23 年 4 月 1 日就任） 

理事 安中 正実 
自 平成 25 年 4 月 1 日   至 平成 27 年 3 月 31 日 

（平成 21 年 4 月 1 日就任） 

監事 中川 仁 
自 平成 25 年 4 月 1 日   至 平成 27 年 3 月 31 日 

（平成 24 年 4 月 1 日就任） 

監事 

（非常勤） 
米倉 等 

自 平成 25 年 4 月 1 日   至 平成 27 年 3 月 31 日 

（平成 19 年 4 月 1 日就任） 

 

(5) 常勤職員の状況 

常勤職員の推移は以下のとおりである。 

平成24年1月1日現在 179名、平均年齢 46.4歳 

平成25年1月1日現在 179名、平均年齢 47.3歳 

平成26年1月1日現在 176名、平均年齢 47.8歳 

平成27年1月1日現在 175名、平均年齢 47.8歳 

 

(6) 設立の根拠法 

独立行政法人国際農林水産業研究センター法（平成11年法律第197号） 

 

(7) 主務大臣 

農林水産大臣 

 

(8) 沿革 

昭和45(1970)年6月、農林省熱帯農業研究センター（TARC）として発足した。その目的は、開発途上国

の食料増産等の農業振興に必要な技術を開発することであった。このため、主たる研究の場を海外にお

き、研究者を長期出張させ研究に従事させた。平成5年10月、従来の農林業研究に加え新たに水産業研

究を包摂し、熱帯又は亜熱帯に属する地域及びその他開発途上にある海外の地域における食料・資源・

環境問題等に総合的に対応することを目的とし、熱帯農業研究センターは農林水産省国際農林水産業

研究センター（JIRCAS）に改組された。 

平成13年4月に国立試験研究機関から独立行政法人に移行した。平成18年4月には特定独立行政法

人から非特定独立行政法人となるとともに、JIRCAS の活動を効率的かつ効果的に遂行するため、従来

の部・支所体制ならびに、部・支所ごとの研究推進・管理方法を改め、すべての研究をプロジェクト方式と

して、組織も7つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編した。 

平成20年4月に（独）緑資源機構の海外農業開発関連業務を承継し、農村開発調査領域を設置した。

平成21年4月に随意契約の適正化を含めた入札・契約状況、内部統制の状況等をチェックするための体

制として、監査室を新設し、監査体制を整備した。 
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平成23年4月に、第3期中期計画に導入した研究プログラム体制に沿って、プログラムディレクター（PD）

を組織として設置した。このプログラムディレクターの新設に伴い、領域を再編成し、（旧）生物資源領域と

（旧）利用加工領域の統合（生物資源・利用領域）及び（旧）生産環境領域と（旧）畜産草地領域の統合

（生産環境・畜産領域）により領域数を8から6へ削減した。なお、農村開発調査領域は農村開発領域、国

際開発領域は社会科学領域に名称変更した。また、研究成果の実用化、産学官連携を強化するために、

企画調整部に技術促進科を新設し、評価業務の効率化・合理化の観点から研究評価科を廃止した。 

平成 24 年 4 月に、企画調整部に安全管理室を新設し、化学薬品等規制物質の管理の一層の徹底や、

遺伝子組換え作物の取り扱い等、研究業務の安全・危機管理を強化した。 

 

 (9) 組織図  

  

監 事 

（非常勤） 

監 事 

理 事 

理事長 

研究戦略室 

PD (情報収集／提供) 併任
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PD (農村活性化)  

企画調整部 

総務部 

農村開発領域 
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安全管理室 

庶務課 

財務課 

総務課 

監査室 
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２．経営方針 

平成 23 年 4 月に開始された第３期中期計画期間においては、「農林水産研究基本計画」（平成 22 年

３月 30 日農林水産技術会議決定）を踏まえ、「開発途上地域における資源等の持続的管理技術の開

発」、「熱帯等における農作物等の生産性向上技術・安定生産技術の開発」、及び「開発途上地域にお

ける農林漁業者の所得向上及び農山漁村の活性化に資する研究」を重点研究分野として位置づけ、重

点的な研究資源の配分を行うとともに、研究成果を効果的に開発途上地域での実用化につなげていく

体制を構築することとした。さらに、多様な開発途上地域における技術開発の対象、目標を的確に把握

するための「国際的な農林水産業に関する情報の収集、分析及び提供」に係る業務を強化することとし

た。これらの取組によって、我が国における国際農林水産業研究を包括的に行う唯一の試験研究機関と

して課せられた責務を果たし、世界的な食料問題解決を通じた我が国の食料安定供給に寄与すること

が可能となる。 

第３期中期計画期間の初年度である平成 23 年度においては、①新たな研究業務体制の整備と業務

の円滑な開始、②普及を見据えた研究成果の創出、③センター機能の強化の３つの項目に重点をおい

てセンターの運営を実施したが、第 2 年度目である平成 24 年度においても、初年度の方針を継続し、①

プログラム・プロジェクト体制の定着と業務の円滑な推進、②国際研究動向との協調とセンター機能のさ

らなる強化、③成果普及のためのプロセスの確認と論文等による成果の普及、④法令の遵守（コンプライ

アンス）と安全な業務の推進の４点を重点とした。第 3 年度目にあたる平成 25 年度においては、過去 2

年間の活動の継続を基本とし、①プログラム・プロジェクト体制の推進と中間点検、②国による施策への

貢献とセンター機能の発揮、③成果普及のためのプロセスの強化、④法令の遵守（コンプライアンス）と

安全な業務の推進、の４点を重点とした。第 4 年度目にあたる平成 26 年度においては、①プログラム・プ

ロジェクト体制による確実な成果の創出、②センター機能拡充と産学連携強化、③異分野連携と職員の

能力向上、④研究倫理の保持と法令遵守の徹底、の４点を重点とした。 
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第 II 章 平成 23～26 年度に係る業務の実績 
 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１． 経費の削減 

（１） 一般管理費等の削減 

中期目標 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費について

は毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標に、削減する。なお、一般管理

費については、経費節減の余地がないか改めて検証し、適切な見直しを行う。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方

について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に取り組むとともに、検証

結果や取組状況を公表するものとする。 

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を基本とする削減等の人件

費に係る取組を、平成23年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の給与改定に関する取

扱いについて」（平成 22 年 11 月 1 日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を

踏まえるとともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直すこと

とする。 

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。 

① 競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用される

任期付職員 

② 任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交付金に

より雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成 18 年３月 28 日閣

議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者並びに若手研

究者（平成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をいう。） 

 

中期計画 

① 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理

費（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費に

ついては毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標に、削減する。な

お、一般管理費については、経費節減の余地がないかあらためて検証し、適切な見直しを行

う。 

② 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について、厳しく検証した上で、平成 21 年度の対国家公務員指数が 104.7（事務・技術職

員（年齢勘案））であることを踏まえ、引き続き、給与水準の見直しを行い、平成 23 年度までに

国家公務員と同程度とするとともに、平成 24 年度以降においても、国家公務員に準拠した給

与規定に基づき支給することとし、検証結果や取組状況を公表する。 

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を基本とする削
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減等の人件費に係る取組を、平成 23 年度も引き続き着実に実施し、平成 23 年度において、

平成 17 年度と比較して、センター全体の人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び

法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）について６％以

上の削減を行うとともに、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成 22 年 11 月１

日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を踏まえるとともに、今後進めら

れる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直しを行う。また、人件費の５％

以上の削減を達成した独立行政法人緑資源機構から承継した職員に係る人件費について

は、「廃止等を行う独立行政法人の職員の受入に協力する独立行政法人等に係る人件費一

律削減措置の取扱い」（平成 20 年６月９日付け行政改革推進本部事務局他から各府省担当

官あて通知文書）に基づき、総人件費改革の対象外とする。 

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。 

（ア）競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用さ

れる任期付職員 

（イ）任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交

付金により雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成 18 年

３月 28 日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する

者並びに若手研究者（平成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をいう。） 

 

（２） 契約の見直し 

中期目標 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）等を踏

まえ、契約の適正化を進めるとともに、経費削減の観点から、契約方法の見直し等を行う。また、密

接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保する観点から、情報

提供の在り方を検討する。 

 

中期計画 

① 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）等を

踏まえ、随意契約等見直し計画に基づき、競争性のない随意契約を徹底して見直すととも

に、一般競争入札等においては、一者応札・応募の改善等に取り組む。 

② 経費節減の観点から、他の独立行政法人の事例等をも参考にしつつ、複数年契約の活用

など契約方法の見直し等を行う。 

③ 密接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保する観点か

ら、情報提供の在り方を検討する。 

 

指標１－１ 

ア 法人における業務経費、一般管理費の削減に向けた取組が行われているか。数値目標は達成

されたか。 

イ 法人の給与水準は適切か。国の水準を上回っている場合、その理由及び講ずる措置が明確に

されているか。また、検証結果を公表しているか。 

ウ 人件費削減目標の達成に向けた具体的な取り組みが行われているか。また、数値目標は達成

されたか。 
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エ 契約方式等、契約に係る規程類は適切に整備、運用されているか。契約事務手続に係る執行

体制や審査体制の整備・執行等が適切に行われているか。 

オ 競争性のない随意契約の見直しや一般競争入札における一者応札･応募の改善にむけた取り

組みが行われているか。 

カ 契約の競争性、透明性に係る検証・評価は適切に行われているか。 

キ 複数年契約の活用等による経費削減の取り組みを行っているか。 

ク 特定関連会社、関連公益法人等に対する個々の委託の妥当性、出資の必要性が明確にされて

いるか。 

 

 

業務実績 自己評価 

1. 平成23～26年度の一般管理費及び業務

経 費 は そ れ ぞ れ 対 前 年 度 比 3.39 ～

5.09％及び 1.41～4.29％を削減した。 

2. 平成 23～26 年度の対国家公務員指数

（ラスパイレス指数）は一般職員が 100.4

～102.5、研究職員が 97.2～98.0 であっ

た。 

3. 「国家公務員の給与減額支給措置につ

いて」や「公務員の給与改定に関する取

扱いについて」等に基づき、給与規程等

を一部改正するなど、必要な措置を講じ

るとともに、給与水準の検証結果や取り組

み状況をホームページ上で公表してい

る。 

4. 研究目的、研究成果等を達成するために

最低限必要な性能・機能を示した具体的

な仕様によって競争契約が行えるよう周

知徹底し、実質的な競争性の確保に努め

た。 

5. 外部有識者と常勤監事で構成する「契約

監視委員会」を組織し、競争性のない随

意契約及び一者応札・一者応募等に関

する審議や点検を実施した。 

6. 競争入札や随意契約等に係る情報等を

ホームページに掲載し、契約方法の適正

化・透明性の確保に努めた。 

評定 Ｂ  

一般管理費、業務経費とも毎年度の削減目標値を

達成している。 

役職員給与については、国家公務員の職員給与に

準拠するとともに、必要な給与規定等の改正を行い、

国家公務員と同等の給与水準となっている。 

競争入札や随意契約等に係る情報の周知や契約

監視委員会における審議を通して、契約方法の適正

化や透明性及び競争性の確保に努めている。また、

業務内容等を精査し、可能なものから複数年契約を

行うことで、経費の節減と業務の効率化を図っている。

 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

一般管理費の削減 
対前年比

3％の抑制 
3 3.71 3.39 5.09 3.53  

業務経費の削減 
対前年比

1％の抑制 
1 3.76 1.41 4.29 3.51  
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7. 会計監査等業務、財産保険業務、一般

廃棄物収集運搬処理業務、薬品管理シ

ステム保守ならびに運用支援業務、電

気・機械設備運転保守管理業務につい

て、複数年契約を実施した。 

8. 「独立行政法人が支出する会費の見直

し」（平成 24 年 3 月 23 日 行政改革実行

本部決定）及び「公益法人に対する支出

の公表・点検の方針について」（平成 24

年 6 月 1 日 行政改革実行本部決定）に

基づき、に基づき、公益法人等への会費

や支出について公表することとしている。

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

（１） 一般管理費等の削減 

① 一般管理費（人件費を除く）及び業務経費の削減に向けた取り組み 【1-1-ア】 

一般管理費については、対前年度比で3.7％（平成23年度）、3.4％（平成24年度）、5.1％（平成25年

度）、 3.5％（平成26年度）の削減を達成した。 

業務経費については、フリーザー等の大きく電力を消費する機器の集約化及び節電効果の高い機器

への更新、両面コピーの推進、カラーコピーの抑制及びペーパーレス化の推進、一部照明器具のLED改

修、冷房時間の短縮やグリーンカーテンの設置等を進め、対前年度比で3.8％（平成23年度）、 1.4％

（平成24年度）、4.3％（平成25年度）、 3.5％（平成26年度）の削減を達成した。 

光熱水料については、東日本大震災に伴う電力需給緊急対策本部決定を受けて電力使用の抑制に

努めた。 

 

②－1 法人の給与水準 【1-1-イ】 

JIRCAS は平成13年4月に農林水産省試験研究機関から特定独立行政法人に移行した独立行政法

人（平成18年4月非特定独立行政法人化）であり、職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定して

いる「一般職の職員の給与に関する法律」等に準拠している。 

対国家公務員指数（ラスパイレス指数）※の推移は、一般職員が101.4 （平成23年度）、100.4 （平成

24年度）、100.4（平成25年）、102.5 （平成26年度）、研究職員が 97.7（平成23年度）、97.7 （平成24年

度）、98.0（平成25年）、97.2（平成26年度）となっており、国家公務員と同等の給与水準である。 
※対国家公務員指数（ラスパイレス指数）：法人職員の給与を国家公務員の給与と比較し、法人の年

齢階層別人員構成をウエイトとして用いて人事院が算出する指数。 

 

②－2 人件費の削減 【1-1-ウ】 

人件費の削減については、「国家公務員の給与減額支給措置について」（平成23年6月3日閣議決定）、

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成23年10月28日閣議決定、平成25年1月24日閣議決

定）等を踏まえ、給与規程等の一部改正や、50代後半層の給与水準の上昇を抑えるための昇給・昇格制

度の改正、特殊勤務手当の改定等、適切な措置を講じた。 
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（２） 契約の見直し 

 

① 競争性のない随意契約の見直しや、一般競争入札等における一者応札・応募の改善等 【1-1-エ】

【1-1-オ】【1-1-カ】 

契約事務に係る審査体制は、①内部監査（合法性・合理性の監査）、②契約監視委員会（競争性の無

い随意契約の見直し及び一般競争等について競争性が確保されているか等の点検・見直し審議）、③契

約審査委員会（契約締結事務に関する審議）④監事監査（大臣に任命された監事によるトップマネージメ

ントを対象とした監査）、⑤会計監査人監査（内部統制の監査）、による重層的な仕組みを確保している。 

契約にあたっては、研究目的、研究成果等を達成するために必要な性能・機能を示した具体的な仕様

によって競争契約が行えるよう周知徹底し、実質的な競争性の確保に努めた。 

また、「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日 財計第2017号）及び「公益法人に対する支

出の公表・点検の方針について」（平成２４年６月１日 行政改革実行本部決定）に基づき、競争入札や

随意契約等に係る情報等をホームページに掲載し、契約方法の適正化・透明性の確保に努めるとともに、

外部有識者（弁護士会から推薦された弁護士、公認会計士会から推薦された公認会計士及び記者クラ

ブから推薦されたジャーナリスト各１名）と常勤監事で構成される「契約監視委員会」において、真に競争

性を確保する観点から「競争性のない随意契約」及び「一者応札・一者応募」等について、契約状況の審

平成 23～26 年度の契約状況 

総件数 

総金額（千円) 

競   争   入   札 

計 一般競争 指名競争 
応札者数 

1 者 ２者以上 

件 

数 

H23 82 46 (56.1%) 46 (56.1%) 0 (0%) 11 (23.9%) 35 (76.1%)

H24 70 32 (45.7%) 32 (45.7%) 0 (0%) 8 (25.0%) 24 (75.0%)

H25 59 27 (45.8%) 27 (45.8%) 0 (0%) 9 (33.3%) 18 (66.7%)

H26 70 34 (48.6%) 33 (47.2%) 1 (1.4%) 12 (35.3%) 22 (64.7%)

金 

額 

H23 342,282 214,713 (62.7%) 214,713 (62.7%) 0 0%) 52,822 (24.6%) 161,891 (75.4%)

H24 309,693 143,625 (46.4%) 143,625 (46.4%) 0 (0%) 25,620 (17.8%) 118,005 (82.2%)

H25 297,395 177,263 (59.6%) 177,263 (59.6%) 0 (0%) 23,864 (13.5%) 153,399 (86.5%)

H26 264,662 139,835 (52.8%) 137,402 (51.9%) 2,433 (0.9%) 46,943 (33.6%) 92,892 (66.4%)

 

 随   意   契   約 

計 企画競争・公募 不落随意契約 その他 

件 

数 

H23 36 (43.9%) 8 (9.8%) 5 (6.1%)  23 (28.0%) 

H24 38 (54.3%) 9 (12.9%) 6 (8.5%)  23 (32.9%) 

H25 32 (54.2%) 9 (15.2%) 2 (3.4%)  21 (35.6%) 

H26 36 (51.4%) 11 (15.7%) 4 (5.7%)  21 (30.0%) 

金 

額 

H23 127,569 (37.3%) 26,052 (7.6%) 15,020 (4.4%)  86,497 (25.3%) 

H24 166,068 (53.6%) 24,262 (7.8%) 58,841 (19.0%)  82,965 (26.8%) 

H25 120,132 (40.4%) 36,438 (12.2%) 13,853 (4.7%)  69,841 (23.5%) 

H26 124,827 (47.2%) 35,524 (13.4%) 13,365 (5.1%)  75,938 (28.7%) 
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議を実施した。これらの取り組みの結果、競争性のない随意契約は、平成23年度が23件（86,497千円）、

平成24年度が23件（82,965千円）、平成25年度が21件(69,841千円）、平成26年度が21件(75,938千円）と

なっている。 

 

② 契約方法の見直し 【1-1-キ】 

業務内容を精査し、可能なものから複数年契約を実施している。平成23年度は保安警備業務（5カ年）、

清掃業務（2カ年）、一般廃棄物収集運搬処理業務（2カ年）、平成25年度は会計監査等業務（2カ年）、財

産保険業務（2カ年）、一般廃棄物収集運搬処理業務（2カ年）、薬品管理システム保守運用支援業務（3

カ年）について、複数年契約を実施した。 

さらに、平成24年度は複写機用紙の購入契約及びトイレットペーパーの購入契約について、4法人（つ

くば地区の農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、ＪＩＲＣＡＳ）

による連名で単価契約を実施した。平成25年度は、上記契約に加えて健康診断業務についても4法人で

連名の入札を実施した。平成26年度は公共サービス改革基本方針（平成26年7月閣議決定）に基づき、

清掃業務及びエレベーター等保守点検業務については、統合四独法とともに包括的な入札を実施し

た。 

 

③ 密接な関係にある法人等との契約 【1-1-ク】 

JIRCASにおいて、特定関連会社等とはこれまでに該当する契約はない。 

独立行政法人が公益法人等に支出する会費の適正化・透明性を強化する観点から、「独立行政法人

が支出する会費の見直し」（平成24年3月23日 行政改革実行本部決定）ならびに「公益法人に対する支

出の公表・点検の方針について」（平成24年6月1日 行政改革実行本部決定）に基づき、公益法人等に

支出する会費の見直・点検及び会費支出ならびに公益法人に一定の支出を行った契約及び契約以外

の支出について、ホームページで公表している。 
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２． 評価・点検の実施と反映 

中期目標 

運営状況及び研究内容について、自ら適切に評価・点検を行うとともに、その結果については、

独立行政法人評価委員会の評価結果と併せて、的確に業務運営に反映させ、業務の重点化及び

透明性を確保する。 

研究内容については、研究資源の投入と得られた成果の分析を行うとともに、開発途上地域の

農林水産業の技術の向上による当該地域の食料問題の解決を通して、我が国の食料安全保障に

寄与する観点及び評価を国際的に高い水準で実施する観点から、できるだけ具体的な指標を設

定して評価・点検を行い、必要性、進捗状況等を踏まえて、機動的に見直しを行う。また、行政部

局を含む第三者の評価を踏まえ、開発途上地域にとって有用な研究成果を「主要普及成果」として

選定する。選定に当たっては、数値目標を設定して取り組む。「主要普及成果」等については、普

及・利用状況を把握・解析し、業務運営の改善に活用する。 

さらに、職員の業績評価を行い、その結果を適切に処遇等に反映する。 

 

中期計画 

① 業務の重点化及び透明性を確保するため、毎年度の独立行政法人評価委員会の評価に

先立ち、業務の運営状況、研究内容について、外部の専門家・有識者等を活用して自ら適切

に評価・点検を行うとともに、その結果については、独立行政法人評価委員会の評価結果と

併せて、反映方針、具体的方法を明確化して、研究資源の配分等の業務運営に的確に反映

させる。特に、研究内容については、必要性、進捗状況等を踏まえて機動的に見直しを行う。

また、評価結果及びその反映状況については、ホームページで公表する。 

② その際、研究内容の評価に当たっては、研究に先立って年次目標を記載した工程表を作成

するとともに、開発途上地域の農林水産業の技術の向上による当該地域の食料問題解決を

通して我が国の食料安全保障に寄与する観点及び評価を国際的に高い水準で実施する観

点から、できるだけ具体的な指標を設定する。また、研究資源の投入と得られた成果の分析を

行い、研究内容の評価に活用する。 

③ 複数の評価制度に必要とされる資料の相互活用を図るなど、評価の効率化と高度化に努め

るとともに必要な評価体制の整備を行う。 

④ 行政部局を含む第三者の評価を踏まえ、開発途上地域にとって有用な研究成果を「主要普

及成果」として、中期目標の期間内に 10 件以上を選定する。「主要普及成果」等については、

普及・利用状況を把握、解析し、業務運営の改善に活用する。 

⑤ 職員の業績評価を行い、その結果を適切に処遇等に反映する。 

 

指標１－２ 

ア 効率的な自己評価・点検の体制整備が行われ、客観性、信頼性の高い評価・点検が実施され

ているか。 

イ 評価・点検結果の反映方針が明確にされ、研究内容を見直すなど実際に反映されているか。

評価結果及びその反映状況は公表されているか。 

ウ 工程表に基づく研究業務の計画的な進行管理が行われているか。 

エ 国際的な水準から見た研究評価にむけた取組が行われているか。 

オ 研究資源の投入と成果の分析が実施され、評価に活用されているか。 
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カ 「主要普及成果」に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。成果の普及・利用状況の把

握、解析が行われ、業務改善に活用されているか。 

キ 職員の業績評価が適切に行われているか。また、処遇等への反映に向けた取り組みが行われ

ているか。 

 

 

業務実績 自己評価 

１． 中期計画評価会議を設置し、研究プロ

グラム及び情報収集・提供プログラムの

自己点検と外部有識者・専門家による外

部評価を実施している。 

２． 中期計画評価会議における評価結果や

指摘事項を次年度の研究計画や予算に

反映している。また、評価結果は業務実

績報告書に掲載し、ホームページで公

表している。 

３． 工程表に基づき、毎年度の進捗状況を

確認するとともに、平成25年度に中間点

検を実施した。 

４． 国際的な経験を有する多彩な外部有識

者・専門家による外部評価を実施してい

る。 

５． 研究成果の内容に加え、予算、エフォー

ト、成果情報数、査読論文数、国際会議

への出席件数等、多角的・具体的な数

値指標を導入した評価・分析を行ってい

る。 

６． 平成 26 年度までに 11 件の主要普及成

果を選定した。また、同成果の普及・利

活用状況に関する追跡調査を 4 件実施

した。 

７． 研究職員に対する業績評価ならびに一

般職員及び技術専門職員に対する人事

評価を行い、評価結果を勤勉手当等に

反映させている。 

評定 Ｂ  

プロジェクト検討会、研究プログラム検討会、業務運

営検討会によって進捗状況を自ら点検し、外部有識

者・専門家から構成される外部評価会議において客

観性、信頼性の高い評価・点検を受けている。 

研究プログラムの評価にあたっては、研究成果の内

容に加え、予算、エフォート、成果情報数、査読論文

数、国際会議への出席件数等、多角的・具体的な数

値指標を導入し、研究資源の投入と成果に関する分

析・評価を行っている。 

平成 23 年度以降に選定した主要普及成果は計 11

件となり、中期目標期間における目標件数を達成し

た。 

職員の業績評価を実施し、処遇等に反映させてい

る。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

主要普及成果 10 件以上 2 3 4 0 4  

研究成果情報 － - 18 25 26 24  
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※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

① 毎年度評価の実施 【1-2-ア】【1-2-イ】【1-2-ウ】【1-2-エ】 

中期計画の進捗状況及び年度計画の達成状況について、業務実績の自己評価を行うため、中期計

画評価会議を設置し、研究プログラム検討会、業務運営検討会、外部評価会議を実施して毎年度評価

を行っている。また、平成25年度は第3期中期計画期間の中間年にあたることから、各プログラムについ

て進捗状況を点検し、中期計画に定める目標を達成するうえで必要な措置を講ずるため、課題構成や工

程表等、研究内容の見直しを行った。毎年度の評価結果は、業務実績報告書に掲載し、ホームページ

で公表している。 

国際的な水準からみた評価を行うため、（独）国際協力機構をはじめ総合科学技術会議基本政策専門

調査会の専門委員や国際連合人口基金東京事務所長等の経験を有する外部有識者・専門家による外

部評価を実施している。中期計画評価会議における評価結果や指摘事項については、次年度の研究課

題の計画、予算及び工程表などに反映させている。 

 

 

自己評価のための工程（フロー） 
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② 費用対効果の分析 【1-2-ウ】【1-2-エ】【1-2-オ】 

中期計画評価会議において、毎年度の研究成果に加え、プログラム毎の投入予算、エフォート、査読

付き論文数等の数値を示し、評価材料としている。 

 

③ 「主要普及成果」の進捗状況と成果の普及・利用状況の把握 【1-2-カ】 

当該年度の研究成果情報の中から、特に開発途上地域にとって有用であり、普及・利用が確実

に見込めるかその可能性が相当高いものを「主要普及成果」として選定している。これまでに 11

件の主要普及成果を選定し（平成 23 年度 3 件、平成 24 年度 4 件、平成 26 年度 4 件）、第 3 期中

期目標期間内の選定目標 10 件以上を達成した。 

また、選定した主要普及成果について、現地での普及・利用現況を調査し、改善点を抽出して今後

の研究内容の深化や改善に反映させていくため、平成23年度及び平成24年度に追跡調査の手法につ

いて検討し、平成 25 年度に 3 件、平成 26 年度に１件の追跡調査を実施した。 

 

④ 職員の業績評価 【1-2-キ】 

研究職員の業績評価については、業績評価マニュアルに基づき、研究課題の達成度、研究成果の実

績、所運営上の貢献、専門分野を生かした社会貢献等について評価を実施している。 

一般職員及び技術専門職員の人事評価については、一般職員等人事評価実施規程及び関係規程

に基づき、実施している。 

研究職員の業績評価結果は翌年度の勤勉手当等に、一般職員及び技術専門職員の人事評価結果

は当該年度の勤勉手当・昇給等に反映させている。 
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３． 研究資源の効率的利用及び充実・高度化 

（１） 研究資金 

中期目標 

 中期目標を達成するため、運営費交付金を効果的に活用して研究を推進する。また、研究開発

の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部資金の獲得に積極

的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

 

中期計画 

① 運営費交付金を活用し、中期目標に示された研究を効率的・効果的に推進するため、研究

内容の評価・点検結果を資金配分に反映させる。 

② 研究開発の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部資

金の獲得に積極的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

 

（２） 研究施設・設備 

中期目標 

研究施設・設備については、老朽化した現状や研究の重点化方向を踏まえ、真に必要なものを

計画的に整備するとともに、有効活用に努める。 

 

中期計画 

研究施設・設備については、老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、①整備しなければ研

究推進が困難なもの、②老朽化が著しく、改修しなければ研究推進に支障を来すもの、③法令等

により改修が義務付けられているものなど、業務遂行に真に必要なものを計画的に整備するととも

に、利用を促進し、利用率の向上を図る。特に、熱帯・島嶼研究拠点に設置しているオープンラボ

施設「島嶼環境技術開発棟」については、利用促進に向けて、他の研究機関等に積極的に研究

の実施を提案するとともに、周知・広報活動を強化する。 

 

（３） 組織 

中期目標 

中期目標の達成に向けて、研究成果を効率的に創出するため、研究資金、人材、施設等の研

究資源を有効に活用し得るよう、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携による相乗効果を

発揮させる観点から、組織の在り方を見直す。 

 

中期計画 

中期目標の達成に向けて、研究評価の結果等を踏まえ、他の農業関係研究開発独立行政法人

との共同研究等を円滑に推進するために、組織・研究体制の見直しを柔軟に行う。 

 

（４） 職員の資質向上と人材育成 

中期目標 

研究者、研究管理者及び研究支援者の資質向上を図り、業務を的確に推進できる人材を計画

的に育成する。そのため、人材育成プログラムを踏まえ、競争的・協調的な研究環境の醸成、多様

な雇用制度を活用した研究者のキャリアパスの開拓、行政部局等との多様な形での人的交流の促
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進、研究支援の高度化を図る研修等により、職員の資質向上に資する条件を整備する。 

 

中期計画 

① 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的

推進等に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）の制定や研究開発を取り巻く情勢変化等を

踏まえて、人材育成プログラムを改定する。 

② 海外への派遣及び招へい外国人との共同研究の実施等を通じ、国際共同研究の担い手と

なる職員の資質向上に取り組む。 

③ 研究職員に対する競争的・協調的環境の醸成とインセンティブの効果的な付与、多様な任

用制度を活用した研究者のキャリアパスの開拓、他の独立行政法人を含む研究機関との円滑

な人材交流、行政部局等との多様な形での人的交流の促進を行う。また、他の農業関係研究

開発独立行政法人職員の国際性の向上に協力する。 

④ 外部機関または他独立行政法人が募集・実施する職員研修等に、一般職員、技術専門職

員を積極的に参加させ、業務上有効な資格についてはその取得を支援するなど、職員の資

質向上に努める。また、技術専門職員が意欲的に研究支援に従事できる環境の整備に努め

る。 

⑤ 各種研修制度等を活用し、研究プロジェクトリーダーの研究管理能力及び指導力の向上に

努める。 

 

指標１－３ 

ア 評価･点検の結果が運営費交付金の配分に反映されているか。 

イ 国の委託プロジェクト研究の重点実施や競争的研究資金等の外部資金の獲得により、研究資

金の充実を図っているか。 

ウ 研究施設・機械は有効に活用されているか。共同利用の促進、集約化等による施設運営経費

の抑制の取り組みが適切に行われているか。 

エ オープンラボに関する情報を公開し、利用促進を図っているか。また利用実績について検証

しているか。 

オ 他の農業関係研究開発独立行政法人との連携強化など、効率的な研究推進のための組織整備

の取組が行われているか。 

カ 人材育成プログラムに基づく人材育成の取り組みが適切に行われているか。 

キ 研究職員にインセンティブを付与するための取り組みが行われているか。 

ク 研究管理者の育成や研究支援部門における業務の高度化への対応のための各種研修の実施、

資格取得の支援が行われているか 
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業務実績 自己評価 

１． プログラム検討会において優れた成果を

達成したと評価されたプログラムに対し

て、翌年度のプログラムディレクター裁量

経費を増額した。 

２． 平成 23 年度は 104 件・673 百万円、平

成 24 年度は 95 件・535 百万円、平成 25

年度は 88 件・456 百万円、平成 26 年度

は 109 件・408 百万円の外部資金収入

（政府受託収入や研究費助成事業収入

等）を得た。 

３． 施設整備費補助金及び運営費交付金

を活用し、老朽化施設の改修や研究の

効率性、作業の安全性等を向上するた

めの施設整備を計画的に実施している。

さらに、施設等整備運営委員会を活用

し、研究の重点化等に対応した施設・設

備の改修を図っている。 

４． オープンラボ施設「島嶼環境技術開発

棟」の利用について、JIRCAS ホームペ

ージで情報を公開するとともに、学会・大

学への訪問や来所者への情報提供等を

通じて、利用促進に努めている。外部機

関によるオープンラボの利用実績は、3

機関・405日（平成23年度）、7機関・1485

日（平成24年度）、9機関・1514日（平成

25年度）、6機関・1,113日（平成26年度）

であった。 

５． 第3期中期計画の研究体制をプログラム

方式とし、「プログラムディレクター」を新

設した（平成23年度）。化学薬品や遺伝

子組換え作物の取り扱い等に係る安全・

危機管理を強化するため「安全管理室」

を新設した（平成24年度）。さらに、独立

行政法人改革等に関する事務・事業の

見直しや効果的・効率的な業務運営に

ついて検討した（平成25年度）。 

６． テニュア・トラック制度が導入されたことを

受け、人材育成プログラムを改訂した。 

７． 理事長インセンティブ経費を活用し、研

評定 Ｂ 

高度な研究成果が得られたプログラムの裁量経費

を増額するなど、評価結果を運営費交付金の研究資

金配分に反映している。 

科研費や農林水産省の受託研究、競争的資金等、

多様な外部資金の獲得に努め、研究資金の充実を図

っている。 

老朽化施設の改修や研究の効率性、作業の安全

性等を向上するため、計画的に施設整備を進めてい

る。 

オープンラボ施設を利用した研修を行うなど、施設

の利用促進に努めるとともに、四半期毎に利用状況の

検証を行っている。 

研究職員、一般職員、技術専門職員のそれぞれに

対して階層別研修や専門研修の受講機会を設け、知

識・技能の向上を促している。 

研究職員に対しては海外への派遣を通じて国際共

同研究の担い手となる職員の資質向上に取り組むとと

もに、職員の発意を活かした提案に予算を配分するな

ど、効果的なインセンティブの付与を図っている。 

一般職員や技術専門職員に対しては、専門性を高

めるための研修や講習への参加を促し、研究支援部

門における業務の高度化や資格取得を支援してい

る。 

 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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究職員の発意を活かした課題形成や専

門別の活動を支援している。 

８． 一般職員・技術専門職員・研究職員の

業務の特性を考慮した階層別研修を実

施すると共に、専門別研修への参加を

促すなど、職員の技能向上に取り組ん

でいる。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

（１） 研究資金 

 

① 評価結果の反映による運営費交付金の効率的利用 【1-3-ア】 

第 3 期中期計画からは、研究の実施・評価をプログラム単位で行うこととし、プログラムディレクターが

研究管理を行っている。プログラムの成果及び達成状況は、プログラム検討会及び外部評価会議で検

討し、評価結果を次年度のプログラムの研究計画、予算、プログラム内の課題設定、予算執行に反映し

ている。また、高度な研究成果をあげたプログラムに対しては、プログラムディレクター裁量経費を増額配

分している。 

 

② 外部資金獲得への取り組み 【1-3-イ】 

 外部資金による研究費は、科研費、農林水産省、独法、民間等からの受託及び助成など、多様な形態

で獲得している。外部資金収入（政府受託収入や研究費助成事業収入等）は、平成 23 年度が 104 件・

673 百万円、平成 24 年度が 95 件・535 百万円、平成 25 年度が 88 件・456 百万円、平成 26 年度が 109

件・408 百万円であった。 

 平成 23 年度は、受託研究（農水省受託研究、独法受託研究、その他受託研究）を 37 件、補助金・助

成金による研究を 28 件実施した。また、受託・補助金・助成金（科学研究費助成事業を除く）に対し、46

件の応募を行った。 

平成 24 年度は、受託研究（同）を 35 件、補助金・助成金による研究を 31 件実施した。また、受託・補

助金・助成金（同）に対し、30 件の応募を行った。 

平成 25 年度は、受託研究（同）を 33 件、補助金・助成金による研究を 36 件実施した。また、受託・補

助金・助成金（同）に対し、38 件の応募を行った。 

平成 26 年度は、受託研究（同）を 36 件、補助金・助成金による研究を 4１件実施した。また、受託・補

助金・助成金（同）に対し、35 件の応募を行った。 

平成 23 年度の科学研究費助成事業は、研究代表者として 12 件（繰越しを含む）、研究分担者として 7

件実施した。平成 24 年度科学研究費助成事業に対しては、研究代表者として 17 件、研究分担者として

13 件の応募を行った。科学研究費補助金特別研究員奨励費に対し、日本人 5 件、外国人 7 件の応募を

行い、日本人 1 件、外国人 1 件の交付内定を受け、継続を含めて 4 件交付された。 

平成 24 年度の科学研究費助成事業は、研究代表者として 11 件（繰越しを含む）、研究分担者として

17 件実施した。平成 25 年度科学研究費助成事業に対しては、研究代表者として 21 件、研究分担者と
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して 8 件の応募を行った。平成 24 年度科学研究費補助金特別研究員奨励費に対し、外国人 2 件の応

募を行い、外国人 2 件の交付内定を受け、継続を含めて 5 件交付された。 

平成 25 年度の科学研究費助成事業は研究代表者として 9 件（繰越しを含む）、研究分担者として 18

件実施した。平成 26 年度科学研究費助成事業に対しては、研究代表者として 19 件、研究分担者として

14 件の応募を行った。科学研究費補助金特別研究員奨励費は、継続を含め 4 件交付された。 

平成 26 年度の科学研究費助成事業は研究代表者として 8 件（繰越しを含む）、研究分担者として 21

件実施した。平成 27 年度科学研究費助成事業に対しては、研究代表者として 25 件、研究分担者として

12 件の応募を行った。科学研究費補助金特別研究員奨励費は、継続を含め 6 件交付された。 

 

（２） 研究施設・設備 

 

① 研究施設・設備の有効活用 【1-3-ウ】  

施設整備においては、施設整備費補助金及び運営費交付金を活用し、計画的な整備を実施しており、

施設整備費補助金については、中期計画に示した施設及び設備に関する計画に基づき実施、また、運

営費交付金による整備についても修繕計画に基づき、各年度において老朽化又は緊急度などを勘案し

実施している。また、研究の重点化等にも対応した施設・設備の改修を図るため、施設等整備運営委員

会を活用し予算の効率的・効果的な執行に努めている。 

平成 23 年度は熱帯作物特性解析・素材開発実験棟（熱帯・島嶼研究拠点）の改修、八幡台圃場収納

作業室（つくば本所）の内壁補修工事、国際研究本館他（つくば本所）の照明設備改修農機具庫の屋根

改修（熱帯・島嶼研究拠点）等を行った。平成 24 年度は育種素材開発温室（つくば本所）の改修、海外

実験棟（つくば本所）の空調設備等の改修、外構フェンス（熱帯・島嶼研究拠点）の改修、構内生活排水

設備（熱帯・島嶼研究拠点）の改修等を行った。平成 25 年度は、台風等による大量の雨水及び土砂等を

処理するための改修（熱帯・島嶼研究拠点）、隔離温室（つくば本所）の空調設備修繕、トラッキング現象

等による電気火災等を回避するためのコンセント等の改修（つくば本所、熱帯・島嶼研究拠点）、高所作

業のリスクを軽減するための鉄骨ビニールハウスの設置（つくば本所八幡台圃場）等を行った。平成 26

年度は育苗温室（熱帯・島嶼研究拠点）の改修、第２実験棟（つくば本所）における局所排気装置の設置、

海外生物工学実験棟（つくば本所）の空調設備修繕等、コンセントの改修（つくば本所）等を行った。 

平成 23～26 年度の外部資金収入の内訳 

 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

件 円 件 円 件 円 件 円 

政府受託収入 14 146,017 11 107,718 12 96,230 13 67,811

独法受託研究収入 13 113,582 14 131,841 14 132,965 14 124,975

独法受託業務収入 1 86,048 1 57,820 0 0 0 0

その他受託研究収入 10 69,634 10 28,087 7 23,010 9 39,824

受託調査収入 38 1,315 28 1,026 19 282 32 664

⇒ 以上、受託収入計  416,596  326,492  252,487  233,274

研究費助成事業収入 25 54,935 28 54,432 33 69,761 37 55,905

政府補助金 3 201,714 3 154,432 3 134,141 4 118,671

助成金 0  0 0  0 0 0 0 0

⇒ 以上、外部資金総計  673,245   535,356  456,389  407,850
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また、共同利用が可能な機器（エネルギー分散型走査型分析電子顕微鏡、高分解能 X 線高分子分

光分析装置、炭素・窒素質量分析システム）については、ホームページで広く周知し、他独法及び大学

等による共同利用を促進している。平成 23 年度は 23 件、平成 24 年度は 21 件、平成 25 年度は 13 件、

平成 26 年度は 12 件の外部機関による利用があった。 

 

② オープンラボの利用促進 【1-3-エ】 

オープンラボ施設「島嶼環境技術開発棟」については、JIRCAS ホームページで利用についての情報

を公開し、学会・大学への訪問や来所者への情報提供等を通じて、利用促進に努めている。また、平成

24年度からは利用料を徴収している。外部機関によるオープンラボの利用実績は、3機関・405日（平成23

年度）、7機関・1485日（平成24年度）、9機関・1514日（平成25年度）、6機関・1,113日（平成26年度）であ

った。 

 

（３） 組織 

 

① 組織・研究体制の見直し 【1-3-オ】 

第3 期中期計画期間から「プログラム」を導入し、3 つの研究プログラムならびに情報収集・提供プログ

ラムを外部評価の単位として位置づけ、責任者である「プログラムディレクター」を配置した。研究プログラ

ムの下に研究プロジェクトを配置し、各研究プログラムに「旗艦プロジェクト」と呼ばれる大規模プロジェクト

を設定することで、研究資金、人員等の研究資源を重点的に配分することとした。「プログラムディレクタ

ー」の新設に伴い、領域を再編成し、領域数を8から６へ削減した。 

 平成23年度に、海外及び国内における研究交流の推進並びに施設等の利活用の強化を図るため、研

究評価科を廃止し、情報広報室（広報室から名称変更）にあった研究交流科を企画管理室へ移管した。

一方、研究成果の実用化、産官学連携を強化するため、情報広報室に技術促進科を新設した。また、総

務部財務課に調達第１係及び同第２係を新設し、調達関係業務の強化・高度化及び効率化を図った。 

平成24年度に、化学薬品等規制物質の管理の一層の徹底や、遺伝子組換え作物の取り扱い等研究

業務の安全・危機管理を強化するため、企画調整部に安全管理室を新設した。 

平成 25 年度には、「独立行政法人改革に関する中間とりまとめ～行政改革推進会議での中間的整理

のために～」（独立行政法人改革に関する有識者懇談会、平成 25 年 6 月）を踏まえ、平成 25 年 9 月に

行政改革推進会議の下に設置された独立行政法人改革等に関する分科会で論議された事務・事業の

見直しや効果的・効率的な業務運営についての検討を行った。一連の検討の結果、当センターは、「独

立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日 閣議決定）において、研究開発成

果の最大化をめざす「研究開発型の法人」として活動を継続することとされた。 

 

（４） 職員の資質向上と人材育成 

 

① 人材育成プログラム 【1-3-カ】 

研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進を図るため、「研究開発システムの改革の推進等

による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）

ならびに「農林水産研究における人材育成プログラム」（平成 23 年 4 月 農林水産技術会議）、「国際農

林水産業研究センターにおける人材育成プログラム」（平成 25 年 8 月改正）に従って人材育成に取り組

んでいる。 

「国際農林水産業研究センターにおける人材育成プログラム」は、新たな制度の導入や研究開発を取
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り巻く情勢の変化に対応するため、適切に見直している。平成 23 年度には、若手・女性研究者等の活

用、広報・情報管理等に係る人材の育成等を反映するための改正を行った。平成 25 年度は、任期付研

究員に対するテニュア・トラック制度を導入したことに伴い、同制度を適用される職員の育成方針に関す

る改正を行った。 

 

② 国際共同研究の担い手となる研究職員の資質向上 

海外への派遣及び招へい外国人との共同研究の実施等を通じ、国際共同研究の担い手となる職員

の資質向上に取り組んでいる。平成 23 年度は海外の共同研究機関に 144 名、平成 24 年度は延べ 581

名、平成 25 年度は延べ 544 名、平成 26 年度は延べ 511 名の研究職員を出張させ、現地の研究者との

共同研究を通じた職員の資質向上を図った。さらに、国際学会等に職員を派遣し、発表・討論能力の向

上を図るとともに、専門分野での最新情報の収集や外国人研究者との人的交流を支援している。平成23

年度は延べ 38 名、平成 24 年度は延べ 45 名、平成 25 年度は延べ 65 名、平成 26 年度は延べ 69 名の

研究職員を国際学会等に派遣した。 

さらに、研究職員の資質向上のため、農林水産技術会議事務局が実施する階層別研修や、業務上必

要な知識・技術の習得を目的とするワークショップ等の受講を推奨している。 

 

③ 研究職員へのインセンティブの付与 【1-3-キ】  

研究職員の発意を活かした課題形成や専門別の活動を支援するため、専門分野別の基礎的・基盤的

な研究や斬新なアイデアによるシーズ研究、研究領域の専門性を深化させる活動、現地ニーズや最新

の研究動向を把握するための調査活動等に対して、理事長インセンティブ経費を配分した。採択件数は

平成 23 年度が 21 件、平成 24 年度が 31 件、平成 25 年度が 23 件、平成 26 年度が 21 件であった。 

 

④ 一般職員・技術専門職員等の研修 【1-3-ク】 

一般職員及び技術専門職員の人材育成や階層･資質に応じた多様な能力開発のため、研修計画に

基づき、外部機関や他の独立行政法人が実施する研修等を活用しながら研修の機会を確保している。 

 一般職員については、階層別研修として、農研機構が実施した主査等研修や管理者研修を受講させ

た（平成23年度：主査等Ⅱ研修2名、チーム員研修1名、平成24年度：管理者研修1名、チーム長研修1名、

主査等Ⅱ研修2名、主査等Ⅰ研修1名、平成25年度：管理者研修1名、主査等Ⅱ研修１名、平成26年度：

管理者研修1名、チーム長研修１名）。 

 専門別研修の実績は、以下のとおりである。 

平成23年度：労働法研修1名、産学官・広報・知財研修1名、決算実務研修2名、セクシャル・ハラスメ

ント防止研修（指導者養成コース）1名、パーソネル・マネジメント・セミナー1名、公文書管

理研修1名、Web 制作トレーニング講座1名 

平成 24 年度：労働法研修 1 名、ビジネスマナー研修 1 名、ハラスメント防止研修 2 名、コンプライアン

ス推進研修 2 名、経理事務研修 7 名、セクシャル・ハラスメント防止研修（指導者養成コ

ース）1 名、公文書管理研修 3 名、Ｗｅｂ制作基本講座 2 名、図書館等職員著作権実務

講習会 1 名、英語研修 1 名 

平成 25 年度：セクシャル・ハラスメント防止研修（指導者養成コース）1 名、公文書管理研修 2 名、個

人情報保護管理担当者研修 1 名、Ｗｅｂ制作基本講座 1 名、英語研修 2 名 

平成 26 年度：会計事務職員契約管理研修 1 名、公文書管理研修１名、個人情報保護管理担当者研

修２名、女性職員登用推進セミナー1 名、労働法研修１名 

技術専門職員については、技術の高度化を図るため、平成24年度にクレーン運転業務特別教育、ア
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ーク溶接業務特別教育、玉掛け技能講習を、平成25年度に危険物取扱者保安講習会、酸素欠乏危険

作業特別教育、刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会、チェーンソー作業従事者特別教育講習会を、

平成26年度に刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会、チェーンソー作業従事者特別教育講習会を、

各1名に受講させた。 

 

⑤ 研究管理能力の向上 【1-3-ク】    

研究管理能力の向上を図るため、平成23年度には遺伝子組換え生物の取扱に関する研修、平成24

年度には試験研究材料に関する動物検疫における輸入手続きの徹底や遺伝資源に取扱に関するセミ

ナー、平成25年度にはプレスリリースの活用促進と手続きならびに研究材料の管理に関する研究管理者

セミナー、平成26年度には植物検疫制度に係る講習会、著作権講習会、輸入禁止品の管理に関する説

明会を開催した。 

また、プロジェクトリーダーについては、プログラムディレクターとともに、プログラム目標の達成のため

の課題遂行管理や予算管理、共同研究機関との交渉等に携わることで、研究管理能力の向上を図って

いる。  
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４． 研究支援部門の効率化及び充実・高度化 

中期目標 

研究支援業務のうち、他の農業関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体的に実

施することなどにより、研究支援部門の合理化を図る。 

総務部門の業務については、業務内容の見直しを行い、効率化を図る。 

現業業務部門の業務については、試験及び研究業務の高度化に対応した高度な専門技術・知

識を要する分野への重点化を進め、効率化及び充実・強化を図る。 

また、研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進することなどにより、研究支

援部門の要員の合理化に努める。 

 

中期計画 

① 研究支援業務については、研修等の共同実施、マニュアル等の共同作成など他の農業関

係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体的に実施することなどにより、合理化を

図る。 

② 総務部門の業務内容等の見直しを行い、効率的な実施体制を確保するとともに、事務処理

の迅速化、簡素化等による管理事務業務の効率化に努める。 

③ 研究職員が海外の出張先において行う試験業務及び会計事務等に対する現地支援を効率

的に実施する。 

④ 現業部門の業務については、試験及び研究業務の高度化に対応した高度な専門技術・知

識を要する分野に重点化を図るために業務を見直し、効率化、充実・強化を図る。 

⑤ 農林水産省研究ネットワーク等を活用して、研究情報の収集・提供業務の効率化、充実・強

化を図るとともに、グループウェアの運用によりセンター全体の情報共有の促進及び業務の効

率化を図る。 

⑥ 研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進することなどにより、研究支援

部門の要員の合理化に努める。 

 

指標１ー４ 

ア 他の農業関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務の洗い出しを行っているか。共通性

の高い業務の一体的実施に取り組んでいるか。 

イ 総務部門において、効率化に向けた業務見直しを適切に行っているか。 

ウ 研究員が海外の出張先において行う会計事務に対する支援を適切に行っているか。 

エ 現業業務部門において高度な専門技術・知識を要する分野を充実･強化するため、業務の重点

化などの見直しを行っているか。 

オ 研究情報の収集･提供業務の充実･強化を図っているか。また、情報共有システムによる研究

所全体での情報共有を進めているか。 

カ 研究支援部門の効率化を図るためのアウトソーシングに取り組んでいるか。 
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業務実績 自己評価 

１． 4 法人(農研機構、生物研、農環研、

JIRCAS)事務業務見直し連絡会の研修・

セミナー専門部会において、共同で実

施可能な研修を検討・調整し、これまで

に 59 件を共同で実施した。 

２． 管理事務業務の効率化を図るため、総

務部門における業務マニュアルの作成

及び改訂を進めている。 

３． 一般職員及び技術専門職員を海外のプ

ロジェクトサイトに派遣し、会計・物品管

理等及び技術指導や調査補助等の現

地支援を実施している。 

４． 各種講習会や現地検討会等への参加を

促し、技術専門職員に対する研修機会

の充実に努めている。 

５． 電子ジャーナルに関する情報提供や電

子ジャーナルのパッケージ契約、グルー

プウェアや文献情報セミナーによる情報

提供を行なっている。 

６． 場内草刈や防風林剪定等の環境整備

業務・臨時業務について、アウトソーシン

グを実施している。また、つくば本所と熱

帯・島嶼研究拠点の繁忙期に、技術専

門職員の相互派遣を実施している。 

 

評定 Ｂ  

共通性の高い業務の一体的実施を進めるため、他

独法と共同で実施可能な研修の検討・調整を行い、こ

れまでに 59 件の研修を共同で実施している。 

一般職員及び技術専門職員を海外の現地サイトに

派遣し、会計・物品管理事務や屋外業務の支援を行

っている。 

技術専門職員の技能の向上や効率的な研究支援

を図るため、技術専門職員に高度な知識と技術を習

得させる機会の確保に努めている。 

グループウェアやネットワークライブラリシステムな

ど、情報共有システムを活用した情報の提供・共有

や、システムの利用促進に取り組んでいる。 

環境整備等についてはアウトソーシングを活用する

とともに、本所と拠点間で繁忙期に技術専門職員を相

互派遣するなど、要員配置の効率化に努めている。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

①  研究支援業務の合理化 【1-4-ア】  

平成23 年度に4 法人(農研機構、生物研、農環研、JIRCAS)事務業務見直し連絡会を設置し、法人

で共通性の高い研究支援業務を対象に、一体的な実施が可能な業務の洗い出しを行うため、各種研修

や業務関連マニュアルの作成等を検討する研修・セミナー専門部会、ならびに、共同購入可能な契約等

について検討する契約専門部会を設置した。 

研修・セミナー専門部会における検討の結果、平成23年度はハラスメント防止研修など16 件、平成24

年度はハラスメント防止研修など18件、平成25年度は管理者研修など14件、平成26年度は管理者研修

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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など11件の研修を共同で実施した。 

契約専門部会では役務又は物品関係について、契約の方法、期間等の仕様を検討し、平成24年度に

複写機用紙の購入契約及びトイレットペーパーの購入契約について、４法人による連名で単価契約を行

った。平成25年度には、上記契約に加えて健康診断業務についても4法人連名での入札を実施した。 

 

② 管理事務業務の効率化 【1-4-イ】 

管理事務業務の効率化に向けた業務内容等の見直しについて、効率化に資する課題を抽出し、文書

管理事務のさらなる効率化、旅費の削減方策や関係事務の効率化等について検討を行っている。 

平成23年度は、業務の効率化に向け、各担当の業務の見直しを行いつつ業務マニュアルを作成し

た。また、効率化・迅速化を図る観点から決裁者の見直しを行った。 

平成24年度は、総務部門における管理事務業務の効率化にむけた業務マニュアルの見直しを行うとと

もに、事務処理体制の検討を行うため「業務検討会」を開催して効率化に資する課題の抽出に努め、文

書決裁における決裁者の見直しを実施する等、事務処理の迅速化、簡素化等の改善を図った。 

平成25年度は、企画調整部研究支援室と総務部庶務課及び同財務課との意見交換会を開催し、相

互連携による管理事務業務の効率化にむけた業務内容や関係事務等についての検討を行った。 

平成 26 年度は、これまで各係個別に作成していた業務マニュアルについて、統一的な総務部業務マ

ニュアルとして取りまとめた。 

 

③ 技術専門職員、一般職員による現地支援 【1-4-ウ】 

海外における研究・調査業務等を適正かつ効率的に執行するため、技術専門職員及び一般職員が海

外の研究拠点に出張し、研究・調査業務の支援や会計・物品管理等についての指導等を行っている。 

一般職員については、平成23年度に8名（中国新疆2名、ブラジル・パラグアイ2名、ガーナ2名、タイ２

名）、平成24年度に7名（中国新疆2名、フィリピン2名、コロンビア2名、ラオス1名）、平成25年度に６名（ガ

ーナ2名、マレーシア2名、タイ2名）、平成26年度に4名（中国2名、ラオス2名）が出張し、事務処理に係る

現地支援を行った。 

技術専門職員については、平成23年度に1名（タイ）、平成24年度に4名（ラオス1名、中国2名、タイ1

名）、平成25年度に4名（中国1名、ガーナ2名、タイ1名）、平成26年度に5名（中国1名、タイ2名、ガーナ1

名、ラオス1名）が出張し、現地サイトで用いる装置の設置・改修や圃場調査業務等の支援を行った。 

 

④ 技術専門職員の業務の効率化、充実 【1-4-エ】 

技術専門職員の技能の向上や効率的な研究支援を図るため、各種の研修や現地検討会等に参加す

る機会の確保に努めている。技術専門職員が参加した主な講習会・研修等は以下のとおりである。 

平成23年度：農林水産省委託プロジェクト「国産飼料」現地検討会、2011年土壌水分ワークショップ、

平成23 年度 九州沖縄地域農業試験研究 サポート部門研究会、沖縄県農業研究セ

ンター（サトウキビ交配育種研修） 

平成24年度：農林水産省委託プロジェクト「国産飼料」現地検討会、農研機構北海道農業研究セン

ターでの水田環境計測法の研修、農研機構九州沖縄農業研究センターおよび北海道

大学でのサトウキビ近縁遺伝資源調査、沖縄県および熊本県農業研究センターでの

果樹研究支援業務調査、熱帯果樹栽培農家の調査、ヤマイモ栽培農家調査、 

平成25年度：林業・木材製造業労働災害防止協会茨城支部講習会、沖縄県サトウキビ成果発表会、

九州沖縄農業研究センターエリアンサス現地検討会、日本熱帯果樹協会講演会 

平成26年度：伐木等の業務の特別教育講習会、安全衛生教育講習会、沖縄県農業研究センター
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のサトウキビ交配育種実習 

さらに、業務の効率的な見直しに資するため、九州沖縄地域農業研究サポート部門研究会や農研機

構が主催する研究支援センター長･業務科長会議に出席し、他法人の業務支援体制の現状と問題点に

ついて情報収集や意見交換に努めている。 

 

⑤ 研究情報収集・提供業務の効率化、充実 【1-4-オ】 

農林水産研究情報総合センター（農林水産技術会議事務局筑波事務所）システムを活用して研究情

報を収集し、情報共有促進のためグループウェアを利用した情報提供に努めている。 

研究情報提供業務の効率化と利用者へのサービス向上を図るため、電子ジャーナルに関する情報提

供、電子ジャーナルのパッケージ契約、ネットワークライブラリシステムを利用した文献複写依頼や貸出依

頼への対応等を実施するとともに、図書館所蔵資料の書誌所在情報データベースの充実を図り、情報共

有に努めている。 

 

⑥ 研究支援部門の要員の合理化 【1-4-カ】 

技術専門職員を高度な技術支援に専念させるため、場内草刈や防風林剪定等、環境整備業務や台

風被害に伴う臨時業務については積極的にアウトソーシングで対応している。また、つくば本所と熱帯・

島嶼研究拠点の繁忙期にそれぞれ技術専門職員を相互派遣し、要員の流動的配置と支援業務の合理

化に努めている。 
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５． 産学官連携、協力の促進・強化 

中期目標 

開発途上地域における農林水産業に関する研究水準を向上させ、優れた研究成果や知的財産

を創出するため、国、他の独立行政法人、公立試験研究機関、大学、民間等との連携・協力及び

研究者の交流を積極的に行う。その際、他の独立行政法人との役割分担に留意しながら、円滑な

交流システムの構築を図る。 

 

中期計画 

① 国、公立試験研究機関、大学、民間等との情報交換及び相互連携体制の整備に努め、共

同研究及び研究者の交流を積極的に推進する。 

② 他の農業関係研究開発独立行政法人とは、その役割分担に留意しつつ、人事交流を含め

た連携、協力を積極的に行う。 

③ 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構が行う育種研究等に必要に応じて協力す

る。 

 

指標１－５ 

ア 地方自治体、関係団体、関係機関、大学及び民間企業等との共同研究及び人的交流が行われ

ているか。 

イ 他の農業関係研究開発独立行政法人との人事交流を含めた連携、協力が行われているか。 

ウ  農業・食品産業技術総合研究機構が行う育種研究等との連携は適切に行われているか。 

 

 

 

業務実績 自己評価 

１． 平成 26 年度までに大学とは延べ 42 件、

民間企業・団体等とは延べ 27 件の共同

研究を実施した。また、職員延べ 87 名を

客員教員や兼任教員等として大学に派

遣した。 

２． 平成 26 年度までに他の農業関係独法

に対して延べ 149 件の依頼出張と、延べ

51 件の共同研究を行った。 

３． 熱帯・島嶼研究拠点(石垣市)の気候条

件を活かして初期雑種集団の世代促進

や種子増殖等を行い、農研機構が行う

育種研究や品種育成の効率化に協力し

ている。 

 

評定 Ｂ  

教員の兼任や連携大学院協定、依頼出張、研修へ

の協力、共同研究の実施等を通じて大学や他の農業

関係研究開発独法、JICA 等との連携・協力の強化に

努めている。 

さらに、拠点における世代促進や種子増殖等によ

り、農研機構が行う育種研究に協力している。 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

①－1 大学、民間との連携 【1-5-ア】 

大学とは共同研究契約に基づく課題を実施するとともに、研究職員を兼任教員や非常勤講師等として

派遣することで相互連携を進めている。また、大学院の教育研究指導等への協力に関する協定に基づく

連携大学院数は、8 件となっており（平成 27 年 3 月現在）、大学院生を教育研究研修生として受け入れ

ている。各年度の実績は以下のとおりである。 

平成 23 年度：共同研究契約 6 件、教員等の派遣 22 大学・延べ 33 名、 

教育研究研修生の受け入れ 0 名 

平成 24 年度：共同研究契約 13 件、教員等の派遣 10 大学・延べ 22 名、 

教育研究研修生の受け入れ 2 名 

平成 25 年度：共同研究契約 11 件、教員等の派遣 10 大学・延べ 16 名、 

教育研究研修生の受け入れ 8 名 

平成 26 年度：共同研究契約 12 件、教員等の派遣 5 大学・延べ 16 名、 

教育研究研修生の受け入れ 9 名 

さらに、開発途上地域の現場で必要とされる研究推進のため、試験研究機関や大学等に対する依頼

出張を行っている。平成23年度は76件、平成24年度は80件、平成25年度は72件、平成26年度は56件の

出張を依頼した｡ 

民間企業や関係団体との連携にあたっては、特許等知的財産の取り扱いについて、開発途上地域の

農民の利益に貢献する地球公共財の創出というJIRCASの理念との整合をはかりつつ進めている。平成

23年度は5件、平成24年度は5件、平成25年度は9件、平成26年度は8件（民間企業6件、財団法人2件）

の共同研究を実施した｡ 

 

①－2 （独）国際協力機構（JICA）との連携 【1-5-ア】 

JICA との連携を深めるため、毎年 1 回、JICA-JIRCAS 定期連絡会を開催し、両機関の近況報告や協

力事業及び両者の連携強化等に関する意見交換を実施している。 

また、JICAの国内支援員会・検討会への委員等の派遣や、JICAが実施する国別研修や集団研修等に

協力し、職員による講義や見学依頼に対応している。 

 

② 他の農業関係研究開発独立行政法人等との連携協力【1-5-ア】【1-5-イ】 

研究課題の推進にあたっては、他法人との人事交流による連携・協力の他、計画立案の段階から他

独立行政法人等の研究者の参加を得て、効率的な成果の達成を図っている。海外での研究推進におい

ては、他の農業関係研究開発独立行政法人等との間で「独立行政法人国際農林水産業研究センター

が海外において行う国際共同研究の実施についての協約書」を締結し、依頼出張や共同研究を実施し

ている。 
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③ (独)農業・食品産業技術総合研究機構への協力 【1-5-ウ】 

熱帯・島嶼研究拠点(石垣市)の気候条件を活かし、「気候変動に適応したイネ科作物品種・系統の開

発」、「草本を利用したバイオエタノールの低コスト、安定供給技術の開発委託事業」等、農研機構が実

施する農林水産省委託プロジェクト研究において、初期雑種集団の世代促進、交配、戻し交配、種子増

殖等による育成の効率化に協力している。  

 

  

他の農業関係研究開発独立行政法人との連携の実績 

 
依頼出張 （件） 共同研究 （件） 

H23 H24 H25 H26 H23 H24 H25 H26 

農研機構 21 21 22 21 6 8 11 11 

生物研 - 1 1 1 1 2 2 1 

農環研 6 4 2 1 2 2 1 1 

水研 5 3 6 2 1 1 1 - 

森林総研 6 14 5 7 - - - - 
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第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

 

１． 試験及び研究並びに調査 

（１） 研究の重点的推進 

中期目標 

「食料・農業・農村基本計画」に対応し、今後 10 年程度を見通した研究開発の重点目標等を示

した「農林水産研究基本計画」に即し、開発途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技

術の開発、熱帯等の不安定環境下における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発及び

開発途上地域の農林漁業者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術の開発を重点的

に実施し、世界の食料安全保障の確保や気候変動問題等、地球規模の課題への対応等に貢献

する。 

研究の推進に当たっては、研究成果の政府開発援助（ODA）等での活用も念頭に置き、開発途

上地域における農林水産業に関する研究を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関として、開

発途上地域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体と連携し、国際共同研究等に取り組

む。 

また、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源

を活用した共同研究等を効率的に推進する。 

これらのことを実現するため、「別添」に示した研究を進める。 

なお、独立行政法人農業生物資源研究所がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーン

バンク事業のサブバンクとして、センターバンクとの緊密な連携の下、遺伝資源の収集、保存、特

性評価等を効率的に実施する。 

 

中期計画 

「別添」に示した研究を重点的に推進する。 

なお、これらの研究の推進に当たっては、  

① 持続的開発のための農林水産国際研究フォーラム（J-FARD）等と連携し、国内関係機関と

の情報交換及び相互連携体制の整備に努めるなど開発途上地域における農林水産業研究

を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関としての機能を発揮するとともに、開発途上地

域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体や国際的な研究ネットワークと連携して、効

果的な国際共同研究等を推進することにより、我が国の農林水産技術を活用した国際貢献に

積極的に取り組む。海外の共同研究機関に対し、共同研究に関するアンケートを実施し、国

際共同研究の円滑な実施に活用する。 

② 研究成果の迅速な実用化を図るため、研究の企画段階から技術や研究成果の受け手とな

る関係者が参画し、研究成果の活用、普及から事業化までを見据えた研究を行うように努め

る。 

③ 開発途上地域における農林水産業研究機関等から共同研究員、研究管理者等を中期目標

期間内に 525 人以上招へいし、共同研究を実施又は当該研究員の能力向上を行う。研究実

施取決（MOU）等を毎年度 85 件以上維持する。 

④ 他の農業関係研究開発独立行政法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源を

活用した共同研究等を効率的に推進する。 
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⑤ 独立行政法人農業生物資源研究所がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーン

バンク事業のサブバンクとして、センターバンクとの緊密な連携の下、遺伝資源の収集、保

存、特性評価等を効率的に実施する。 

 

（２） 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

中期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給及び農林水産業の生産

構造に関する的確な現状分析と将来予測を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料事情、農

林水産業及び農山漁村に関する資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行

政組織、企業等に提供する。 

 

中期計画 

① 国際的な食料・環境問題の解決を図る観点から、諸外国における食料需給に関する動向予

測と、農林水産業の生産構造に関する現状分析と将来予測を行う。 

② 開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料・農林水産

業及び農山漁村に関する情報・資料を国内外関連機関との連携や重点活動地域への職員

の長期出張等により、継続的、組織的、体系的に収集、整理し、広く研究者、行政組織、企業

等に提供する。 

 

（３） 行政ニーズへの機動的対応 

中期目標 

期間中に生じる行政ニーズに機動的に対応し、必要な研究開発を着実に実施する。 

 

中期計画 

中期目標期間中に生じる行政ニーズに機動的に対応し、必要な研究開発を着実に実施する。 

 

指標２－１ 

ア  J-FARD等と連携し、開発途上地域における農林水産業研究に関わる国内外の研究ネットワー

クの強化に取り組んでいるか。 

イ  海外の共同研究機関に対するアンケートを行うなど、国際共同研究の円滑な実施や研究成果

の迅速な実用化に向けた取組はどうか。 

ウ  開発途上地域の研究機関等からの研究者招へいに関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。 

エ  海外機関等とのＭＯＵ等の維持に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。 

 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

招へい者数 525 人以上 105 103 136 142 131  

研究実施取決

（MOU）の維持件数 

毎年度 

85 件以上 
85 93 95 103 108  
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業務実績 自己評価 

１． APAARI や CGIAR、FAO 等の国際機関

や J-FARD と連携し、専門家会議や

JIRCAS 国際シンポジウムを開催した。 

２． 平成 25 年度に、共同研究を実施してい

る主要な機関に対して、共同研究の進

捗状況や研究成果の効果的な普及・還

元方法等に関するアンケート調査を実

施した。さらに、研究成果の実用化を図

るため、バイオマスエキスポフォーラムや

アグリビジネス創出フェア等に積極的に

出展・参加し、研究成果の紹介や来場

者との情報交換に努めた。 

３． 平成 23～26 年度に、共同研究者や研

究管理者等、512 名を招へいした。 

４． 安倍総理ならびに相手国大統領立ち会

いのもと、モザンビークやメキシコの国立

農業研究機関と包括的な研究協力に関

する覚書を締結するなど、平成 26 年度

末現在で 108 件の MOU を維持した。 

評定 Ａ  

国際機関や J-FARD と連携し、専門家会議やシンポ

ジウムの開催を通じて国内外の研究ネットワークの強

化を図っている。 

国際共同研究を効果的に推進するため、JIRCAS の

役職員の派遣や共同研究機関からの招へい等を実施

したほか、共同研究機関に対してアンケートを行い、集

計結果や得られた意見を共同研究の運営管理に活用

している。 

第 3 期中期目標期間における招へい者数の達成目

標（525 人以上）に対して既に 512 名を招へいしてお

り、平成 27 年度の目標達成はほぼ確実とみられる。平

成 26 年度において有効な MOU も、中期計画上の数

値目標（85 件）を上回る 108 件に達しており、平成 27

年度においても同数程度は維持される見込みである。

また、平成25年度及び26年度に安倍総理と相手国大

統領立ち会いのもとで MOU を締結したことは、開発途

上地域における農林水産業研究を包括的に行い得る

我が国唯一の研究機関であることを広く知らしめるもの

であった。 

評価対象となる指標については中期目標における

所期の目標を上回っており、国内外の機関との連携強

化についても着実な進展がみられていることから、「研

究開発成果の最大化」に向けた将来的な成果の創出

が十分に期待できる。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A A ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

（１） 研究の重点的推進 

 

①－1 J-FARD 等を活用した他機関との連携 【2-1-ア】  

持続的開発のための農林水産国際研究フォーラム（J-FARD）等と連携し、毎年度のJIRCAS国際シン

ポジウムを開催した。また平成26年度には、アジア太平洋地域農業研究機関協議会（APAARI）と協力し、

「APAARI-JIRCAS アジア太平洋地域における食品安全に関する専門家会議」（平成26年8月4～5日）を

開催し、食品安全分野において国際的な連携を基盤として取組んでいく必要性を確認するとともに、優

先的に取り組む事項を提言にとりまとめた。 
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①－2 国際共同研究の推進 【2-1-イ】  

 海外の研究機関等への役職員を派遣し、国際共同研究を推進している。平成23～26年度における役

職員の派遣（出張）実績は以下のとおりである。 

国際共同研究の円滑な実施や実用化を図るため、平成25年度に、共同研究を実施している主要な機

関に対して、共同研究の進捗状況や研究成果の効果的な普及・還元方法等に関するアンケート調査を

実施した。アンケートはメールを利用して行い、送付件数は53件、回答件数は38件であった(回答率72％)。

JIRCASとの研究協力に対する共同研究機関からの評価は、「順調」または「概ね順調」との回答が9割を

占めており、順調に進展していることが伺えたが、課題設定や研究方法についての議論や事務手続きの

改善を求める指摘もみられた。アンケートの集計結果や各研究機関から寄せられた意見は、所内で情報

を共有するとともに、研究管理者等が現地を訪れる際に事前に内容を確認して共同研究機関との意見交

換を行うなど、共同研究の運営管理に活用している。 

国際共同研究の推進を通した JIRCAS の活動や職員の功績に対して、共同研究機関等から顕彰を受

けるなど、一定の評価を得ている。平成23～26年度における相手国機関からの主な顕彰は以下のとおり

である。 

・中国政府友誼賞 （齋藤昌義 農村活性化担当プログラムディレクター） 

・タイ農業局長感謝状 （サトウキビ野生種の収集・利用に関する JIRCAS の長年の貢献） 

・ベトナム農務省感謝状 （福田善通 熱帯・島嶼研究拠点プロジェクトリーダー） 

・キングモンクット工科大学感謝状 （小杉昭彦 生物資源・利用領域プロジェクトリーダー） 

・カセサート大学感謝状 （長期にわたる JIRCAS との共同研究） 

・ラオス国立農林研究所感謝状 （JIRCAS のこれまでの研究活動及び人材育成への貢献） 

・ラオス国立大学感謝状 （JIRCAS のこれまでの研究活動及び人材育成への貢献） 

・モンゴル国立農業大学名誉教授称号（山崎正史 生産環境・畜産領域プロジェクトリーダー） 

 

② 研究成果の実用化に向けた取り組み 【2-1-イ】 

研究成果の実用化を図るため、バイオマスエキスポフォーラムやアグリビジネス創出フェア、食のブラ

ンドニッポンフェア等に積極的に出展・参加し、研究成果の紹介や来場者との情報交換に努めている。

平成 25 年度に行ったバイオマス関連イベントへの出展が契機となって民間企業等との共同研究契約や

実施許諾契約の締結に至った事例など、取り組みによる成果もみられた。 

平成 23～26 年度における主な出展・参加実績は以下のとおりである。 

・バイオマスエキスポ 2012（平成 24 年 5 月 30 日～6 月 1 日、東京ビッグサイト） 

・アグリビジネス創出フェア 2012（平成 24 年 11 月 14～16 日、東京ビッグサイト） 

・食のブランド・ニッポン 2012（平成 24 年 11 月 27 日、ホテル日航東京） 

・バイオマスエキスポ 2013(平成 25 年 5 月 29 日～31 日、東京ビックサイト) 

・アグリビジネス創出フェア(平成 25 年 10 月 23 日～25 日、東京ビックサイト) 

国際共同研究推進のための派遣（出張）実績 

 H23 H24 H25 H26 

延べ人数 （人） 156 149 144 134 

件数 （件） 613 602 566 530 

延べ日数 （日） 15,677 15,920 14,165 12,543 
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・食のブランド・ニッポン 2013(平成 25 年 11 月 27 日、ホテル日航東京) 

・バイオマスエキスポフォーラム 2014(平成 26 年 6 月 18 日〜20 日、東京ビックサイト） 

・アグリビジネス創出フェア 2014（平成 27 年、東京ビックサイト） 

・食のブランドニッポンフェア 2014「食のセミナーin 福岡」（平成 26 年 10 月 23 日、博多大丸） 

 

③－1 国際共同研究推進等のための招へい 【2-1-ウ】 

国際共同研究を推進するため、プロジェクト研究に関連した課題の共同研究員や研究管理者等を招

へいした。平成 23～26 年度における招へい実績は以下のとおりである。 

 

③－2 国際共同研究推進のための MOU 等の維持 【2-1-エ】 

長期に渡って協力関係を継続し、複数の課題を実施しようとする研究機関との間では MOU 等の覚書

を締結している。平成25年のモザンビーク国立農業研究所や平成26年度のメキシコ国立農牧林研究所

との MOU は、安倍総理ならびにそれぞれの国の大統領の立ち会いの下で締結されており、開発途上地

域における農林水産業研究を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関としての認知度の向上にも寄

与した。 

平成 23～26 年度における共同研究の実施件数及び MOU の締結（保持）件数は以下のとおりである。 

 

④ 研究の推進方向  

別添：「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

⑤ 農業生物資源ジーンバンク事業への協力 

（独）農業生物資源研究所がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーンバンク事業の熱帯・

亜熱帯作物担当サブバンクとして、熱帯・島嶼研究拠点の施設を活用し、サトウキビ、熱帯果樹及びパイ

ナップルの栄養体保存を実施している。また、熱帯産微生物担当のサブバンクとして、遺伝資源の保存

に協力している。 

国際共同研究及び MOU の件数 

 H23 H24 H25 H26 

国際共同研究 
国数 （国） 23 24 23 26 

実施機関数 （件） 51 54 62 71 

MOU （件） 93 95 103 108 

 

国際共同研究推進のための招へい実績 （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 

共同研究員 31 37 36 37 

研究管理者 22 23 39 49 

国際招へい共同研究事業 12 24 17 10 

その他 38 52 50 35 

合  計 103 136 142 131 
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（２） 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

 

① 食料需給・生産構造の分析 

別添「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

② 研究動向情報・現地情報の提供 

別添「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

 

（３） 行政ニーズへの機動的対応 

 

2-2 行政部局との連携の強化を参照 
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２． 行政部局との連携の強化 

 

中期目標 

研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部局と

密接に連携し、行政部局の意見を研究内容や普及方策等に的確に反映させるとともに、行政部局

との連携状況を毎年度点検する。 

また、他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、緊急時対応を含め、行政部局、各種委員

会等への技術情報の提供及び専門家の派遣を行うとともに、行政部局との協働によるシンポジウム

等を開催する。 

 

中期計画 

① 研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部

局の意見を研究内容や普及方策等に的確に反映させるため、関係行政部局と情報交換を密

に行うことなどにより問題意識等の共有を図るとともに、毎年度の研究成果や研究計画を検討

する会議等に関係行政部局の参加を求める。また、行政部局との連携状況については、毎年

度行政部局の参画を得て点検し、その結果を踏まえ一層の強化を図る。 

② 他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、緊急対応を含め、行政部局、各種委員会

等への技術情報の提供や専門家の派遣を行うとともに、行政との協働によるシンポジウム等を

開催する。 

 

指標２－２ 

ア 研究成果や研究計画を検討する会議に関係行政部局の参加を求め、行政部局の意見を研究内

容等に反映させているか。また、行政部局との連携状況について、行政部局の参画を得て点

検しているか。 

イ 行政等の要請に応じて、各種委員会等への専門家の派遣、適切な技術情報の提供、シンポジ

ウム等の共同開催を行うなど、政府が行う国際協力・交流に積極的に参加しているか。 

 

 

業務実績 自己評価 

1. 研究プログラム検討会や外部評価会議
への行政部局からの出席を求めるととも
に、農林水産技術会議事務局等との人
事交流や「若手外国人農林水産研究者
表彰」に協力するなど、行政部局との交
流を深めた。 

2. 農林水産省の要請を受け、G8 や G20、
OECD が主催する重要な国際会議に役
職員が出席した。また、平成 25 年度に開

評定 Ｂ 

研究プログラム検討会や外部評価会議への行政部

局からの出席、農林水産技術会議事務局との人事交

流や事業の共催等を通して、行政部局との連携強化

に努めた。 

農水省の要請を受け、政府が主導する国際会合や

国際協力、東日本大震災からの復興支援活動等に協

力した。 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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催された第５回アフリカ開発会議（TICAD 
V）や、東日本大震災からの復興支援の
ためのシンポジウム等に協力した。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

① 行政との連携 【2-2-ア】  

中期計画評価システムにおいて、農林水産省の関係部局からの出席を得て研究プログラム検討会を

開催し、協力・連携関係の強化に努めた。また、農林水産技術会議事務局との人事交流を行うとともに、

日本政府と国際再生可能エネルギー機関（IRENA）のバイオマスエネルギーに関する協力の合意（平成

22 年 5 月）に基づき、行政部局との人事交流によって職員を IRENA に派遣している。 

東日本大震災からの復興支援のため、農林水産省及び福島県飯舘村からの要請に応じて研究員を

飯館村に派遣（平成23～平成25年度）し、セシウム除去技術等の実践・指導を行った他、農林水産省や

県、大学、各種団体等が開催するシンポジウムやセミナー等において、役職員が多数の講演を行った。 

 

② 政府・行政部局が行う会議等への協力 【2-2-イ】 

農林水産省の依頼を受け、役職員が「日・モンゴル技術的対話」「日中農業科学技術交流グループ会

議」「小麦イニシアティブ」｢G20 農業主任科学者会合｣「G8 農業オープンデータ国際会議」、「OECD 温

帯農業における共同研究ネットワーク専門家会合」等の重要な国際会議に多数、出席した。 

平成 19 年度から継続して農林水産技術会議事務局が主催する「若手外国人農林水産研究者表彰選

考委員会」の選考委員として選考に加わると共に、農林水産技術会議事務局及び（独）国際協力機構と

の共催で「若手外国人農林水産研究者表彰」を実施した。 

平成 25 年度に開催された第５回アフリカ開発会議（TICAD V）において、「アフリカ稲作振興のための

共同体（CARD）」の運営委員として貢献するとともに、関連するイベントの主催や共催、ブース出展等で

協力した。 
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３． 研究成果の公表、普及の促進 

 

（１） 国民との双方向コミュニケーションの確保 

中期目標 

国民に対する説明責任を果たすため、多様な情報媒体を効果的に活用して、開発途上地域に

おける農林水産業に関する研究開発について分かりやすい情報を発信するとともに、センター及

び研究者自らが国民との継続的な双方向コミュニケーションを確保するための取組を強化する。 

また、共同研究の相手機関、研究場所の所在国政府等と連携し、現地住民の理解を得るための

取組を推進する。 

 

中期計画 

① 国民に対する説明責任を果たすため、多様な情報媒体を効果的に活用して、センター及び

研究者自らが国民との継続的な双方向コミュニケーションを確保するための取組を積極的に

行う。 

② 研究職員が一般公開における市民向け講演会等のアウトリーチ活動に積極的に取り組む。

また、研究職員のアウトリーチ活動の実績を業績として適切に評価する。 

③ 共同研究の相手機関や研究場所の所在国政府等と連携し、研究実施地域の住民の理解を

得るための取組を推進する。 

 

（２） 成果の利活用の促進 

中期目標 

新たな知見・技術の PR や普及に向けた活動及び行政施策への反映を重要な活動と位置付け、

研究者と関連部門は、これらの活動の促進に努める。 

このため、今中期目標期間中に得られる研究成果に、前中期目標期間までに得られたものを加

えて、研究成果のデータベース化、研究成果を活用するためのマニュアルの作成、研究場所が存

在する国での PR、及び国際研究機関、国際協力機関等との共同研究等による開発途上地域等で

の積極的な研究成果の普及と利活用を促進する。 

 

中期計画 

新たな知見・技術の PR や普及に向けた活動及び行政施策への反映を重要な活動と位置付け、

研究者と関連部門は、これらの活動の促進に努める。 

このため、今中期目標期間中に得られる研究成果に、前中期目標期間までに得られたものを加

えて、研究成果のデータベース化、研究成果を活用するためのマニュアルの作成、研究場所が存

在する国での PR、及び国際研究機関、国際協力機関等との共同研究等による開発途上地域等で

の積極的な研究成果の普及と利活用を促進する。 

 

（３） 成果の公表と広報 

中期目標 

研究成果は、積極的に学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等により公表するとともに、主

要な成果について、各種手段を活用し、積極的に広報を行う。査読論文の公表については、数値

目標を設定して取り組む。 
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中期計画 

① 研究成果は、国内外の学会等で積極的に発表するとともに、中期目標の期間内に 560 報以

上の査読論文として学術雑誌、機関誌等で公表する。また、国際シンポジウム・ワークショップ

等を中期目標期間内に 35 回以上開催し、研究成果を広く国内外に公表する。 

② 研究成果及び諸活動については、その内容をホームページや具体的な展示を通じて公開

するよう努めるとともに、重要な成果に関しては中期目標期間内に 11 件以上プレスリリースを

行う。 

 

（４） 知的財産権等の取得と利活用の促進 

中期目標 

研究開発の推進に際しては、研究成果の実用化及び利活用を促進する観点から、研究成果の

権利化や許諾等の取扱いに関する知財マネージメントを研究開発の企画段階から一体的に実施

する。 

その際、開発途上地域の発展への貢献と我が国の農業その他の産業の振興との調和に配慮し

つつ、国際的な技術開発状況を踏まえ、実施許諾の可能性等を踏まえた権利化、研究成果の保

全に向けた権利化など、海外への出願や許諾を含めて戦略的に権利化等を進めるほか、保有特

許の必要性を随時見直す。また、特許権等に係る情報の外部への提供を積極的に進めるととも

に、技術移転に必要な取組を強化する。 

また、農林水産研究知的財産戦略（平成 19 年３月 22 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、

必要に応じて知的財産方針を見直す。 

なお、特許の出願及び実施許諾については、数値目標を設定して取り組む。また、育成した素

材のうち、国内で利用できるものについては、品種登録を行い、普及に努める。 

 

中期計画 

① センターは国・地域を越えて世界的に裨益する成果(地球公共財)の創出を重視しており、研

究成果の実用化及び利活用を促進する際、開発途上地域の発展への貢献と我が国の農業

その他の産業の振興との調和に配慮する。 

② 研究開発の推進に際しては、実用化及び利活用を促進する観点から、研究成果の権利化

や許諾等の取扱いに関する知財マネージメントを研究開発の企画段階から一体的に実施す

る。 

③ 実施許諾の可能性等を踏まえた権利化、研究成果の保全に向けた権利化など海外への出

願や許諾を含め戦略的に権利化を進め、中期目標の期間内に 20 件以上の国内特許及び国

際特許の出願を行う。 

④ 保有特許について、実施許諾及び代替技術の開発状況等を踏まえて、必要性を随時見直

し、必要性の低下した特許の権利は放棄する。 

⑤ 育成した素材のうち、国内で利用できるものについては、品種登録を行い、普及に努める。 

⑥ 保有する国内特許及び国際特許の中期目標の期間内における毎年度の実施許諾数は、３

件以上とする。 

⑦ 特許権等に係る情報の外部への提供を積極的に進めるとともに、技術移転に必要な取組を

強化する。 
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⑧ 農林水産研究知的財産戦略（平成 19 年３月農林水産技術会議決定）等を踏まえ、必要に

応じて｢知的財産に関する基本方針｣を見直す。 

 

指標２－３ 

ア 広く国民･関係機関に分かりやすい研究情報を発信し、国民との双方向コミュニケーションを

確保しているか。特に、海外における研究協力の必要性や有効性についての理解増進にむけ

たアウトリーチ活動等に積極的に取り組んでいるか。 

イ  共同研究の相手機関等と連携し、研究実施地域の住民や関係機関への情報発信に努めている

か。 

ウ ユーザーのニーズを踏まえた研究成果のデータベース化やマニュアル化等による成果の利活

用促進の取り組みは十分行われているか。 

エ 論文の公表や国際シンポジウム･ワークショップ開催に関する数値目標達成に向けた進捗は

どうか。 

オ 研究成果に関する情報提供と公開は適切に行われたか。プレスリリースに関する数値目標達

成に向けた進捗はどうか。 

カ 研究成果の知財化のため、研究職員への啓発や知財マネジメントに適切に取り組んでいるか。 

キ 国内特許に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。品種登録とその普及に向けた取組は

十分行われているか。 

ク 海外での利用の可能性、我が国の農業等への影響、費用対効果等を考慮しつつ、外国出願・

実施許諾は適切に行われているか。 

ケ 保有特許について、維持する必要性の見直しを随時行っているか。 

コ 保有する特許等について、民間等における利活用促進のための取り組みは適切に行われてい

るか。国内特許の実施許諾に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。 

 

 

業務実績 自己評価 

1. ホームページや JIRCAS メールマガジン

等、多様な情報媒体を活用した効果的な

広報活動に取り組んだ。さらに、一般公

開や各種イベント等での展示、サイエンス

カフェや来場者とのコミュニケーションタイ

ムを設けたミニ講演会など、双方向のコミ

評定 Ｂ 

国民や関係機関に向けて、多様な機会や媒体を活

用した情報発信に努め、国民との双方向コミュニケー

ションの確保と効果的な広報活動に取り組んだ。 

共同研究の相手機関や行政組織と協力し、研究対

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

査読付き論文数 560 報以上 112 131 134 107 99  

シンポジウム等開催 35 回以上 7 28 31 41 31  

重要な研究成果に関

するプレスリリース 
11 件以上 3 2 4 2 0  

国内特許及び国際特

許の出願数 
20 件以上 4 8 5 9 12  

実施許諾数 3 件／年  3 5 11 10  
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ュニケーションの拡充を図った。 

2. ラオス、ブルキナファソ、パラグアイ、マー

シャル、タイの研究対象地域において、

住民説明会や講習会等を開催した。 

3. 平成 23～26 年度に、5 件のデータベース

と 8 件のマニュアルを作成・公開した。 

4. 平成 23～26 年度に、471 報の査読付論

文を公表し、131 件（国内 42 件、国外 89

件）の国際シンポジウム・ワークショップ等

を開催した。また、トムソン・ロイター社（米

国）が発表した高被引用論文数による日

本国内の研究機関ランキング「植物・動物

学」分野において、JIRCAS は第 6 位とな

った。 

5. 平成 23～26 年度に、「国際農林水産業

研究成果情報」を 93 件(①技術 11 件、②

研究 64 件、③行政 18 件)を選定し、ホー

ムページに公開した。また、重要な研究

成果に関する内容の 8 件を含む 55 件の

プレスリリースを行った。 

6. 知財管理を含めた研究の企画及び推進

を図るため、外部から講師を招き、研究管

理者や研究者等を対象とする説明会や

講習会を開催した。 

7. 平成 23～26 年度に日本国内において 20

件の特許出願を行った。また、農研機構

と共同で育成したコメやエリアンサスの品

種登録を進めた。平成 26 年度末におけ

る利用許諾件数は 58 件となった。 

8. 平成23～26年度に外国において14件の

特許出願を行った。 

9. 保有特許については、実施許諾の可能

性等を考慮し、「知的財産権審査会」に

おいて随時、見直している。 

10. 知財については関係団体に情報提供す

るなど、利活用の促進に取り組んでおり、

平成 26 年度末における実施許諾は、10

件となっている。 

 

象地域において住民説明会を開催し、住民の理解を

得るための取り組みを推進した。 

研究成果のマニュアル化やデータベースの公開を

進めるとともに、ホームページへの掲載方法を改良す

るなど、成果の利活用の促進に取り組んだ。 

国内外において、中期目標期間内の目標を越える

131件のシンポジウムやセミナー等を開催し、最新の

研究成果の発表や研究情報の交換に努めた。 

平成 26 年度までの特許出願件数は国内・海外を併

せて 34 件、JIRCAS が保有する特許に関する実施許

諾数 10 件となっており、いずれも年度計画の数値目

標を達成している。 

査読付き論文数は達成目標 560 報以上に対して

471 報、重要な研究成果に関するプレスリリースは達

成目標 11 件以上に対して 8 件となっており、平成 27

年度において中期計画数値目標の達成が見込まれ

る。 

また、世界的な情報サービス企業による高被引用

論文数ランキングにおいて上位に挙げられたことは、

JIRCAS が本分野において世界的にインパクトの大き

な最先端研究を行っている機関であることを示す証し

であるといえる。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 
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（１） 国民との双方向コミュニケーションの確保 

 

① 多様な情報媒体を活用した研究情報の発信と双方向コミュニケーションの確保 【2-3-ア】 

ホームページから JIRCAS の最近の動きやイベント等の案内・報告等について、日本語及び英語で記

事を掲載し、タイムリーな情報発信に努めた。また、平成 25 年度からは、情報発信の手段として「JIRCAS

メールマガジン」の配信を開始し、JIRCAS の最新トピックスや研究成果等の広報を行っている。 

つくば本所や熱帯・島嶼研究拠点の一般公開、各種イベントへの出展、一般見学者の受入等を通じ

て JIRCAS の研究成果や開発途上地域における貢献について広報するとともに、JIRCAS サイエンスカフ

ェの開催やグローバルフェスタにおけるコミュニケーションタイムの設置等、研究者と来場者が直接、意見

交換する機会を提供し、国民との双方向コミュニケーションを図る取り組みに努めた。 

 

② アウトリーチ活動 【2-3-ア】【2-3-イ】 

 一般公開における講演会の実施など、アウトリーチ活動に取り組んだ。日本国内における平成 23～26

年度の活動実績は以下のとおりである。 

また、海外でのアウトリーチ活動として、毎年、タイ科学技術省が主催する「タイ科学技術博覧会」に出

展し、JIRCAS の研究成果を紹介している。 

 

③ 研究実施地域の住民の理解を得るための活動 【2-3-イ】 

共同研究を実施する地域住民の理解を得るため、研究対象地域において、住民を対象とする説明会

を開催し、研究実施地域における情報発信に努めた。平成 23～26 年度に開催した主な集会等は以下

のとおりである。 

 ラオス国ルアンプラバン県におけるテナガエビの資源管理・保全に関する現地説明会 （平成23年6

月14日） 

 ラオス国ビエンチャン県ファン郡ナームアン村における住民説明会 （平成 25 年 6 月 12 日） 

 ブルキナファソ国ブッセ市ゲスナ村等における住民説明会 （平成 25 年 9 月 23～24 日） 

 パラグアイ国コロネルオビエド市周辺地域における住民向けワークショップ （平成 25 年 5 月～11

月、計 13 回開催） 

 島嶼環境保全プロジェクト（マーシャル国）第１回住民説明会 （平成 26 年 4 月 22 日） 

 インドシナ農山村プロジェクト（ラオス国）第 2 回住民説明会 （平成 26 年 5 月 23 日） 

 インドシナ農山村プロジェクト（ラオス国）果樹剪定講習会 （平成 26 年 5 月 30・31 日） 

 インドシナ農山村プロジェクト（ラオス国）技術紹介 （平成 26 年 11 月 20 日） 

 東北タイにおけるチーク植栽土壌適地図説明会 （平成 27 年 2 月 25・26 日） 

 

 

 

 

市民向けアウトリーチ活動の実績 

 H23 H24 H25 H26 

つくば本所主催 16 17 20 24 

熱帯・島嶼研究拠点主催 8 6 21 49 
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（２） 成果の利活用の促進 

 

①-1 研究成果の普及活動等の促進 

JIRCAS の試験研究活動によって得られた研究成果を広く外部に発信し、その普及と利活用を促進す

るため、「国際農林水産業研究成果情報」を選定している。情報研究成果情報は、その内容を分類して

効率的な活用を図るため、①技術（主に農林水産業の技術革新に関するもので、現場での生産技術等

として活用される成果）、②研究（主に科学的な技術・情報に関するもので、学術的に高度で、有効な新

手法、新知見等の成果）、③行政（主に行政施策の手法に関するもので、行政施策の改善に極めて有効

または参考になる成果）、の 3 種類に区分している。選定した研究成果情報は JIRCAS のホームページ

に順次、掲載することで情報を蓄積するとともに、平成 26 年度には、ホームページでの掲載方法を改良

し、A4 版、A3 版、日本語・英語ポスターのそれぞれをダウンロードできるようにして利便性を高めた。 

平成 23～26 年度における研究成果情報の区分別選定状況は以下のとおりである。 

 

①-2 研究成果のデータベース化、活用マニュアルの作成 【2-3-ウ】  

研究成果をデータベースやマニュアルにとりまとめ、普及と利活用を促進している。平成 23～26 年度

に作成・公表したデータベース及びマニュアルは以下のとおりである。 

 

データベース 

「西アフリカのサバンナ低湿地帯の雑草データベース」 

「タイ沿岸の水中植物ウェブ写真図鑑」 

「陸稲ネリカの特性解析 Ver. 1.（つくば市の環境下における基本特性データ）」 

「東北タイのチーク植栽土壌適地図（ウドンタニ県・ノンブアランプー県版）と東北タイ版チーク人工

林分収穫予想表」 

「タイの伝統発酵食品データベース」 

 

マニュアル 

「自然沼の水資源を利用した乾期野菜栽培促進のためのマニュアル」 

「淡水レンズ調査マニュアル」 

「アフリカにおける稲作改善」 

「マリ、ニジェールにおける自然資源保全管理のためのガイドライン」 

「新疆ウイグル自治区における地元行政主導の定住牧畜民への技術支援対策」 

「高地下水位条件下における圃場レベルの塩害軽減対策のガイドライン」 

「ダイズさび病抵抗性に関する研究のための実験マニュアル」 

「アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル」 

研究成果情報の区分別選定状況 （単位：件） 

 H23 H24 H25 H26 

①技術 2 2 5 2 

②研究 9 18 20 17 

③行政 7 5 1 5 

合計 18 25 26 24 
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（３） 成果の公表と広報 

 

① 研究論文の公表及び国際シンポジウム・ワークショップの開催 【2-3-エ】  

平成 23～26 年度において、国内外の学術雑誌に 471 報の査読付論文を公表し、131 件（国内 42 件、

国外 89 件）の国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等を開催した。 

世界的な情報サービス企業であるトムソン・ロイター社（米国）が平成 27 年 4 月に発表した高被引用論

文（Highly Cited Papers）数による日本国内の研究機関ランキングにおいて、JIRCAS は「植物・動物学」

分野の第 6 位となった。このことは、JIRCAS が同分野において世界的にインパクトの大きな最先端研究

を行っている機関であることを示す証しであると言える。  

 

②－1 プレスリリース等による広報 【2-3-オ】 

平成23～26年度に55件のプレスリリースを行った。うち８件は、「イネにリン酸への欠乏耐性をもたらす

遺伝子とその機能を世界で初めて解明-リン酸欠乏により生産が制約されている途上国での生産性向上

に貢献-」「乾燥した条件下でイネの伸長が抑制される仕組みを解明-干ばつ下での作物の生育不良を

改善する技術開発に期待-」「日本初となる植林CDM事業への炭素クレジット発行－国連CDM理事会が

パラグアイの小規模農家植林事業に対して炭素クレジットを発行－」「熱帯アジアの稲の収量を増加する

遺伝子を発見－DNAマーカー育種によりインド型品種の増収が可能に－」など、重要な研究成果に関す

るものである。 

 

②－2 刊行物による成果の公表 

平成 23～26 年度は、刊行物として、英文年報（Annual Report 2010、Annual Report 2011、Annual 

Report 2012、Annual Report 2013）、JIRCASニュース（No.61－74）及びNewsletter (No.61－74)を発行す

るとともに、ホームページにそれぞれの PDF を掲載した。また、国際農林水産業研究成果情報とその英

文版である JIRCAS Research Highlights 93 件をホームページに掲載した。さらに、JIRCAS Working 

Report Series (No.73～82）、国際農業研究叢書 （No.20～23）を発行し、JIRCAS の研究成果の公表・広

報を図った。平成26年度現在、これらの刊行物(印刷物)は、開発途上地域を主体とする120か国、1,735

か所の研究機関や大学等に配布している。 

 

 

（４） 知的財産権等の取得と利活用の促進 

 

① 知的財産ポリシー 【2-3-カ】 

JIRCAS は、世界の安定的な食料供給をめざし、開発途上地域の農林水産業の発展のための技術開

発を行う公的研究機関であることから、研究成果が「地球公共財(Global Public Goods)」として対象地域

である開発途上地域で効率的かつ効果的に利活用されることを最優先としている。「知的財産に関する

基本方針」はホームページに公表し、職員への周知徹底を図っている。 

 

② 一体的な知財管理に基づく研究開発の推進 【2-3-カ】 

知財管理を含めた研究の企画及び推進を図るため、外部から講師を招き、研究管理者や研究者等を

対象とする各種説明会・講習会等を開催し、技術移転に関する現状や課題、研究成果の権利化や許諾

の取り扱い、著作権の基礎等についての理解を促した。 
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③ 特許出願 【2-3-キ】、【2-3-ク】 

「知的財産権審査会」を随時開催し、承認を得られた技術について出願している。平成 23～26 年度の

出願件数は 34 件（国内 20 件、外国 14 件）となっている。 

 

④ 保有特許の見直し 【2-3-ケ】 

登録済みの特許権の維持・放棄などについては、「知的財産権審査会」を随時開催して検討している。

実施許諾の可能性が低いことや今後、研究を継続する見込みがないこと、共同出願した民間企業の意

向等を考慮し、平成 23 年度は 4 件、平成 24 年度は 2 件、平成 25 年度は 5 件の特許を放棄することと

した。 

 

⑤ 育成品種 【2-3-キ】 

農研機構と共同で開発したイネやエリアンサスの品種登録を進めた。また、平成 26 年度には、タイに

おいて、コンケン畑作研究センターと共同で開発したサトウキビ 3 品種が品種登録された。 

熱帯・島嶼研究拠点で育成したパパイヤ「石垣珊瑚」やインゲンマメ「ナリブシ」、農研機構と共同で開

発したイネについて利用許諾を行い、平成 26 年度末における利用許諾件数は 58 件となった。 

 

⑥ 実施許諾 【2-3-コ】 

平成 26 年度末における実施許諾は、10 件となった。 

 

⑦ 知的財産権の利活用の促進 【2-3-キ】、【2-3-コ】 

JIRCAS のホームページ上で取得した知的財産権に係る情報提供を行っている他、独立行政法人工

業所有権情報・研修館の開放特許情報データベースや財団法人茨城県中小企業振興公社に対して、

登録特許の情報提供を行い、利活用の促進に取り組んでいる。 

 

⑧ 「知的財産に関する基本方針」の見直し 

平成 23～26 年度は、特段の必要性がなかったため、見直しを実施していない。 
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４． 専門分野を活かしたその他の社会貢献 

（１） 分析及び鑑定の実施 

中期目標 

行政、民間、各種団体、大学等の依頼に応じ、センターの高い専門知識が必要とされる分析及

び鑑定を実施する。 

 

中期計画 

 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、センターの高い専門知識が必要とされ、他の機関では

実施が困難な分析及び鑑定を実施する。 

 

（２） 講習、研修等の開催 

中期目標 

講習会の開催、国公立機関、民間、大学、海外機関等外部機関からの研修生の受入れ等を行う

とともに、国際共同研究等を通じた相手国における人材育成等を図るため、職員の海外への短期

派遣等を行う。 

 

中期計画 

① 講習会、講演会等を積極的に開催するとともに、国や団体等が主催する講習会等に積極的

に協力する。 

② 他の独立行政法人、大学、国公立機関、民間等から講習生、研修生を積極的に受け入れ、

人材育成、技術水準の向上、技術情報の移転を図る。また、海外からの研修生を積極的に受

け入れる。 

③ 大学等の若手研究者の海外派遣等を行い、国際農林水産業研究に従事する研究者の確

保・育成を推進する。 

 

（３） 国際機関、学会等への協力 

中期目標 

国際機関、学会等への専門家の派遣、技術情報の提供等を積極的に行う。 

また、開発途上地域における農林水産業の発展に資する観点から、国際機関との共催による国

際シンポジウムを計画的に開催する。 

 

中期計画 

① 国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関、学会等の委員会・会議等に職

員を派遣するとともに、要請に応じて国内外の技術情報を適切に提供する。 

② 開発途上地域における農林水産業の発展に資する観点から、計画的に国際機関等との共

催による国際シンポジウムを開催する。 

③ 開発途上地域の農林水産業研究機関等の若手研究者の表彰事業を実施する。 

 

指標２－４ 

ア 行政等の依頼に応じ、専門知識を必要とする分析・鑑定が適切に行われたか。 
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イ 講習、研修等の開催、国等の講習への協力、研修生の受け入れ等が積極的に行われたか。ま

た、大学等の若手研究者の海外派遣を行うなど、国際農林水産業研究に従事する人材育成に

取り組んでいるか。 

ウ 国際機関等の要請に応じた職員の派遣、学会等への委員の派遣が適切に行われているか。 

エ 開発途上地域の農林水産業研究機関等の若手研究者の表彰事業が行われているか。 

 

 

業務実績 自己評価 

１． 原発事故にかかる国の放射能汚染対策

に対応するため、セシウムの除染に関す

る測定・分析を数多く行った。また、農林

水産省農林水産技術会議事務局筑波農

林交流センターが主催する講習会に協

力し、JIRCAS が所有する分析機器を活

用した講習会を開催した。 

２． 平成 21～26 年度に、国内外の大学や研

究機関から 74 名の講習生を受け入れ

た。また、JICA が実施する各種研修に協

力し、平成 21～26 年度に 35 件の講義を

実施した。さらに、「JIRCAS 特別派遣研

究員制度」及び「国際共同研究人材育

成・推進事業」を実施し、大学院生やポス

ドク等の日本人若手研究者を国際研究

機関やプロジェクトサイトに派遣した。 

３． 「 ア フ リ カ 稲 作 振 興 の た め の 共 同 体

（CARD）」運営委員会の構成機関となり、

共同議長を務めているほか、G8 や G20

が主催する各種会合等に役職員を派遣

している。また、役職員が各種学会の役

員や専門委員に就任し、学会活動に協

力した。 

４． 開発途上地域の若手研究者の表彰事業

を実施した。 

評定 Ｂ  

行政等の依頼に応じた分析を行った。 

農林水産省が行う講習会に協力したほか、国内外

の大学や研究機関から積極的に講習生を受け入れ

た。また、「国際招へい共同研究事業」及び「JIRCAS 

特別派遣研究員制度」を実施し、開発途上地域の研

究者の招へい及び日本国内の若手研究者の海外派

遣による人材育成に取り組んだ。 

国際機関が主催する重要な会合に役職員を派遣す

るとともに、役職員が国内外の学会の役員や専門委員

を務めるなど、学会の運営や活動に協力した。 

開発途上地域における農林水産業研究機関等の

若手外国人研究者の表彰事業を行った。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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（１） 分析及び鑑定の実施 

 

① 分析、鑑定 【2-4-ア】 

依頼分析・鑑定については、「独立行政法人国際農林水産業研究センター依頼分析、鑑定規程（平

成 13 年 4 月 2 日）」を定め、ホームページで公開している。 

平成 23 年度及び 24 年度は原発事故にかかる国の放射能汚染対策に対応するため、高分解能 X 線

光電子分光分析装置（XPS）やエネルギー分散型走査型分析電子顕微鏡（SEM）を使用してセシウムの

除染に関する測定・分析を数多く行った。 

 

（２） 講習、研修等の開催 

 

① 講習会等の開催 【2-4-イ】 

農林水産省農林水産技術会議事務局筑波農林交流センターが主催する講習会に協力した。平成 23

年度及び 24 年度は筑波農林交流センターセミナー（「生物資源イノベーション～社会系研究者による産

業政策の観点から～（平成 23 年 7 月 6 日）」、「イノベーションリーダーシップセミナー～中間管理職か

ら見たはやぶさのリーダーシップ～（平成 24 年 6 月 20 日）」）を後援した。平成 24～26 年度は、JIRCAS 

が所有する分析機器を活用し、「固体試料分析の基礎と応用 －各種機器による試料分析－」を開催し

た。 

 

②－1 講習生の受け入れ 【2-4-イ】 

JIRCAS が定めた講習規定に基づき、国内外の大学や研究機関から講習生を受け入れた。平成 23～

26 年度における講習生の受け入れ実績は以下のとおりである。 

②－2 （独）国際協力機構（JICA）のプロジェクト・研修等への協力 【2-4-イ】 

JICA が実施する国別研修や集団研修、プロジェクト研修等に協力し、平成 23 年度は 5 件、平成 24

年度は 9 件、平成 25 年度は 8 件、平成 26 年度は 13 件の講義を実施した。 

 

③ 人材育成への取り組み 【2-4-イ】 

日本人の若手研究者に対する人材育成の取り組みとして、我が国における今後の国際研究の発展を

担う人材の育成を図るため、「JIRCAS 特別派遣研究員制度」を実施した。本事業は、JIRCAS のプロジェ

クトサイトや共同研究機関に大学院生や博士課程を終了した者（ポスドク）を派遣し、JIRCAS の研究活動

を支援すると共に国際共同研究に必要な若手研究者の能力向上を図るもので、航空運賃、滞在費、国

内旅行及び保険等の経費を支出している。平成 23～26 年度における派遣実績は以下のとおりである。 

講習生の受け入れ実績  （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 

日本国内の大学等 25 22 9 12 

海外の大学・研究機関等 3 0 2 1 

合計 28 22 11 13 
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また、平成 23 年度から平成 25 年度まで、農林水産省農林水産技術会議事務局の委託事業「国際共

同研究人材育成・推進事業」を受託し、若手日本人研究者を国際研究機関等に派遣した。本事業は、

大学院生や博士号を取得した若手研究者を、国際研究機関に派遣して将来の研究開発の担い手を育

成するための制度で、2 カ月間の短期派遣と 6～18 カ月間の中・長期派遣の 2 種類を設けて実施した。

事業は平成 16 年度から開始しており、平成 25 年度までの 10 年間で延べ 122 名を派遣した。平成 23

～25 年度における派遣実績は以下のとおりである。 

他方、開発途上地域の研究者に対する人材育成の取り組みとして、「国際招へい共同研究事業」を実

施した。本事業は開発途上地域の研究者を JIRCAS または現地のプロジェクトサイトに招へいし、共同研

究を通じて開発途上地域の研究者の資質向上を図るもので、JIRCAS は招へいのための諸経費（航空運

賃、滞在費、宿泊費、保険等）を負担している。日本（JIRCAS）に招へいする場合と、現地のプロジェクト

サイトに派遣する現地滞在型の 2 種類を設けており、平成 23～25 年度におけるそれぞれの実績は以下

のとおりである。 

 

（３） 国際機関、学会等への協力 

 

①－１ 職員の派遣等による国際機関等への協力 【2-4-ウ】 

JIRCAS は 2018 年までにアフリカのコメ生産の倍増を目指す「アフリカ稲作振興のための共同体

（CARD）」の運営委員会の構成機関になっており、理事長が共同議長を務めているほか、JIRCAS の職

員が世界水会議の理事や農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス畜産研

究グループ（GRA－LRG）の日本の窓口を務めるなど、国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、

国際的な枠組みに広く協力している。 

「JIRCAS 特別派遣研究員制度」による若手研究者の派遣実績  （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 

大学院生 2 3 2 3 

博士課程終了者（ポスドク） 4 2 3 1 

合計 6 5 5 4 

 

「国際共同研究人材育成・推進事業」による若手研究者の派遣実績 （単位：人） 

 H23 H24 H25 

短期派遣 10 10 6 

中・長期派遣 4 3 2 

合計 14 13 8 

 

「国際招へい共同研究事業」による外国人研究者の招へい実績 （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 

日本(JIRCAS)への招へい 8 16 12 8 

現地滞在型 4 8 5 2 

合計 12 24 17 10 
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さらに、「G8 農業オープンデータ国際会議」「熱帯農業プラットフォーム（TAP）」「食料安全保障と栄養

に関する専門家高級パネル会合」「世界食料見通し会合」「CGIAR サイエンスフォーラム」「小麦イニシア

ティブ機関調整委員会・研究委員会」「G20 農業主席研究者会議」「世界水会議(WWC)理事会」「アジア

太平洋食料肥料技術センター(FFTC)技術助言委員会」「GRiSP 監視委員会」「GRiSP 年次会議」等の国

際機関主催会議に役職員を派遣した。 

また、JIRCAS は CGIAR の我が国における拠点研究機関（focal point institution）に認定されており、

CGIAR が我が国で行う活動を支援するとともに、我が国の研究機関と CGIAR センターの連携強化のた

めの情報提供を行っている。 

 

①－２ 学会活動への寄与 【2-4-ウ】 

役職員が専門的知識を生かし、学会役員や専門委員、論文審査等を通じて各種学会活動に協力し

ている。さらに、国際農学 ESD シンポジウム 2014(筑波大学、平成 26 年 11 月 10～14 日)、第 10 回バイ

オマス科学会議(日本エネルギー学会、平成 27 年 1 月 13～16 日)、SAT テクノロジー・ショーケース 2015

（茨城県科学技術振興財団、平成 27 年 1 月 21 日)の共催や、アグリビジネス創出フェア 2014(農林水産

省、平成 26 年 11 月 12～14 日)、東アジア米機能標準化会議(人生命科学振興会、平成 26 年 12 月 10

～12日)の後援、グランド再生可能エネルギー2014国際会議および展示会(再生可能エネルギー協議会、

平成 26 年 7 月 27 日～8 月 1 日)の協賛など、学会や科学技術団体の活動を広く支援した。 

 

② 国際シンポジウムの開催 

第 2、3、（3） ①-2 「国際シンポジウム・ワークショップの開催」で記述 

 

③ 開発途上地域の若手研究者への奨励金授与 （若手外国人農林水産研究者表彰） 【2-4-エ】 

国際農林水産業研究の振興に寄与するため農林水産技術会議事務局と連携し、「若手外国人農林

水産研究者表彰」を実施した。本表彰制度は、開発途上地域の農林水産業研究機関等から推薦を受け

た 40 歳未満の若手研究者 3 名に奨励金（5,000 米ドル）を授与するものであり、平成 26 年度で 8 回目と

なった。 
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第３ 予算(人件費の見積もりを含む。) 、収支計画及び資金計画 

 

中期目標 

 １．収支の均衡 

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 

２．業務の効率化を反映した予算計画の策定と遵守 

「第 2 業務運営の効率化に関する事項」及び上記１．に定める事項を踏まえた中期計画の予

算を作成し、当該予算による運営を行う。 

 

指標３－１ 

ア 業務運営の効率化に関する事項及び法人経営に係る具体的方針に基づき、法人予算全体の人

件費（業績評価を勘案した役員報酬を含む）、業務経費、一般管理費等法人における予算配

分について、明確な配分方針及び実績が示されているか。 

イ 研究業務の一部を外部委託した場合、外部委託の考え方と外部委託費の内訳が明記されてい

るか。 

ウ 運営費交付金の未執行率が高い場合、その要因を明確にしているか。 

エ 利益剰余金について、その財源ごとに発生要因を明確にし、適切に処理されているか。目的

積立金の申請状況と申請していない場合は、その理由が、明確にされているか。 

オ 会計検査院、政独委等からの指摘に適切に対応しているか。（他の評価指標の内容を除く） 

 

 

業務実績 自己評価 

1. 中期計画に基づく業務運営の効率化に
関する目標に基づき、一般管理費は対前
年度比 3％、業務費は対前年度比１％の
削減を行うことを基本方針として予算を配
分した。 

2. 研究業務の外部委託については、研究
課題の目標達成上不可欠な研究課題で
あり、JIRCAS 内に実施できる研究職員が
いない場合に認めることとしている。また、
毎年度の外部委託費については、運営
費交付金と受託等収入別に内訳を明記
している。 

3. 予算・決算の差異についてはその要因を
分析している。 

4. 利益剰余金及び目的積立金については
内訳を年度ごとに示している。 

評定 Ｂ 

国の基準や効率化に関する目標等を踏まえて適

切な予算計画の策定・遵守と業務運営に努め、人件

費や業務経費、一般管理費等に係る収支の均衡を

図った。 

 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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5. 会計検査院や政独委等から指摘があっ
た場合は適切に対処するよう努めてい
る。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

 

１． 経営方針 【3-1-ア】 

「第Ⅰ章 ２．経営方針」を参照。 

 

 

２． 予算配分方針 【3-1-ア】 

人件費については、国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給する。事業費については、業務の

見直し及び効率化を進める。 

また、中期計画に基づく業務運営の効率化に関する目標に基づき、一般管理費については、毎年度

平均で少なくとも対前年度比 3％の削減、業務費については毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の

削減を行うことを基本方針とした。平成 24 年度、25 年度、26 年度はさらに消費者物価指数による削減率

を加味して予算を配分した。 
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３． 予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算・決算の概況 【3-1-ウ】 

平成 23～26 年度における予算及び決算の概況は以下のとおりである。 

 

（２）外部委託費の内訳と外部委託に係る考え方 【3-1-イ】 

研究課題の遂行において外部研究機関の協力が必要な場合は、その内容により委託研究または共

同研究を実施している。 

研究課題の目標達成上不可欠な研究課題であり、JIRCAS 内に実施できる研究職員がいない場合は、

他機関への研究委託を認めている。委託研究課題では、課題の実施から成果取りまとめまでを相手機

関が責任を持って担当する。 

海外で実施している課題の遂行において、圃場・施設及び機械等の管理に係る業務、データ収集業

務等については業務委託を行っている。このことにより、JIRCAS 職員が現地に不在の時でも、圃場や実

験用動植物の継続的管理あるいはデータ収集が可能となっている。 

外国語翻訳、英文校閲、DNA 合成、沈砂地清掃業務等、外部委託により効率的に実施できる業務に

ついては、積極的に外部委託している。 

平成 23～26 年度における外部委託費の内訳は以下のとおりである。 

予算と決算の経年比較 （単位：百万円） 

区分 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 

 前年度よりの繰越金

運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

寄附金収入 

補助金等収入 

諸収入 

計 

 

0 

3,532 

48 

282 

6 

0 

10 

3,879 

0

3,532

48

393

6

202

3

4,185

0

3,519

44

282

0

0

10

3,855

0

3,364

44

336

0

154

8

3,907

131

3,170

0

282

0

0

7

3,590

 

131 

3,170 

0 

265 

0 

134 

11 

3,711 

 

45 

3,433 

42 

282 

0 

0 

6 

3,808 

45

3,433

42

186

2

118

2

3,828

支出 

業務経費 

 施設整備費 

 受託経費 

 一般管理費 

人件費 

計 

 

1,433 

48 

282 

131 

1,982 

3,876 

1,603

48

423

130

1,851

4,055

1,413

44

282

126

1,993

3,858

1,535

44

329

116

1,787

3,812

1,345

19

282

120

1,827

3,593

 

1,511 

19 

233 

113 

1,720 

3,596 

 

1,298 

42 

282 

116 

2,073 

3,811 

1,411

42

179

104

2,004

3,738

［注記］ 

1．補助金等収入（海外農業農村開発促進調査等事業）は、予算段階では予定していなかった収入

のため、予算に比して決算が多額となっている。 

2．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（３）利益剰余金及び目的積立金 

平成 23～26 年度における利益剰余金の内訳は以下のとおりである。なお目的積立金については、経

営努力による利益ではないため申請していない。 

 

  

外部委託費の内訳 ①運営費交付金からの委託 （単位：円） 

 H23 H24 H25 H26 

共同研究費 6,408,490 0 0 0

研究委託費 31,752,481 54,296,584 39,349,018 35,282,300

調査委託費 52,675,025 33,378,850 31,456,431 38,736,049

その他委託費 81,119,618 95,422,889 125,128,612 133,077,038

外部委託費 合計 171,955,614 183,098,323 195,934,061 207,095,387

 

外部委託費の内訳 ②受託等収入からの委託 （単位：円） 

 H23 H24 H25 H26 

共同研究費 0 0 0 0

研究委託費 0 0 8,310,000 0

調査委託費 13,474,898 10,217,014 16,153,877 8,462,925

その他委託費 54,041,420 33,548,855 22,346,304 42,886,768

外部委託費 合計 67,516,318 43,765,869 46,810,181 51,349,693

 

利益剰余金の内訳 （単位：円） 

 H23 H24 H25 H26 

前中期目標期間繰越積立金 18,716,983 11,483,884 5,095,211 1,061,022

積立金（前期までの利益） 0 29,322,417 41,001,789 64,889,062

当期未処分利益 29,322,417 11,679,372 23,887,273 9,121,069

 合  計 48,039,400 52,485,673 69,984,273 75,071,153
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自己収入の確保 

中期目標 

 受益者負担の適正化、特許使用料の拡大等により自己収入の確保に努める。 

 

中期計画 

 受益者負担の適正化、特許使用料の拡大等により自己収入の確保に努める。 

 

指標３－４ 

ア 法人における知的財産権等の実施料収入等、自己収入増加に向けた取り組みが行われ、その

効果が現れているか。 

 

 

業務実績 自己評価 

アグリビジネスフェア等のイベントに出展し、

JIRCAS の研究成果を積極的に PR するなど、

増収に向けた取組みを実施した。また、オー

プンラボの外部利用や依頼分析に対して施

設利用料や分析・鑑定料を徴収するなど、設

備・機器の活用による自己収入の確保に努

めた。 

評定 Ｂ 

知的財産の実施料収入や施設・設備等の利用料収

入の増加に努めた。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

４． 自己収入確保 【3-4】 

JIRCAS は、研究成果が「地球公共財(Global public goods)｣として対象地域である開発途上地域にお

いて効率的かつ効果的に利活用されることを最優先としているため、特許権の実施許諾料等による収入

は多くはないものの、アグリビジネスフェア等多数のイベントに出展し、JIRCAS の研究成果を積極的に

PR するなど、増収に向けた取組みを実施している。 

また、オープンラボの外部利用や依頼分析に対して施設利用料や分析・鑑定料を徴収するなど、設

備・機器の活用による自己収入の確保に努めた。 

 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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保有資産の処分 

中期目標 

 施設・設備のうち不要と判断されるものを処分する。また、その他の保有資産についても、利用率

の改善が見込まれないなど、不要と判断されるものを処分する。 

 

中期計画 

既存の施設・設備等のうち、利用率の低いものについては、その改善の可能性等の検討を行っ

た上、不要と判断されるものは処分する。 

 

指標３－５ 

ア 保有の必要性等の観点から、保有資産の見直しを行っているか。また、減損会計による経理

事務が適切に行われているか。 

イ 施設･設備のうち不要と判断されたものについて、処分等にむけた取組は進んでいるか。 

 

 

業務実績 自己評価 

1. 施設等整備運営委員会において、室
単位の利用実態を把握し、利用率向上
のための改善を進めている。 

2. 平成 23～26年度において、「固定資産
の減損に係る独立行政法人会計基準
の設定及び独立行政法人会計基準の
改訂について」に基づく、減損の事務
処理を伴う固定資産は無かった。 

 

評定 Ｂ 

居室等の利用実態を把握し、効率的な利用促進を進

めるなど、保有資産の点検を実施した。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

５． 保有資産の処分 

 

（1） 保有資産の見直しと処分【3-5-ア】【3-5-イ】 

施設等整備運営委員会（委員長：企画調整部長、委員：各領域等）において、平成23年度に取りまと

めた「室単位での利用実態調査」の中で、利用率が低いと判断された室について、その後の改善状況を

確認し、室内の整理等、経費を伴わない改善を進めた。経費を伴う事項については、予算の確保等を含

め、引き続き効率的な利用促進の検討を進めている。 

土地及び建物等の固定資産については、平成23～26年度において、「固定資産の減損に係る独立行

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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政法人会計基準の設定及び独立行政法人会計基準の改訂について」に基づく、減損の事務処理を行う

必要のあるものは無かった。 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 
 

指標４ 

短期借入を行った場合、その理由、金額、返済計画等は適切か。 

 

 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の

処分に関する計画 
 

指標５ 

中期計画に定めのある不要財産の処分について、その取組が計画通り進捗しているか。 

 

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

該当なし 

 

 

第７ 剰余金の使途 

指標７ 

剰余金は適正な使途に活用されているか。 

 

大項目第 4、第 5、第 6、第 7 は実績があった場合のみ評価を行う 

 

業務実績 自己評価 

平成 23～26 年度における実績なし 評定  － 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 ─ ─ ─ ─ ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

 

１． 施設及び設備に関する計画 

中期計画 

業務の適切かつ効率的な実施の確保のため、業務実施上の必要性、既存の施設・設備の老朽

化の現状及び研究の重点化方向等を踏まえ、真に必要な施設及び設備の整備改修等を計画的

に行う。 

 

指標８－１ 

ミッションの達成に向けた施設・設備の計画的整備が行われているか。 

 

  

業務実績 自己評価 

研究の加速化や安全性の確保を図るた

め、老朽化した施設・設備等の改修を行っ

た。 

評定 Ｂ 

業務上の必要性や施設・設備の老朽化等を考慮し、

必要な整備改修を行った。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

（１）施設等整備の状況 【8-1】 

① 当該事業年度中に完成した主要施設等 

平成 23～26 年度に整備した主要な施設等の状況は以下のとおりである。 

 

（平成 23 年度）熱帯作物特性解析・素材開発実験棟改修（整備に要した額 47,835 千円） 

老朽化による作動異常や日長制御装置の劣化が著しかった熱帯作物特性解析・素材開発実験棟（旧

世代促進施設）を整備し、空調設備、陽光ランプによる補光装置及び日長制御装置を備えた日長制御

室ならびに暖房装置と補光装置を備えた特性解析ガラス室を 2 室とした。これにより、夏冬の室内温度、

日長および光環境の任意の制御が可能となり、アフリカイネの農業特性評価や交配・世代促進による有

用素材の作出効率化等が図られた。 

 

（平成 24 年度）育種素材開発温室改修（整備に要した額 44,111 千円） 

樹（草）高の高い作物用として使用されていた育種素材開発温室（旧熱帯作物棟）の湿潤熱帯温室部

分を２室に区切り、適正温度や日長条件が異なる作物を同時に試験できるよう改修した。これにより、イ

ネ・ダイズ・ムギ類の耐乾性や耐塩性の環境ストレスに係る研究を加速させることが可能となり、食料安定

供給に向けた耐乾性・耐塩性に優れた作物の研究開発が促進された。 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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（平成 25 年度）構内排水関連施設改修他（整備に要した額 19,057 千円） 

熱帯・島嶼研究拠点において、大型化した台風や集中豪雨による大量の雨水及び土砂等に対処する

ため、防風林帯流域から排水溝（Ｕ字溝）を設置したことにより、大量の雨水を敷地外公共排水路へ流出

させることが可能となり、隣地への雨水及び土砂等の流出を防止することが可能となった。 

 

（平成 26 年度）育苗温室改修工事（整備に要した額 ４１,504 千円） 

熱帯・島嶼研究拠点の育苗温室について、補光用照明装置の新設、冬季低温対策の暖房設備の新

設、換気設備及び上屋の改修を行った。これにより、熱帯性畑作物（ササゲ、ヤム）及び熱帯果樹等の育

苗期間の短縮や世代促進の加速、安全性の向上等に寄与した。 

 

② 当該事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

 平成 23 年度～平成 26 年度： な し 

 

③ 当該事業年度中に処分した主要施設等 

 平成 23 年度～平成 26 年度： な し 
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２． 人事に関する計画 

（１） 人員計画 

中期目標 

期間中の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）を定め、業務に

支障を来すことなく、その実現を図る。 

 

中期計画 

① 方針 

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的

に配置する。 

また、研究成果を効率的・効果的に創出するために研究支援部門の組織体制を見直し、適

切な職員の配置を行う。 

② 人員に係る指標 

期末の常勤職員数は、期初職員相当数を上回らないものとする。 

（参考：期初の常勤職員相当数 188 名） 

 

（２） 人材の確保 

中期目標 

研究職員の採用に当たっては、任期制の活用等、雇用形態の多様化及び女性研究者の積極

的な採用を図りつつ、中期目標達成に必要な人材を確保する。研究担当幹部職員については、

公募方式等を積極的に活用する。 

 

中期計画 

① 研究職員の採用については、任期制の活用を含め雇用形態の多様化を図る。また、ポスド

クや招へい研究員の活用に努めるとともに、他の研究開発独立行政法人等との人事交流、再

雇用の活用など多様な手段を駆使し、センターの研究推進に必要な優秀な人材を確保する。

② 女性研究者については、具体的な計画を策定し、積極的に採用する。 

③ 次世代育成支援行動計画に基づき、仕事と子育てを両立しやすい雇用環境の整備に努め

る。 

④ 研究担当幹部職員については、広くセンター内外から優れた人材を確保するため、公募方

式を積極的に活用する。 

 

指標８－２ 

ア 期末の常勤職員数が、期初職員相当数を上回っていないか。 

イ 任期付雇用、研究リーダーの公募等を活用するなど、雇用形態の多様化を図り、人材の確保

に努めているか。 

ウ 女性研究者の積極的な採用と活用に向けた取組が行われているか。また、その実績はどうか。 

エ 仕事と子育てを両立しやすい雇用環境の整備に向けた取り組みが行われているか。 
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業務実績 自己評価 

1. 各年度末の常勤職員数は期初の常勤
職員相当数 188 名を下回っている。 

2. 公募による任期付研究員を定期的に
採用するとともに、平成 25 年度から任
期付研究員に対するテニュア・トラック
制度を導入し、若手研究者の育成を図
りつつ、研究推進に必要な人材確保に
努めた。 

3. 任期付研究員の募集要領やホームペ
ージに女性研究者に向けたメッセージ
を掲載し、応募を促した。平成 26 年度
に 1 名の女性を任期付研究員として採
用し、平成 27 年 4 月採用の 3 名の女
性研究者を内定した。 

4. 「第 2 期次世代育成支援行動計画」に
基づき、民間託児所との契約や育児・
介護支援制度の理解・活用を図るリー
フレットの常置等を実施した。 

評定 Ｂ 

常勤職員数は、期初の常勤職員相当数を上回らない

とする目標を達成している。 

任期付研究職員の採用にあたっては、女性研究者の

応募を促す取組を行い、平成 26 年度に女性研究者 1

名を採用した。さらに 3 名の女性研究者を内定するな

ど、女性研究者の増員を図った。また、テニュア・トラック

制度を活用し、若手研究者の育成を図りつつ、研究推

進に必要な人材の確保に努めた。 

次世代育成支援対策や時間外勤務縮減、年次有給

休暇の取得率向上等に積極的に取り組み、仕事と子育

てを両立しやすい環境整備の実現に努めた。 

なお、平成 27 年 4 月に 3 名の女性研究者を任期付

研究員として採用することが内定しており、女性研究者

の一層の増員が図られる見込みである。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

（１） 人員計画 

 

① 人員計画に関する方針 【1-3 で評価】 

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的に配置する

こととしている。 

 

② 人員に係る指標 【8-2-ア】 

期初の常勤職員数 188 名に対して、各年度末の常勤職員数は、179 名（平成 23 年度）、180 名（平成

24 年度）、174 名（平成 25 年度）、174 名（平成 26 年度）である。 

 

 

（２） 人材の確保 

 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

期末の常勤職員数 期初の職員

相当数を上

回らない 

188 179 180 174 174  
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① 研究職員の採用 【8-2-イ】 

研究課題の推進のため、任期付き研究員を定期的に採用した。任期付研究員の公募にあたっては、

JIRCASのホームページに掲載するほか、（独）科学技術振興機構が運営する研究者人材データベース「ｊ

REC-IN」やつくば科学万博記念財団が運営する「つくばサイエンスニュース」に掲載するなど、多様な媒

体による周知に努め、必要な人材の確保に努めた。 

平成 25 年度に、任期付研究員に対するテニュア・トラック制度を新設した。テニュア・トラック制度は任

期満了の 11 ヶ月前までに希望者に対してテニュア審査を実施し、この審査に合格した者は任期を定め

ない研究員として継続採用するものである。優秀な若手研究者を育成・確保する観点から、テニュア・トラ

ック制度が導入される前に採用した任期付研究員にも適用することとした。 

 

② 女性研究員の採用 【8-2-ウ】  

任期付研究員の募集要領に「当センターは、「男女共同参画社会基本法」の趣旨に則り、男女共同参

画を推進しており、女性研究者の積極的な応募を歓迎します」と明記しているほか、JIRCASホームページ

に男女共同参画のページを開設し、「研究者を志望する女性の皆様へ」のコーナーを設けて女性職員か

ら女子学生向けのメッセージを紹介するなど、女性研究者の応募を促している。平成26年度には1名の女

性を任期付研究員として採用した。さらに、平成27年4月に3名の女性研究者を任期付研究員として採用

することを内定した。 

 

③ 次世代育成支援対策 【8-2-エ】   

平成 22 年 3 月に策定した「第 2 期次世代育成支援行動計画」（期間：平成 22 年 4 月 1 日～平成 27

年 3 月 31 日）の実施状況を点検し、仕事と子育てを両立しやすい職場環境の整備に努めている。 

具体的には、民間託児所による保育支援事業の契約を継続し、利用向上に努めるとともに、育児・介

護支援制度の理解・活用の一助としてリーフレットを常置した。また、職員の健康の維持・増進、ゆとりある

生活の実現、さらには効率的な業務の運営に資することを目的とした取り組みとして、5 月の大型連休、

夏季休暇、年末年始の休暇を活用した連続休暇の取得を促し年次有給休暇の取得率向上に努めた。さ

らに、「時間外勤務縮減週間」を設定・実施し、役員が職場を巡回する等定時退所できる職場環境づくり

に努めた。 

平成 23～26 年度における育児支援制度の利用実績は以下のとおりである。 

④ 研究担当幹部職員の採用 【8-2-イ】 

平成23年度は、研究担当幹部職員（3名）を、農林水産省及び他独立行政法人との人事異動により採

用した。平成24年度は、研究担当幹部職員（1名）について、他独立行政法人との人事異動により採用し

た。平成25年度は、研究担当幹部職員（１名）を、他独立行政法人との人事異動により採用した。平成26

年度は、研究担当幹部職員の採用はなかった。  

育児支援制度の利用実績 （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 

育児休業 － １ １ １ 

育児時間 １ １ １ １ 

育児短時間勤務 － － － 1 
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３． 法令遵守など内部統制の充実・強化 

中期目標 

センターに対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守を徹底する。特に、規制物質の管

理等について一層の徹底を図るとともに、法令遵守や倫理保持に対する役職員の意識向上を図

る。また、センターのミッションを有効かつ効率的に果たすため、内部統制の更なる充実・強化を図

る。 

さらに、法人運営の透明性を確保するため、情報公開を積極的に進めるとともに、「第２次情報セ

キュリティ基本計画」（平成 21 年２月３日情報セキュリティ政策会議決定）等の政府の方針を踏ま

え、個人情報保護など適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

中期計画 

① センターに対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員

の意識向上を図るため、啓発情報等を周知徹底するとともに、研修、教育等を実施する。 

② センターの研究活動に伴うリスクを把握し、それに対応できる管理体制を整備する。特に、規

制物質の管理等について一層の徹底を図る。 

③ センターのミッションを有効かつ効率的に果たすため、理事長のトップマネージメントが的確

に発揮できるよう内部統制の現状の再点検を行うことを通じ、組織の課題を洗い出し、更なる

充実・強化を図る。 

④ 法人運営の透明性を確保するため、情報公開を積極的に進めるとともに、「第２次情報セキ

ュリティ基本計画」（平成 21 年２月３日情報セキュリティ政策会議決定）等の政府の方針を踏ま

え、個人情報保護など適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

指標８－３ 

ア 内部統制のための法人の長のマネジメント（リーダーシップを発揮できる環境整備、法人の

ミッションの役職員への周知徹底、組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・

対応、内部統制の現状把握・課題対応計画の作成）は適切に行われているか。 

イ 内部統制のための監事の活動（法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施、監事監

査で把握した改善点等の法人の長等への報告）が適切に行われているか。 

ウ 倫理保持や法令遵守についての意識向上を図るための研修、法令違反や研究上の不正に関す

る適切な対応など、法人におけるコンプライアンス徹底のための取組が行われているか。 

エ 規制物質、遺伝子組換え生物等の管理が適正に行われているか。 

オ 法人運営についての情報公開の充実に向けた取り組みや情報開示請求への適切な対応が行わ

れているか。また、情報セキュリティ対策や個人情報保護は適切になされているか。 
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業務実績 自己評価 

1. 運営に関する重要事項については、理
事長を中心に役員会や運営会議におい
て審議の上決定している。また、内部統
制に関する監査を行う監査室を理事長
直属の組織としている。 

2. 監事監査、監査室による内部監査、外部
の監査法人による会計監査人監査を実
施し、監査結果や監事所見等を理事長
に報告した。 

3. 内部統制に係わる重要な委員会（業務
効率化推進、リスク管理、研究倫理、安
全衛生、緊急時対策、契約審査、契約監
視）を組織し、現状把握と課題対応に努
めた。 

4. 化学薬品等規制物質の一層の管理徹底
を図るため、平成 24 年度に安全管理室
を新設し、平成 25 年度から薬品管理シス
テムによる一元的な管理を開始した。ま
た、植物防疫所への届け出を怠った事
案や遺伝子組換え実験施設からの未処
理廃水移送、不適正な経理処理の発生
を受け、管理体制の強化や手続きの厳
格化、職員教育等の再発防止に取り組
んだ。 

5. 情報公開窓口における資料の整備等を
行い、開示請求への適正かつ迅速な対
応に努めた。また、政府の方針に準拠し
た関連規程の改訂やセキュリティセミナ
ーの開催、強制暗号化 USB メモリの導入
等を通じ、情報セキュリティの強化・徹底
に取り組んだ。 

 

評定 Ｃ 

安全管理室の新設や内部統制に係わる重要な委

員会による対応、監事監査や監査室による内部監査

等を通じて法令遵守のための体制を整備し、内部統

制の強化を図ったが、種子輸入時の検疫手続きの不

備や遺伝子組換え実験施設からの未処理廃水移送、

不適正な経理処理の発生など、法令及び所内規定に

違反する事態を生じた。国からの付託を受けて事務・

事業を行う独立行政法人としてあってはならないこと

であり、管理体制の強化や手続きの厳格化、職員教

育の徹底等の再発防止に取り組んでいる。 

情報公開のための資料整備や情報セキュリティ対

策を推進した。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A C ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

① 法令遵守などの取り組み 【8-3-ウ】 

内部統制について監査を行う監査室を理事長直属の組織として整備している。また、監査室に限らず、

研究動向把握、研究戦略構築を行う研究戦略室、予算配分、研究計画及び評価等を行う企画調整部、

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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労務、人事、財務を行う総務部が役割分担しつつ業務を行うことで、日常的な法令遵守及び課題に対応

している。 

加えて、役員会と運営会議において主要事項の意思決定や業務の円滑な推進を行うとともに、内部

統制に係わる重要な委員会（業務効率化推進、リスク管理、研究倫理、安全衛生、緊急時対策、契約審

査、契約監視）において現状把握と課題対応を行っている。 

海外から種子を郵送する際、植物防疫所による証印がない郵便物が届いた際の植物防疫所への届け

出を怠った事案（植物防疫法第 8 条第 6 項違反）や、遺伝子組換え実験施設からの未処理廃水移送に

よるカルタヘナ法違反、DNA 合成製品等の取引に伴う不適正な経理処理の発生を受け、管理体制の強

化や手続きの厳格化、職員教育の徹底等の再発防止に取り組んだ。 

 

② 規制物質の管理等 【8-3-エ】 

化学薬品等規制物質の一層の管理徹底を図るため、平成 24 年度に安全管理室を新設し、平成 25 年

度に薬品管理システムを利用したセンター全体の化学薬品の一元的な管理を開始した。平成 26 年度は

化学薬品等管理規程等の遵守及び薬品管理システムの適切な運用等により、化学物質の管理の徹底

を図った。さらに、化学薬品等を取扱う職員に対して講習会を開催し、所内の管理体制や取扱いの留意

事項等を周知した。また、薬品管理システムを利用して、特定化学物質、有機溶剤、毒物及び劇物、危

険物、その他一般試薬等（農薬を含む。）の受入、使用、移動、廃棄等を管理し、消防法の危険物に該

当する化学薬品については、各防火区画における貯蔵量がつくば市火災予防条例で規制される数量を

超過しないよう、常時、監視する体制を構築した。 

輸入禁止品の輸入許可申請及び輸入手続きにあたり、横浜植物防疫所と動物検疫所とは定期的な

担当官の立入調査を含めて、適切な連絡調整を図りながら適正な管理を行っている。しかしながら、平

成 25 年 7 月にメキシコから輸入したコムギ種子が、植物防疫法に基づく輸入時の検査を受けていないこ

とが判明した。これを受け、再発防止策を策定し、種子・種苗の輸入手続に関する管理体制を強化した。 

遺伝子組換え生物等の管理については、遺伝子組換え実験安全委員会に外部委員を 1 名委嘱し、

研究者から提出された実験計画書の審査を行い、国の基準に従い承認を行っている。 

平成 26 年 6 月に発生した遺伝子組換え実験を行っている隔離温室からの未処理廃水の緊急移送に

対して文部科学省研究振興局長から厳重注意を受けたことを踏まえ、原因究明を行うとともに、遺伝子

組換え実験安全委員会において、遺伝子組換え実験安全規則の改正や緊急時の連絡体制の見直し、

職員の再教育等を実施し、再発防止に取り組んだ。 

 

③－1 業務運営と内部統制の組織・体制等【8-3-ア】【8-3-イ】 

JIRCAS の運営に関する重要事項については、理事長を中心に役員会や運営会議において審議の上

決定している。また、JIRCAS のミッションや組織として取り組むべき重要な課題及びコンプライアンスの推

進については、様々な機会を通じて役職員に周知徹底を図っている。 

理事長によるトップマネージメントを的確に発揮するため、理事長インセンティブ経費等を活用した柔

軟で機動的な業務運営に努めた。また、日常的な業務の運営は、運営会議と各種委員会において対処

している。各種委員会のうち、業務効率化推進委員会、リスク管理委員会、研究倫理委員会、安全衛生

委員会、緊急時対策委員会、契約審査委員会、契約監視委員会、を内部統制に係る重要な委員会とし

て位置づけている。 

 

③－2 監査体制 

監事監査、監査室による内部監査、外部の監査法人による会計監査人監査を実施するとともに、監査
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の進め方等について随時意見交換を行い、監査実施上における問題点の共有化及び監査の効率化を

図った。 

監事監査では各部門から提出された資料による書面監査ならびに管理職員等に対する「業務管理の

総合チェックリスト」によるリスク管理に関する調査及び各部門長の「自己分析」に基づく対面調査を実施

した。監査結果及び監査結果に対する監事所見は理事長に報告するとともに、運営会議を通して被監

査部門に通知した。 

監査室による内部監査では、法人文書の管理状況監査や科学研究費補助金及び学術研究助成基

金助成金の会計監査、薬品管理システムの運用状況等の監査を実施した。また、海外の研究サイトや連

絡拠点等において、「海外会計実施要領」及び「海外会計の手引き」の運用状況、現金等の保管状況、

資産・物品の管理状況、支払方法等の状況調査を実施した。監査結果についてはそれぞれ監査結果報

告書にとりまとめ、理事長に提出している。 

会計監査人監査では新日本有限責任監査法人を会計監査人として平成 23～25 年度の財務諸表の

監査を行い、「独立監査人の監査報告書」を理事長に提出した。また、平成26年度の期中監査において

は、旅費、購買、受託事業、運営費交付金収益化等の業務プロセスについて、内部統制の整備・運用状

況の評価を実施した。 

 

④ 情報公開とセキュリティ対策 【8-3-オ】 

情報公開窓口における資料の整備等を行っており、開示請求への適正かつ迅速な対応に努めた。ま

た、個人情報保護管理担当者等を研修会等に参加させ、資質の向上を図った。 

政府統一管理基準や政府統一技術基準等に準拠し、JIRCAS 情報セキュリティポリシーや関連規程を

改訂するとともに、JIRCAS 情報セキュリティポリシーの周知・徹底とネットワークの安全かつ効率的な利用

を図るため、セキュリティセミナーを開催した。セキュリティセミナーは年間に複数回開催し、年に一度は

必ず受講することを全職員に義務づけている。また、平成 26 年度には強制暗号化 USB メモリを導入し、

セキュリティ対策の一層の強化を図った。 
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４． 環境対策・安全管理の推進 

中期目標 

研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行うとともに、エネルギーの有効利用やリサイクル

の促進に積極的に取り組む。 

また、事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備を進める。特に、海外滞在職員等

の安全及び健康の確保に努め、職員の海外における円滑な業務推進を支援する体制を整備す

る。 

 

中期計画 

① 研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行うとともに、エネルギーの有効利用やリサイ

クルの促進に積極的に取り組む。 

② 事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備を進める。特に、海外滞在職員等の

安全確保のための連絡体制を強化するとともに、感染症に対する啓蒙活動等を実施し、職員

の海外における円滑な業務推進を支援する。 

 

指標８－４ 

ア  資源・エネルギー利用の節約、リサイクルの徹底など環境負荷軽減の取り組みを積極的に行

っているか。また、その取組を公表しているか。 

イ 職場環境の点検・巡視等の安全対策及び安全衛生に関する職員の教育･訓練が適切に行われて

いるか。特に、海外における安全対策、感染症対策は適切に行われているか。 

 

 

業務実績 自己評価 

1. 温室効果ガス排出抑制実施計画を策
定して温室効果ガス総排出量の抑制
に取り組み、毎年度の CO2 排出量の実
績値をホームページに公表した。取り
組みの結果、平成 26 年度の電気使用
量は基準年比 24％の削減を達成した。

2. 安全衛生委員会による職場巡視を行
い、安全対策に関する改善指導を行っ
た。また、国内外での事故や災害の未
然防止及び海外での感染症対策のた
め、各種セミナーや講習会を開催し、
職員の教育・訓練に努めた。 

評定 Ｂ 

温室効果ガスの排出抑制に取り組み、大幅な節電を

達成した。 

安全衛生委員会を中心に職場環境の点検・巡視を

行い、安全対策の徹底に努めた。 

海外における安全対策として、緊急時対策委員会の

運営やマラリア判定キットの配備、海外渡航時のリスク

に関するセミナーの開催等を行い、職員の海外におけ

る円滑な業務の推進を支援した。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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① 環境負荷低減のための取り組みとその公表 【8-4-ア】 

温室効果ガス排出抑制実施計画を策定し、温室効果ガスの総排出量の抑制に取り組むとともに、毎

年度の CO2 排出量の実績値をホームページに公表した。CO2 排出量の 8 割以上は電力使用量に伴うも

のであるため、電力供給契約先の「電気の CO2 排出係数」の変動によって増減するが、平成 26 年度の

電気使用量（ｋｗｈ）は、基準年度（平成 16 年）に比べて 1,409,975kwh、削減比でマイナス 24％と、大幅

な節電を達成した。 

また、国が進める地球温暖化対策と経済成長を同時に実現する低炭素社会の構築に向け、「つくば環

境スタイル」の推進及びそれに関連する環境に配慮したまちづくりに寄与することを目的とし、平成25年

度から「つくば市環境都市推進懇話会」を通じた活動に参加している。 

 

②－1 事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備 【8-4-イ】 

職員の安全衛生の確保を図るため、安全衛生委員会で策定した事業実施計画に基づき、健康診断及

び産業医による面接指導、作業環境測定等を実施し、職員の健康管理及び健康の保持増進を図った。 

安全衛生委員会において、産業医・安全衛生委員・安全衛生管理補助者による職場巡視を実施し、

必要な改善策等について指導した。巡視結果及び指摘事項への対応状況については、委員会で審議

するとともに、審議結果を運営会議で報告し、職員の安全衛生管理についての情報共有と意識向上に努

めた。さらに、労働安全衛生セミナーや心の健康増進セミナー、救命講習会、交通安全講習会、総合防

災訓練等の開催や理事長による職場巡視等を実施した。 

 

②－2 海外出張職員の安全対策・感染症対策 【8-4-イ】 

アフリカ連絡拠点・東南アジア連絡拠点の地域コーディネーターを通して近隣国の情報や大使館

からの情報を収集・報告すると共に、外務省のホームページから海外安全情報ならびに民間契約

会社からの現地安全情報の提供を受け、速やかに対応した。 

企画調整部長を委員長とする「海外滞在職員等の安全確保に係る緊急時対策委員会」（以下、

「緊急時対策委員会」という。）を組織し、緊急事態が発生または発生が予見される場合には、正確

な状況把握に努め、「海外における緊急時の対応及び情報伝達フロー」に従った対応を取ることとし

ている。 

海外出張職員の安全対策を強化するため、平成 25 年度からは緊急移送サービス（メディカル・サ

ービス）及び緊急時の国外脱出サービス（セキュリティ・サービス）の適用範囲を拡大し、全出張者に

ついて契約することとした。 

海外での感染症対策として、発熱等が発生した場合に出張者が自ら自己診断を行える「マラリア判定

キット」をアフリカの研究拠点（ガーナ、ニジェール、モザンビーク、ブルキナファソ）に配備したほか、「マ

ラリアを中心とした寄生虫疾患の現状とその対策法」や「海外渡航におけるリスクと対策」に関するセ

ミナーを開催した。  
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５． 積立金の処分に関する事項 

中期計画 

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期中期

目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等及び東日本大震災の影響により

前期中期目標期間において費用化できず当期中期目標期間に繰り越さざるを得ない契約費用に

充当する。 

 

指標８－５ 

前中期目標期間繰越積立金は適正な使途に活用されているか。 

 

業務実績 自己評価 

前中期目標期間繰越積立金については、

会計基準等に基づいて当期の自己財源で

購入した有形固定資産の減価償却費等に

充当し、適正に取り崩しを行った。 

 

評定 Ｂ 

前中期目標期間繰越積立金は適正な使途に使用し

ている。 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

① 繰越積立金の使途 【8-5】 

前中期目標期間繰越積立金は、前中期目標期間までに自己財源で購入した有形固定資産の減価償

却費等に充当した。また、積立金は、中期目標期間終了時に国庫納付する。 

  

主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

該当指標無し － － － － － － － 
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研究プログラム A 

開発途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技術の開発 

 

中期目標 

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発途上地域における農林水産業を維持・発展させる

ためには、多様な農林水産生態系に対応した土壌、水、生物資源などの生産資源の適切な管理のた

めの技術開発が不可欠となっている。 

このため、開発途上地域における地球温暖化の緩和策や適応策、乾燥地・半乾燥地や島しょ等に

おける水資源有効利用技術、砂漠化防止・環境保全・土壌肥沃度改善のための基盤技術等を開発

し、様々な農林水産生態系における農林水産業の特性を解明する。これらの研究は、現地の社会経

済に対する分析も行いつつ、現地の研究機関、国際研究機関等と共同で行う。 

 

中期計画 

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発途上地域における農林水産業を維持・発展させる

ため、現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、農林水産分野における持続的な資源

管理及び環境保全技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

地球温暖化に対応するため、開発途上地域を対象として、畜産・農耕地からの温室効果ガスの排出

削減・炭素土壌隔離技術等の地球温暖化緩和技術、気候変動によるストレス軽減のための施肥管理

等地球温暖化適応技術の開発、世界食料需給モデルを活用した地球温暖化及び対策技術の食料市

場への影響評価分析、クリーン開発メカニズム（CDM）等を活用した低炭素型農村開発モデルの構築

等を実施する。 

乾燥地、半乾燥地における土壌管理や放牧管理の最適化等を通じた持続的農畜産業の確立、アフ

リカサバンナに適した、不耕起やカバークロップ等により土壌等を保全しつつ営農する手法（保全農

業）の作付体系確立及び砂漠化防止のための技術を開発する。また、温暖化に伴う異常気象に特に

脆弱な開発途上地域の島しょにおいて、節水栽培技術及び地下水資源保全技術を開発する。 

持続的な資源管理に向けて生物的硝化抑制作用を活用した、窒素肥料の利用効率向上のための

技術を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

顕在化する地球規模の環境問題克服に向けて、持続的な資源管理を通じた技術開発を行っている。

気候変動対応プロジェクトでは緩和策、適応策、影響評価について研究を進めている。生物的硝化抑制

プロジェクトは緩和策にも位置づけられる。乾燥地草原保存、アフリカサバンナ、島嶼環境保全プロジェ

クトにおいては、気候変動に対して脆弱とされる地域での持続的な資源管理及び環境保全技術の開発

を行っている。 

 

（平成 23～26 年度成果の概要） 

【プログラムの取組と成果】 

気候変動の適応策については、イネにおける開花時の高温不稔軽減に向けて熱帯のイネ品種を遺伝

的背景とした早朝開花性準同質遺伝子系統を、野生イネを用いて育成するとともに、インドネシアのイネ

在来品種に由来し、単離に成功した第４染色体上の遺伝子 SPIKE が、籾収量を増加させることを世界で

初めて示した。これらは低利用遺伝資源のもつ有用形質の熱帯イネ栽培種への導入による優れた成果



- 73 - 

である。気候変動に対応するための緩和策については、反芻家畜からのメタン排出量のモニタリングを

積み重ね、栄養分を調整した混合飼料の給与により反芻胃からのメタン排出量を抑制できることを示した。

節水栽培による水田からの温室効果ガスの排出量に関して、ベトナムメコンデルタの農家水田圃場での

試験により温室効果ガス排出削減を実証した。緩和策普及と位置づけられる CDM 事業に関して、パラグ

アイの植林事業により炭素クレジットを取得し、CDM を活用した農村開発にかかるガイドラインをとりまと

めた。天水稲作における適応策として、プロトタイプ版意思決定支援システムを構築した。気候変動の影

響評価の一環である世界食料モデルの開発に向けて、気候変動シナリオの下で、作物モデルを組み込

んだ収量関数を用い、世界各国のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆の収量の 2050 年までの予測を行い、低

緯度地域での作物収量が気候変動により低下することを示した。 

モンゴルの乾燥地草原において、異常気象に対する適応技術開発の一環として、速報性を加味した

広域牧養力マップのプロトタイプを提示するとともに、牧畜世帯の継続的な経営調査から、異常気象に対

し強靱な牧畜経営の解明を行った。アフリカサバンナ地域での保全農業技術の開発について、ブルキナ

ファソとガーナで保全農業作付け体系の評価を継続するとともに、自然立地要因ならびに社会・経済条

件を組み入れた保全農業普及優先度評価システムを構築した。モザンビークのナカラ回廊において、ダ

イズとトウモロコシを交互に配置する帯状間作導入が、各作物単作よりも生産性が向上することを明らか

にした。島嶼における水資源有効利用技術の開発に向け、太陽光により海水から淡水を生成する簡易

な装置を開発し、実用化に向けた課題を整理した。生物学的硝化抑制について、ソルガム根からの生物

的硝化抑制物質の分泌機構を解析するとともに、ソルガムにおいてソルゴレオンが難水溶性の主要な生

物的硝化抑制物質であることを世界で初めて明らかにした。 

 

【プロジェクトの主要成果・実績】 

気候変動に対応するための緩和策については、反芻家畜からのメタン排出量のモニタリングを積み重

ね、栄養分を調整した素材を組み合わせた混合飼料を与えることにより低質な牧草のみの給与より反芻

胃からのメタン排出量を抑制できることを示した。節水栽培による水田からの温室効果ガスの排出量に関

して、ベトナムメコンデルタの農家水田圃場で 3 作期の試験を継続した結果、温室効果ガス（GHG）排出

削減効果ばかりでなく、増収が３年間確認された。世界的にもあまり例を見ない節水による増収が、世界

の穀倉であるメコンデルタの典型的な農家水田において明確に認められたことの意義は大きい。緩和策

普及の一環と位置づけられる CDM 事業に関して、パラグアイの植林事業において、国連気候変動枠組

条約より 6,819tCO2 の炭素クレジットを取得し、CDM を活用した農村開発にかかるガイドラインをとりまと

めた。また、ベトナムのメコンデルタでのバイオガスダイジェスター導入事業による排出削減量のモニタリ

ングを実施し、指定運営組織の検証を受けるとともに、未利用バイオマスを原料とするバイオガスダイジェ

スター利用の安定化技術を確立した。また、ベトナムメコンデルタの常襲洪水稲作地域のアンジャン省を

対象に稲 3 期作実現のためのダイク（輪中堤）システムについて、整備エリアの拡大とフルダイク化が周

辺域の水文環境に与える影響を分析し、フルダイク地区の上流に位置するカンボジア氾濫原および下

流側で洪水湛水期間が長期化することを明らかにした。気候変動の影響評価として、バングラデシュを

対象に、土地的属性に基づいて雨季作米と乾季作米の土地生産力を推定する手法を開発し、適地評

価モデルとして利用できることを示した。また、気候変動の影響把握が可能な需給モデルを開発し、バン

グラデシュにおけるコメについて、災害や気象の影響を原因別に予測することが可能になった。 

モンゴルの乾燥地草原において、冬期の補助飼料については、フスマを配合したビール粕サイレージ

給与による子羊の肥育試験を行い、増体と肉質の結果から推奨されるサイレージの給与割合を決定した。

モンゴルの牧畜家計の継続調査データを用いた解析から、世帯の保有家畜が少ないほど自家消費率が

高くなり、それにより回復速度が遅いことを明らかにした。 



- 74 - 

アフリカサバンナ地域での保全農業技術の開発について、ブルキナファソとガーナで保全農業作付け

体系の評価を継続するとともに、自然立地要因ならびに社会・経済条件を組み入れた保全農業普及優

先度評価システムを構築した。モザンビークのナカラ回廊において、ダイズとトウモロコシを交互に配置す

る帯状間作導入が、各作物単作よりも生産性が向上することを明らかにした。島嶼における水資源有効

利用技術の開発に向け、陽光により海水から淡水を生成する簡易な装置を開発し、実用化に向けた課

題を整理した。また、マーシャルにおいて淡水レンズからアップコーニングを起こさず持続的に揚水する

ための数値シミュレーションによる管理基準の算定方法を示した。 

コロンビアのジャノス地域での Brachiaria humidicola 牧草地転換畑における生物的硝化抑制の影響の

調査により、硝化抑制活性は少なくとも３年間持続することを示した。 

 

 

 

平成 23～26 年度の主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

● タイ・ベトナムにおいて栄養分を調整した

混合飼料の給与により低質な牧草のみの

給与より、反芻胃からのメタン排出量を抑

制できることを提示した。 

● ベトナムメコンデルタの農家水田圃場で、

3 作期の試験を継続し、3 年間の増収及

び温室効果ガス（GHG）排出削減効果を

確認した。 

● パラグアイの植林事業において、国連気

候変動枠組条約より 6,819tCO2 の炭素ク

レジットが発行され、CDM を活用した農

評定 Ｂ 

顕在化する地球規模の環境問題克服に向けて、

持続的な資源管理を通じた技術開発を行っている。

アジア、アフリカ、南米における共同研究から、以下

のような顕著な成果が認められる。 

ベトナム等において農業分野からの温室効果ガス

削減に向けた研究を進め、水田ならびに反芻家畜由

来の温室効果ガスモニタリングを進め、同地域のイン

ベントリー精緻化に大きく貢献するとともに、農家の

収益向上も両立できる削減技術を示している。 

CDM を活用した農村開発のモデルを提案してい

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

査読論文数 件 20 16 27 26  

研究成果情報数 件 3 7 7 7  

主要普及成果数 件 1 2 0 0  

特許登録出願数 件 0 1 2 0  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 291 280 282 267  

エフォート（運営費交付金） 人 26.4 22.3 22.4 22.0  

予算（外部資金） 百万円 223 222 213 197  

エフォート（外部資金） 人 14.4 17.8 12.3 11.5  
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村開発にかかるガイドラインをとりまとめ

た。 

● イネにおける開花時の高温不稔軽減に向

けて熱帯のイネ品種を遺伝的背景とした

早朝開花性準同質遺伝子系統の育成を

行い開花時刻が 2 時間早められることを

明らかにした。 

● インドネシアのイネ在来品種に由来し、単

離に成功した第４染色体上の遺伝子

SPIKE は、インド型品種の遺伝的背景で

一穂籾数を増加させるばかりでなく、止葉

幅、穂首の維管束数、玄米外観品質など

の形態的改善を伴い、籾収量を増加させ

ることを示した。 

● 気候変動シナリオの下で、作物モデルを

組み込んだ収量関数を用い、世界 126 カ

国・地域のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆

の収量の 2050 年までの予測を行い、低

緯度地域での作物収量は、気候変動によ

り低下することを示した。 

● 新疆ウイグル自治区における地元行政主
導の定住牧畜民への技術支援対策をマ
ニュアル化した。（主要普及成果） 

● モンゴルの乾燥地草原において、異常気

象に対する適応技術開発の一環として、

速報性を加味した広域牧養力マップのプ

ロトタイプを提示した。 

● アフリカ内陸低湿地における水田整備及
び栽培技術のマニュアルを作成した。（主
要普及成果） 

● マリ、ニジェールにおける自然資源保全
管理のためのガイドラインを整備した。（主
要普及成果） 

● モザンビークのナカラ回廊において、ダイ

ズとトウモロコシを交互に配置する帯状間

作導入が、各作物単作よりも生産性が向

上することを明らかにした。 

● 島嶼における水資源有効利用技術の開

発に向け、陽光により海水から淡水を生

成する簡易な装置を開発し、実用化に向

けた課題を整理した。 

● ソルガム根から産生されるソルゴレオンは

難水溶性の主要な生物的硝化抑制物質

であることを明らかにした。 

る。パラグアイでは植林 CDM 事業により、すでに炭

素クレジットが発行され、ベトナムでもバイオガスダイ

ジェスター導入による事業により、次年度発行される

予定になっている。政府開発援助のような資金に依

存しない農村開発のモデルを評価し、ガイドラインに

とりまとめる意義は大きい。 

気候変動に適応するイネ開発に向けて一連の研

究を進めている。早朝開花性準同質遺伝子系統の

育成により、熱帯の圃場条件でインド型イネ品種の開

花時刻を早め、それにより、不稔率が大幅に改善さ

れることも示されており、温暖化対策として注目され

ている。 

同様に IRRI との共同研究で得られた成果である、

SPIKE の発見は 2014 年農林水産研究成果 10 大トピ

ックにも選定され、インパクトの大きな成果となってい

る。現在、途上国における育種の現場でも活用され

ており、収量増加に大きく貢献することが期待されて

いる。 

気候変動のモデルによる影響評価において、長期

の収量予測値を年次別、国・地域別に出力した結

果、世界食料モデルでの利用が可能となり、従来より

も正確な気候変動の食料需給への影響評価が可能

になる。地球環境に関わる施策に対してもインパクト

の大きな成果につながる。 

中国・新疆ウイグル自治区において推進されてい

る牧畜民の定住事業に関し、地元行政関係者の役

割を重視した定住後の牧畜民への総合的かつ体系

的な技術支援上の留意点と技術的知見を、現地の

技術支援担当者や牧畜民が利用できる技術マニュ

アルを作成した。 

モンゴルの乾燥地草原における異常気象に対す

る適応技術の開発プロジェクトについては、開発され

た技術を現場に活用させる道筋を検討するため政府

関係者等による調整委員会を設置している。2014 年

は調整委員会の委員の一部を招へいし、つくばで成

果検討会を実施し、その進捗状況の確認を行った。 

アフリカで、「アジア型水田稲作」の有効性を実証

し、計画から維持管理、施設の補修までの一連の整

備技術及び栽培手法を分かりやすいマニュアルにま

とめた。 

マリ、ニジェールの自然資源が劣化しつつある地
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域において、土地や植生を保全し農業の持続性を図

るため、住民組織や地方行政が一体となって行う自

然資源保全管理手法をガイドラインと技術マニュアル

に取りまとめた。 

モザンビークのナカラ回廊における間作技術の開

発は、JICA プロジェクトに参画して実施した研究成果

である。間作は小農が商業的農業を導入する際、リス

クを低減するために重要な技術である。今後、これを

モデル化し、農民の意思決定システムを構築する予

定である。 

島嶼において水資源の開発は喫緊の課題であ

る。バガス炭を活用した淡水化装置が開発された。

実用化に向けた課題が整理されたので、製品化に興

味を持つ企業に技術を受け渡すことになる。 

生物的硝化抑制については、JIRCAS が世界をリ

ードする研究課題であり、複数の国際農業研究セン

ターと共同研究を実施している。2014 年度、それらの

共同研究者と、国際農業研究協議グループリサーチ

プログラム関係者、国内の農業研究機関や大学等に

参集いただき、ワークショップを開催し、今後の連携

について具体的な検討を行った。 

 

以上のように、成果が概ね順調に得られており、最

終年度には中期計画の達成が見込まれる。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A S B ─ 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準
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研究プログラム B 

熱帯等の不安定環境下における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発 

 

中期目標 

アフリカ・アジア等の開発途上地域において、依然として深刻な状況にある栄養不良人口・飢餓人

口の減少は、国際開発目標の中心的な課題であり、農業生産に不利な環境下における食料の増産と

安定的な供給は、我が国及び世界全体の食料安全保障の要である。 

このため、熱帯・亜熱帯地域や乾燥・半乾燥地域に広がる条件不利地域において、我が国が比較

優位性を持つ研究分野を中心に、現地の研究機関、国際研究機関等と共同して、現地の自然的・経

営的諸条件に適した作物品種の開発、新たな栽培技術の導入等による生産性の向上と、干ばつや冠

水、塩害、病虫害等、農業生産にとって不良又は不安定な環境下でも安定的に生産できる技術の開

発を行う。 

 

中期計画 

開発途上地域において依然として深刻な状況にある栄養不良人口・飢餓人口の削減に貢献し、我

が国及び世界全体の食料安全保障に資するため、熱帯等に広がる条件不利地域において、我が国

が比較優位性を持つ研究分野を中心に、現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、生

産性向上と安定生産を図るための技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

「アフリカ稲作振興のための共同体」（CARD）の目標であるアフリカにおけるコメ増産計画の実現の

ため、コメ生産性向上をめざし、イネ遺伝資源の評価及びアフリカの環境条件に適した有望系統への

生物的・非生物的ストレス耐性の導入、アジア型低コスト水田基盤整備技術の開発、イネ栽培不適地

とされてきた氾濫低湿地における低投入稲作技術体系の開発等を重点的に実施する。 

干ばつや冠水、塩害、病虫害等、農業生産において不良または不安定な環境下における安定生

産を図るため、開発途上地域向けの作物開発のための分子育種技術を開発するとともに、ダイズ等の

主要畑作物の生産阻害要因を克服するための育種技術及び育種素材、サトウキビ等の熱帯性作物

遺伝資源の多様性を評価・利活用するための技術及び育種素材を開発する。また、低投入多収型栽

培技術や遺伝的多様性を活かして、アジア型稲作を改良する。このほか、開発途上地域で重要な農

畜産物の病害虫・疾病の総合防除技術を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

本プログラムでは、イネ、ダイズ・コムギ、熱帯性畑作物等、熱帯・亜熱帯地域の主要農作物の生産性

向上と安定生産を実現するための技術開発を行い、開発途上地域での食料安定供給と農家経済の安 

定を実現し、栄養不良・飢餓人口の削減、我が国及び世界の食料安全保障に貢献する。 

 

（平成 23～26 年度成果の概要） 

【プログラムの取組と成果】 

アフリカの稲作振興については、高生産性、いもち病抵抗性またはリン酸欠乏耐性を有する適正品種

の選定・開発、天水低湿地における稲作振興のための基盤整備手法や在来資材を用いた土壌肥沃度

改善技術の開発、並びに氾濫低湿地等未利用地への稲作導入の可能性を評価する技術の開発を行っ

た。アジアのイネにおいては、イネいもち病の研究ネットワークを活用し、いもち病菌菌系の病原性とイネ

品種の抵抗性を判別するシステムの普及、いもち病菌菌系やイネ品種の抵抗性の遺伝的多様性の解明
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を進めた。これらの研究資源は、温帯やアフリカの地域にも適用された。開発途上地域に多く見られるリ

ン酸欠乏土壌においても、収穫量増加に寄与する遺伝子を特定し、その発現機構を解明した。 

   開発途上地域向けの耐乾性イネ、コムギ、ダイズ育成のための分子育種技術を開発し、フィリピン、コ

ロンビア、メキシコ、ブラジルの隔離圃場試験において、水稲・陸稲、コムギ、ダイズの有望系統を見出し

た。ダイズにおいては、南米の主要生産阻害要因であるさび病に対する抵抗性の DNA マーカー育種を

パラグアイ、アルゼンチンで進めた。さび病研究ネットワークには、新たに中南米やアフリカの研究機関

が加わり充実が図られた。加えて、ダイズの耐塩性遺伝子の特定を行うとともに、異なる耐性遺伝子を導

入した高度塩害耐性系統を作出した。塩害が深刻な中央アジアにおいて、農家が自ら実施できる圃場レ

ベルの塩害対策技術を実証し、これを塩害軽減対策ガイドラインとして取りまとめた。ヤムの品種改良を

強化するための基盤情報整備として、全ゲノム配列解読、遺伝子連鎖地図の作成など分子生物学的情

報を集積した。さらに、西アフリカの主要遺伝資源の遺伝的多様性及び農業特性の評価を実施し、有用

遺伝資源の選定を目指している。ササゲでは、豆の品質に係る諸形質について、西アフリカの遺伝資源、

育種系統が持つ遺伝的多様性及び栽培環境が品質に及ぼす影響を解析した。さらに、ナイジェリアに

おいて 3 カ年に渡る市場価格・需要調査を継続実施している。石垣の研究拠点が保持する熱帯果樹遺

伝資源、特にマンゴー遺伝資源の国内における利用促進のため、来歴および特性情報を公開に向けて

整理した。有用な特性を持つパッションフルーツ遺伝資源を材料として交配育種を行い、系統石垣 1 号

を選抜し、品種登録に向けた複数年の栽培試験を実施している。サトウキビ育種に利用する有用遺伝資

源を選定するため、タイのエリアンサス遺伝資源の農業特性を 3 カ年に渡り調査した。実用的なエリアン

サス出穂制御技術を開発し、エリアンサスとサトウキビの属間雑種が作出できることを実証した。作出した

属間雑種の特性評価を実施している。サトウキビの持続的栽培を可能にするため白葉病の感染拡大要

因を疫学モデルで解明するとともに、白葉病汚染リスクを評価する個体ベースモデル開発に必要となる

パラメーターを決定し、基本モデルの開発を進めている。また、タイ農業局と共同で育成した株出し栽培

における収量減が少ない多用途型サトウキビ 3 品種が、2 月 25 日付けでタイ農業局植物品種保護課に

新品種として登録された。 

  

【プロジェクトの主要成果・実績】 

アジア向けに開発したイネ系統からアフリカで高生産性が期待できるものを選抜し、現地の普及品種

選定試験に供した。根が長くなり窒素利用効率を向上させる遺伝子を利用してアフリカ向けイネ品種開

発を進めた。圃場湛水のための畦畔を備え、均平•代掻•苗移植等の作業で特徴付けられる「アジア型水

田稲作」の有効性を実証し、設置計画から維持管理、施設の補修までの一連の整備技術及び栽培手法

を簡易なマニュアルにまとめ（23 年度主要普及成果）、コストが低い水田維持管理手法の開発を進めた。

サブサハラ・アフリカにおける土壌肥沃度の改善のため、稲作に適用可能な在来資材を用いた土壌肥沃

度改善技術をマニュアルにまとめた（26 年度主要普及成果）。イネ生産に利用されていないガーナ北部

の氾濫低湿地を対象に、稲作導入の可能性を評価する技術の開発を行った。 

アジアのイネいもち病ネットワーク研究では、カンボジアでのいもち病菌の分布を解明し、ミャンマーの

在来イネから新規抵抗性遺伝子を発見する等の進展が見られた。この研究資源を生かし、西アフリカ向

けのいもち病判別システム開発にも貢献した。インド型イネ品種カサラスに由来するタンパク質キナーゼ

PSTOL1 遺伝子は、冠根の発生と根の総量を増加させることによりリン酸欠乏耐性を向上することを明ら

かにした。今後、開発途上地域に広く分布する低リン酸土壌でも耐性イネ品種の開発が期待できる。 

耐乾性作物開発のための分子育種技術研究では、開発途上地域での環境ストレス耐性遺伝子利用

の研究を進め、ブラジルにおいて、耐性遺伝子やプロモーターの複数の組み合わせを導入して得られた

形質転換ダイズから、乾燥耐性が向上した優良１系統を圃場試験で選抜した。また、水稲・陸稲 4 品種
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及びコムギ 1 品種に耐性遺伝子を導入した系統について、隔離圃場（フィリピン、コロンビア、メキシコ）

で収量性を評価した結果、45 系統が乾燥耐性について有望と認められた。 

ダイズについては、3 種のさび病抵抗性遺伝子の集積系統を用いた DNA マーカー選抜による交雑育

種を継続し、パラグアイで品種仮登録を２７年度に実施する予定である。さび病に対する抵抗性評価法、

マーカー選抜育種法をまとめた「ダイズさび病の実験マニュアル」を JIRCAS ホームページ上で公開した。

これらの抵抗性素材と実験マニュアルを活用するさび病研究ネットワークに、従来の南米 3 カ国に加え、

新たに中南米やアフリカの研究機関が加わり充実が図られた。ダイズ耐塩性遺伝子（qNaCl3）を第３染色

体の 16.5 kb の領域に特定するとともに、遺伝子とその利用法が特許登録された。NaCl に対する耐塩性

とアルカリ塩耐性を導入した系統を作出し、両者に対する耐性を確認した。 

塩害が深刻な中央アジアにおいて、農家が自ら実施できる圃場レベルの塩害対策技術を実証し、こ

れを塩害軽減対策ガイドラインとして取りまとめ（24 年度主要普及成果）、調査地域（ウズベキスタン）の農

家を対象としたワークショップ、行政・研究機関関係者を対象としたセミナーを通じて配布した。 

ヤムの品種改良を強化するための基盤情報整備として、全ゲノム配列を解読し、再構築したゲノム配

列情報と遺伝子連鎖地図の統合を行った。西アフリカの遺伝資源 447 系統の遺伝的多様性を解析し、

その結果に基づいて選定した代表遺伝資源 126 系統の農業特性の栽培調査を継続実施している。さら

に、今後の遺伝解析のための交配集団を作出し、増殖及び主要特性の予備評価を実施している。 

ササゲでは、西アフリカの遺伝資源、育種系統を含む 240 系統の比較栽培試験を行い、豆の品質に

係る形質の遺伝資源多様性などを明らかにし、豆の大きさやタンパク質含量の迅速評価技術を開発した。

栽培環境が品質に及ぼす影響を解析するため、6 環境下での栽培試験による農業特性とくに豆の品質

に関わる形質を調査した。加えて、ナイジェリアにおいて市場価格・需要調査を継続実施している。さら

に、現在の「主要流通品種」の特徴解析を通して市場や消費者の嗜好性を把握するため、市場調査で

収集した豆サンプルを圃場で栽培し、品種としての均一性、農業特性及び品質関連特性を評価した。 

石垣の研究拠点が保持するマンゴー遺伝資源の国内における利用促進のため、来歴および特性情

報を公開に向けて整理した。有用な特性を持つパッションフルーツ遺伝資源を材料として交配育種を行

い、1)追熟しなくても低酸度で良食味、2)大玉で色が鮮やか、3)高温期における着色不良がないという特

徴を持つ系統石垣 1 号を選抜した。２７年度の品種登録出願を目指し、栽培試験を実施している。また、

タイのドリアンの主要品種モントンが、開花期の低夜温に対する感受性が高く、受精が抑制され着果不

良になることを明らかにした。 

サトウキビ育種に利用する遺伝資源を選定するため、タイのエリアンサス遺伝資源 150 系統の農業特

性調査を実施するとともに、これら遺伝資源の遺伝的多様性解析のための SSR マーカーを選定し解析を

開始した。電照処理によるエリアンサスの出穂制御技術を開発し、より多くのエリアンサス系統とサトウキ

ビの属間雑種が作出できることを実証した。作出した属間雑種の特性評価をタイ及び日本で継続実施し

ている。国内においては、（独）農研機構と共同育成したエリアンサス品種 JES1 を品種登録出願した。 

東北タイにおけるサトウキビ白葉病の感染拡大要因を疫学モデルによって推定し、最も重要な感染拡

大要因は、汚染種茎の定植であることが示唆された。白葉病汚染リスクを評価する個体ベースモデルを

開発するために必要となるパラメーター（媒介虫の移動分散様式・発育期間・産卵数、病原体の虫体内

潜伏期間等）を決定し、個体ベースの基本モデルの開発を進めている。砂糖とエタノール生産やバガス

の発電利用が可能な多用途型サトウキビと白葉病対策導入の影響を経営的に評価するために、サトウキ

ビ生産における費用構造を明らかにするとともに経営収益の基本モデルを作成した。多用途型サトウキ

ビと通常の製糖用品種の低肥沃地域および白葉病発生環境下における株出し回数・収量・乾物生産

量・根系発達等を好適条件下と比較調査する圃場試験を継続している。なお、多用途型サトウキビ 3 品

種は、2 月 25 日付けでタイ農業局植物品種保護課に新品種として登録された（JIRCAS がタイ農業局と
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共同で育成し登録した初めての品種）。 

アフリカ東部における家畜損耗の主要因であるマダニの防除において殺ダニ剤アミトラズへの耐性が

問題になっている。アミトラズの標的遺伝子であるオクトパミン受容体の遺伝子配列情報や一塩基多型

情報を利用し、アミトラズ耐性の迅速診断法の開発を進めている。 

 

 

平成 23～26 年度の主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

● アフリカでの高生産性が期待できるイネ

系統を選抜し現地の多環境下の栽培試

験に供するとともに、根を長くし窒素利用

効率が良い QTL のネリカ等への導入を

進めた。天水低湿地での稲作振興のた

めの基盤整備手法開発（23 年度主要普

及成果）や在来資材を用いた土壌肥沃

度改善技術開発（26 年度主要普及成

果）を行いマニュアルにまとめた。氾濫低

湿地等未利用地でのイネ栽培の可能性

評価技術の開発を行った。 

● イネいもち病の研究ネットワークを活用

し、アジア各国でいもち病菌菌系の病原

性とイネ品種の抵抗性を判別するシステ

ムの開発・普及を図った。 

● 開発途上地域に多く見られるリン酸欠乏

土壌においてイネの収量を増加させる遺

伝子（PSTOL1）を特定し、その発現機構

を解明した。 

評定 Ｂ 

アフリカの主要イネ品種への有用遺伝子導入が進

捗し、アフリカでの利用に向けたイネ遺伝資源の評

価で有用な素材が得られている。基盤整備と肥沃度

改善のマニュアルが現地で配布されており、その効

果をフォローアップする予定である。イネ栽培不適

地向きに開発した個別栽培技術の体系化を目指し

た試験が開始されている。以上から、CARD が目指

すコメ増産に貢献できる技術の開発が見込まれる。 

アジア各国でのイネいもち病判別システムの確立

が進むとともに、いもち病菌菌系やイネ品種の抵抗

性の多様性解明も進み、現地の主要品種への抵抗

性付与の進捗が期待できる。イネのリン酸欠乏耐性

遺伝子（PSTOL1）の発見は、Nature 誌に掲載され

た画期的成果であり、本遺伝子を開発途上地域の

主要品種に導入する際に有用な DNA マーカーも開

発されており、想定以上の進捗である。 

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 68 63 31 27  

研究成果情報数 件 7 10 8 7  

主要普及成果数 件 1 1 0 1  

特許登録出願数 件 0 1 1 2  

品種登録出願数 件 0 1 2 2  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 307 299 308 282  

エフォート（運営費交付金） 人 20.8 21.1 18.4 17.5  

予算（外部資金） 百万円 340 216 190 173  

エフォート（外部資金） 人 22.2 17.6 14.3 13.7  
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● 耐乾性遺伝子を遺伝子組換え技術で導

入した水稲・陸稲、コムギ、ダイズの、海

外の隔離圃場での試験において、有望

系統が見出された。 

● 3 種のさび病抵抗性遺伝子を集積したダ

イズ系統を用いた交雑育種により、パラ

グアイで複数の系統が育成された。 

● ダイズの耐塩性遺伝子（qNaCl3）を特定

するとともに、遺伝子とその利用法が特

許登録された。 

● ウズベキスタンにおいて、農家が自ら実

施できる圃場レベルの塩害対策技術を

ガイドライン（24 年度主要普及成果）とし

て取りまとめた。 

● ヤムの全ゲノム配列の解読、遺伝子連鎖

地図の構築、西アフリカの遺伝資源の遺

伝的多様性の解析及び農業特性の評価

を行った。また、今後の遺伝解析のため

の交配集団を作出し、増殖及び予備評

価を開始した。 

● ササゲの豆の品質に係る諸形質につい

て、西アフリカの遺伝資源が持つ多様性

及び栽培環境が品質に及ぼす影響を解

析した。さらに、ナイジェリアにおいて 3 カ

年に渡る市場価格・需要調査を継続実

施している。 

● 有用な特性を持つパッションフルーツ遺

伝資源を材料として交配育種を行い、系

統石垣 1 号を選抜し、品種登録に向けた

栽培試験を実施している。 

● タイのエリアンサス遺伝資源の農業特性

等を 3 カ年に渡り調査した。実用的なエリ

アンサス出穂制御技術を開発し、サトウ

キビとエリアンサスの属間雑種を作出し、

これらの特性評価を実施している。 

● サトウキビ白葉病の感染拡大要因を疫学

モデルで解明するとともに、白葉病汚染

リスクを評価する個体ベースモデルの開

発を進めている。多用途型サトウキビ 3 品

種が、タイ農業局植物品種保護課に新

品種として登録された。これらの品種の

多回株出し栽培での収量等を検討する

ための圃場試験を継続するとともに、製

糖工場などへ新品種を配布し、評価を開

始している。 

JIRCAS が発見した DREB 遺伝子等を遺伝子組換

え技術で導入した水稲・陸稲、コムギ、ダイズの、海

外の隔離圃場での試験で耐乾性を示す系統が見出

されており、順調に進捗している。 

パラグアイで、さび病抵抗性ダイズの品種仮登録

を２７年度に実施する予定で、目標達成が見込まれ

る。共同研究参加機関が増えており、JIRCAS を中

心とするさび病研究ネットワークが拡大している。耐

塩性遺伝子（qNaCl3）を交雑で導入したダイズ系統

は海外の塩害圃場で耐塩性が確認され、順調に進

捗している。 

農家が自ら実施できる圃場レベルの塩害対策技

術をまとめたガイドラインはウズベキスタンで配布さ

れており、その効果をフォローアップする予定であ

る。 

西アフリカにおけるヤム品種改良の強化に必要な

基盤情報が順調に得られ、27 年度末までに、ゲノム

情報、遺伝子連鎖地図、有用遺伝資源の情報、主

要農業特性の効率的評価手法、今後の遺伝解析の

ための交配集団を共同研究機関や国際研究ネット

ワークに提供できる見込みである。 

蓄積したササゲの品質に係る諸形質、多様性及

び安定性などの基盤データ及び選定した有用遺伝

資源は、現地研究機関等の育種プログラムの強化

に貢献する。さらに、市場価格・需要等の情報も加

え、ササゲの品質向上及び付加価値化に向けた研

究戦略の提言も可能と考える。 

パッションフルーツ遺伝資源を材料として育成した

系統石垣 1 号の品種登録出願を 27 年度に計画して

おり、国内における熱帯果樹遺伝資源の活用事例

を示すことができる。 

サトウキビとエリアンサスの属間雑種の作出技術を

改良し、育種材料として有望な遺伝資源を選定し

た。作出した属間雑種の特性評価を通し、これら雑

種の育種素材として検討が可能となる。得られた育

種技術、有用遺伝資源の情報、属間雑種系統の活

用により、サトウキビ育種における新しい育種素材開

発の進捗が期待できる。 

サトウキビ無病苗の生産段階での防除の重要性と

圃場内での病害の拡散要因を示すことにより、白葉

病の総合防除が可能になる見込みがある。多用途
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型サトウキビ品種の普及に向けた評価が進むことが

期待できる。 

以上のように、成果が順調に得られており、最終

年度には中期計画の達成が見込まれる。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A S A B ─ 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 
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研究プログラム C 

開発途上地域の農林漁業者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術の開発 

 

中期目標 

貧困人口の多くが居住し、生計を農林水産業に依存している開発途上地域においては、農業や農

村が多様な自然条件・文化的背景の下にあるため、これらを理解した適切な技術開発・農山漁村開発

が求められる。また、これらの地域では、農産物等の収穫後における損失が多いことに加え、流通・加

工技術が不十分なことから、農林水産物の利用率を改善するとともに、収入増加につながる付加価値

向上技術の開発が求められている。 

このため、アジア等の開発途上地域において、現地の研究機関、国際研究機関等と共同して、実証

調査や住民参加型の手法等を採り入れ、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を支援する基盤的技術

を開発する。また、これらの地域において生産される多様な農林水産物の多面的な価値を評価し、有

効利用のための新たな加工・流通・保管技術を開発する。 

 

中期計画 

多様な自然条件・文化的背景を踏まえた適切な農山漁村開発を支援するとともに、多様な農林水産

物の多面的な価値を評価することにより農林漁業者の収入増加に寄与するため、現地の研究機関、国

際研究機関等との共同研究により、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を支援する基盤的生産技

術、農林水産物の有効利用のための新たな加工・流通・保管技術を開発する。具体的には以下の研

究を重点的に実施する。 

インドシナ農山村地域において、自給生産の安定化を図り、さらには持続的商品生産を実現し、貧

困解消と農家経済の自立度向上を図るため、森林・畑地・水田・河川・沿岸域にまたがる多様な地形及

び環境要素を活用した、稲作・畑作・畜産・林産・養魚等の安定生産システムを構築する。 

急速な経済発展により、食料需給構造・農村社会構造が変化している東・東南アジアにおいて、持

続可能な農林水産業を支援するための施策等を検討･提示する。また、これら地域の多様な伝統的食

料資源を活かすための食品加工技術を開発するとともに、東南アジアの未利用バイオマス資源を活用

し食料と競合しないバイオ燃料生産技術を開発する。 

東南アジア地域の林業、水産業の持続的発展のため、森林の多様な機能を活用した森林資源の持

続的利用技術、混合養殖等により環境負荷を軽減した持続的な水産養殖技術等を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

本プログラムは、開発途上地域の農山漁村活性化を支援するため、農林漁業者の所得の向上及び地

域資源の活用を目指した技術を開発し、農山漁村での成果の適用を進めることを目的としている。所得

向上のためには、農業の生産性や農産物等の付加価値を向上させるための技術開発を進める。地域資

源の活用においては、生産の持続性や環境･文化の多様性に配慮し、循環型の生産を目指した技術開

発や生産システムの構築を進める。さらに、農山漁村における技術移転や普及を含めた成果の活用を

図る。 

 

（平成 23～26 年度成果の概要） 

【プログラムの取組と成果】 

持続可能な農林漁業･農山漁村開発を支援する基盤的技術として、ラオスを対象とした後発途上国に
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おいて農山村の農家経済の持続的安定性の確立と自立度向上のための技術開発を行った。低地･水田

の高度利用技術と山地丘陵での適正な土地利用方式の確立のための技術開発を進め、農家が目指す

べき集約的複合経営を提示し、水田・山地丘陵それぞれにおいて必要となる個別技術の開発とそれらの

適正な組合せを検討し農民への普及に取り組んだ。中国においては、集約地域や条件不利地域におけ

る生産技術に関する研究成果、循環型生産の経済評価等を取りまとめて、循環型農業生産システムを

持続させるための具体的な政策提言を目指した。これらの成果は、現地における農業生産性の向上に

活用されるばかりでなく、地域の政策に調和した農業の発展にも貢献した。 

東南アジアにおいて、森林の持続的利用を通じた管理・保全技術を開発するため、東北タイにおける

チーク等有用樹人工林の林業経営安定化、マレーシアにおけるフタバガキ林業の持続性向上のための

健全な更新補助手法の開発を進めた。また、持続的水産資源利用のための増養殖技術として、混合養

殖･海面複合養殖技術の開発及び実証を進めると共に、生態系モデルの作成等から漁場管理に関する

提案を目指した。これらの成果は、生物資源の遺伝的健全性の保全や環境への負荷低減に貢献し、農

民の収入増加にも結びついている。 

多様な農林水産物の多面的な価値の評価に基づき、これらを有効利用するための新たな加工･流通･

保全技術として、タイ･中国等で地域食料資源の高度利用のための技術を開発した。伝統食品の品質向

上、品質評価の国際的基準作りへの貢献を目指して研究ネットワークの構築と活用を進めた。また、農産

廃棄物等の未利用資源からのバイオ燃料及びバイオマテリアル生産技術の開発･実用化を進め、オイル

パーム廃棄木やキャッサバ残渣からバイオエタノール、バイオガス、バイオプラスチック等の有用物質の

生産技術を開発し、産業レベルでの活用を目指した取組を進めた。 

 

【プロジェクトの主要成果・実績】 

ラオス中山間地を対象としたプロジェクトでは、ビエンチャン県の貧困郡に位置する農村において技術

のシステム化と実証を行う共通研究サイト（村）を選定した。対象村の土地利用及び農家経済･農業経営

の実態把握を行い、水田を持つ経済的に優位な農家と焼畑陸稲作のみの経済的弱者があることを示し、

それぞれに必要となる個別技術の抽出とそれらを組み込んだ複合経営モデルの提示を進めた。水稲生

産性向上のために、水資源の把握と効率的集配水システムの構築を進めた。また、水田や沼を利用した

低投入型小規模養魚手法を提示した。山地丘陵においては、適正な土地利用方式を確立するため、陸

稲栽培の生産性向上とキャッサバ、トウモロコシ等の作物多様化のための肥培管理技術を開発した。商

品作物として、果樹の安定栽培のため、導入品種や剪定技術等の評価を行った。地域資源の活用状況

を解明するため、休閑林からの非木材林産物の採取に関して調査し、これらの資源の住民に対する利用

価値を評価し、資源管理の重要性を示した。これらの成果の農民への普及を目指して、農民説明会の開

催や展示圃場を作成して新たな技術のデモンストレーション等を行った。 

中国においては、中長期の農業生産見通しと環境負荷の評価を行い、「2030 年の中国食料需給展望」

を出版した。また、河北省の集約的穀作地域及び内モンゴルの農牧交錯地域における循環型生産技術

の開発と評価を行い、有機物投入による生産性・作業性の評価を通じて効果的な栽培技術候補を選択

した。これらの研究成果や経済評価等を取りまとめて、循環型農業生産システムの導入･定着のための支

援政策･制度の解明を進めた。 

森林を持続的に管理･保全する技術として、東北タイにおけるチーク人工林の安定的な林業経営基盤

確立のため、萌芽更新技術による収益性向上を示した。また、チーク植栽土壌適地図を作成し、農家自

身で農地のチーク植栽の適性を判断することを可能とし、適性が低い砂質土壌に対しては土壌改良資

材の効果を示した。マレーシアの丘陵フタバガキ林では、一斉開花時の種子の遺伝解析によって、健全

な種子生産を維持するための花粉散布パターンの解明、成長のよい実生を選抜するための情報、地域
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間の遺伝的な違いを考慮した種苗配布区域を設定する手法の提示を行った。 

熱帯沿岸域の環境に配慮した増養殖技術として、タイのウシエビ養殖において、未利用の底生生物

（緑藻と巻貝）との三種混合養殖技術を開発し、エビの成長や品質が従来の集約的単一養殖より優れて

いることを示した。フィリピンの海面養殖においては、ミルクフィッシュとハネジナマコの混合養殖技術の開

発を進め、海面イケスでのナマコ飼育方法等を示した。マレーシアにおいては、ハイガイの持続的養殖

のため、ハイガイ浮遊幼生の分布や成貝の生殖腺の発達に関する調査から産卵ピークを特定し、更に、

生育を阻害する有機物や懸濁物等の環境要因の特定を行った。また、エビの成熟制御技術として、卵

黄形成制御ホルモンの遺伝子発現抑制を可能とし、エビの成熟促進技術の開発を進めた。 

地域食料資源を利用した新たな加工･流通･保全技術の開発のため、アジア地域の国際研究ネットワ

ークを構築し、伝統食品の品質向上技術の開発、食品の機能性評価の国際基準作りへの情報発信等

の活動を進めた。中国の食品素材に含まれる血圧調整酵素阻害物質については、特許を申請して活用

を図った。東南アジアで原料米を発酵して製造する麺（ビーフン）について、発酵による成分変化と麺の

特性について明らかにし、品質改良技術を示した。タイ、ラオスの淡水魚発酵調味料（魚醤）の地域によ

る微生物の差異を明らかにし、品質に影響する塩分･乳酸濃度とうま味成分の生成について明らかにし、

伝統発酵食品の品質･生産性の向上に結びつく知見を得た。タイの伝統発酵食品については、材料･製

造方法･成分組成等を取りまとめてデータベースとして公表した。 

バイオ燃料の生産技術として、微生物培養によりセルロースを直接糖化する手法を開発した。これは、

セルロース高分解菌を培養し、ここに β-グルコシダーゼを共存させることにより、培地中にグルコースを

高濃度で蓄積させる手法であり、従来の酵素を使用する手法よりコスト低減が可能である。また、熱帯地

域における農産廃棄物の利用として、オイルパーム廃棄木から糖濃度の高い樹液を得る技術を開発し、

この樹液からバイオプラスチックの原料となる物質及びバイオエタノールを生産する技術を開発した。オ

イルパーム廃棄物利用は、マレーシアにおいて日本企業と共同でバイオガス生産と環境対策技術として

産業レベルでの展開を進めている。また、タイにおいては、キャッサバ澱粉工場で廃棄されているキャッ

サバパルプを原料として、エタノール製造の発酵条件の最適化を行った。生産されたエタノールと共に

発酵残渣を飼料として活用するシステム開発を進めた。 

 

 

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 50 43 40 43  

研究成果情報数 件 8 8 10 9  

主要普及成果数 件 1 1 0 3  

特許登録出願数 件 8 3 6 10  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 354 345 339 323  

エフォート（運営費交付金） 人 26.2 25.4 27.4 25.4  
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平成 23～26 年度の主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

● ラオス中山間地域を対象に、共通研究サ

イトを選定し、農村の実態を把握した。農

業経営の実態に基づき、水稲生産性向

上のための水資源の効率的集配水シス

テムを構築した。山地丘陵における適正

な土地利用方式を確立するため、陸稲栽

培との効率的な作物の組合せを示した。 

● ラオス中山間地域の資源の活用につい

て評価し、休閑林で採取されている非木

材林産物等が農家経済にとって高い有

益性を持つことを示した。（平成 26 年度

主要普及成果） 

● 中国における中長期の食料生産見通しと

環境負荷の評価を行うと共に、食料需給

の動向に関する成果を取りまとめ、「2030
年の中国食料需給展望｣を出版した。 

● 東北タイにおいて、チーク植栽土壌適地

図を作成した。チークの生育は土壌条件

の影響を強く受けるため、本地図を活用

して、農家が自分の農地がチーク植栽適

地かどうか判定できる。（平成 24 年度主

要普及成果） 

● マレーシア半島地区に分布するフタバガ

キ樹種の遺伝的変異のパターンを明らか

にし、地域間の遺伝的特性を考慮した種

苗配布区域を設定する手法を提示した。

（平成 26 年度主要普及成果） 

● タイにおけるウシエビの養殖技術として、

緑藻と巻貝との合計 3 種の混合養殖技術

を開発し、エビの成長や品質が従来の集

約的単一養殖より優れていることを示し

た。 

● エビの卵黄形成制御ホルモン遺伝子の

発現抑制に成功し、エビの新たな成熟促

進技術の開発を進めた。 

● アジアの食料資源研究ネットワークを構

築し、新たな加工技術の開発に取組ん

だ。タイ･ラオスにおいては、淡水魚発酵

調味料の製品中の微生物の特徴を明ら

評定 Ａ 

開発途上地域の農山漁村活性化を支援する技術

開発において顕著な成果が創出されており、技術移

転や普及に関してもインパクトの大きな活動が進めら

れている。更に、成果を活用し、企業との連携による

産業化が進められ、研究開発成果の最大化に向け

た取組が効率的に進められている。具体的には、以

下のような顕著な成果が認められる。 

ラオス中山間地での農村開発においては、技術の

システム化と実証を行う対象村を選定し、その実態に

即した効率的な技術開発を行い、今まで明らかにさ

れていなかった資源管理の重要性を示した。現地で

の持続可能な農林漁業の基盤技術を開発･普及し、

農家が目指すべき集約的複合経営を示すことで、研

究開発成果の最大化が図られている。 

中国においては、循環型生産技術に関する研究

成果、それらの経済評価等を取りまとめて、循環型農

業生産システムを維持させるための具体的提言を取

りまとめており、成果の活用が図られている。 

チークの生産性向上技術や木材資源の回復に影

響する要因解明等、住民の収入増加に直接貢献す

る技術が開発されてきた。また、フタバガキ樹種の遺

伝的特性の解明は、適切な種苗管理技術に結びつ

いており、対象地域で将来の遺伝変異の攪乱を未然

に防ぐ成果として政策への反映も進められている。こ

れらの技術については、行政機関、研究機関との連

携を通して普及を進めており、顕著な成果と認められ

る。 

ウシエビ養殖技術は、経営評価も含めた成果が出

ていることから、マニュアルとして取りまとめることで養

殖業者等への普及が図られる。また、エビの養殖に

おいて大きな課題となる成熟促進に関しても基礎的

な知見が蓄積されており、実用化レベルの技術とし

て取りまとめが進められている。 

食品資源研究ネットワークの活動は、食品加工技

予算（外部資金） 百万円 51 40 54 49  

エフォート（外部資金） 人 8.2 5.5 5.3 3.5  
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かにし、品質管理手法を示した。また、伝

統発酵食品データベースを公開した。 

● 農産廃棄物を効率的に活用してエネル

ギー生産等を行うため、微生物培養によ

りセルロースを直接糖化する新たな技術

を開発し、コスト低減を可能とした。（平成

26 年度主要普及成果） 

● パームオイルの製造工場からの廃液やオ

イルパーム廃棄木を原料に、バイオガス

の製造システムを企業と共に開発し、マレ

ーシアにおいて実用規模での展開を進

めた。 

● 開発された技術は、農民への説明会や

展示圃場でのデモンストレーション等を通

じて普及を図った。また、バイオマス利用

においては企業との連携により技術の活

用･事業化を進めた。 

 

術の開発に取組むだけでなく、国際機関等との連携

を通して品質評価法の確立等にも貢献しており、社

会的インパクトの大きな成果である。さらに幅広い地

域･分野との連携を目指し、情報発信を充実させるこ

とで研究開発成果の最大化に取組んでいる。 

農産廃棄物等のバイオマス利用に関しては、

JIRCAS 独自の糖化技術を中心に企業との連携を進

め、実用規模での展開が進んでおり、計画以上の進

展が見られる。環境対策の観点からも高い評価を受

けており、マレーシアでの取組の他、タイ等での展開

も図り、顕著な成果として取りまとめられている。 

成果を積極的に公表し、主要普及成果 5 件を取り

まとめたほか、知財の確保にも努めて、22 件の特許

登録出願を行う等、目標を大きく上回っている。農民

への技術普及、企業との連携、政策への反映等研究

成果の最大化に向けた取組も順調に進行している。 

以上のように、対象地域の実態解明に基づく明確

な目標を設定し、効率的な運営のもと顕著な成果が

創出されていると評価される。 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A A ─ 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 
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プログラム D 

国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

 

中期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給及び農林水産業の生産構造

に関する的確な現状分析と将来予測を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料事情、農林水

産業及び農山漁村に関する資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組織、

企業等に提供する。 

 

（プログラムの概要） 

JIRCAS は、開発途上地域における農林水産業の包括的な研究を行う我が国唯一の機関として、世界

の食料安全保障の確保や気候変動問題等地球規模の課題への対応等に貢献する。しかし、国際的な

食料・環境問題は、極めて多岐にわたり、グローバル経済の進展によって不断に変化している。このため、

国際共同研究を効果的に実施するためには、国際的な食料・環境問題を規定する諸外国における食料

需給動向の予測や農林水産業の生産構造等に関する的確な現状分析と将来予測とが不可欠である。ま

た、開発途上地域の農林水産業には、多様な自然条件や社会経済条件・政策の下で、国地域ごとに異

なる技術開発の対象、目標が存在する。国際農林水産業研究の実施にあたっては、これらの技術開発

を取り巻く様々な現地の状況を的確に把握するとともに相手方研究機関の実情、要望等を勘案した上で

行うことが必要である。 

さらに、JIRCAS は、我が国における国際農林水産業研究の中核的機関として、他の研究者、行政機

関、民間企業等の利便に資するため、開発途上地域における農林水産技術に係る行政・研究ニーズの

把握、国内外の技術開発動向等、研究や事業の企画・立案に必要な情報収集・分析・提供の機能を強

化することが求められている。 

本プログラムは、以上の目的を達成するために、他の 3 つの研究プログラムと連携して必要な情報の

収集、整理、分析と提供を行う。これらの的確な情報の収集と提供により、JIRCAS のみならず、わが国の

研究機関・大学等が実施する国際共同研究の円滑かつ効果的な実施や関連する政策・制度の立案等

のための指針を提供し、わが国による国際貢献の質を高め、世界の食料需給の安定、栄養不良人口の

削減などの国際目標の達成に資する。これにより、JIRCAS は、我が国における国際農林水産業研究の

中核的機関として、開発途上地域を中心とする世界の食料・農林水産業に関する情報センターとしても

広く認識され、国内外の関係者に有益なサービスを提供する。 

 

（平成 23～26 年度成果の概要） 

【プログラムの取組と成果】 

 本プログラムでは、上記中期目標とその実現のために策定された中期計画を達成するため、業務を大

きく 2 つの課題に分け、さらにそれぞれを 2 つの対象に分類した。中期計画工程表を作成し、中期計画

期間における主要な成果と年度ごとの成果の達成目標を明示した。また、内部のプログラム検討会では、

他の 3 つの研究プログラムと同様に毎年度の成果について評価を実施し、業務実施の取組の改善に努

めた。さらに平成 25 年度に実施された業務の中間点検における指摘を受け、平成 26 年度から他の研究

業務と同様にプロジェクト方式の業務運営を導入し、毎年度の業務実施内容の精査を実施した。 

 中期目標に示された「諸外国における食料需給及び農林水産業の生産構造の分析・予測」のうち、食
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料需給動向については、様々な機会を活用し、中期計画期間を通して世界の食料需給動向に関する最

新知見を得るとともに、アジア・アフリカ地域（特に、アセアン諸国及び中国）の主要食糧の需給状況を関

係機関と連携して分析し、統計データベースや計量経済モデルを用いた分析結果を公表した。生産構

造については、農業生産資源の動向分析・予測を実施した。国際会議への積極的な参加により、水資

源・農業水利関連の情報収集を行い、世界的な動向をとりまとめ、刊行物等により公表した。さらに、国

際再生可能エネルギー機関（IRENA）に職員を長期間派遣し、バイオマス資源量の評価やバイオマス供

給コストの評価を実施し、将来見通しの作成に貢献した。 

 「国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関する資料の収集・整理・提供」については、国際

的な研究や開発の動向情報と東南アジア及びアフリカの現地情報の収集・提供に努めた。研究・開発動

向では、酷使農業研究協議グループ（CGIAR）研究プロクラムへの参画や G20 関連のイニシアティブの

ほか、我が国が主導するアフリカ開発イニシアティブへの参加により、最新の動向を把握・提供して我が

国の中核的機関としての機能を果たした。また、職員を東南アジア連絡拠点（タイ）、アフリカ連絡拠点

（ガーナ）の代表として長期出張させ、JIRCAS の活動紹介、現地の農林水産業の最新情報の収集、関

係機関との連絡調整、当該地域に出張する職員の支援にあたらせるとともに、活動の状況を関係者に周

知した。このほか、プログラム D「情報収集・提供」ホームページを新設、拡充するとともに、毎年度国際シ

ンポジウム等の公開イベントを企画し、情報の提供に努めた。 

 

【プロジェクトの主要成果・実績】 

 食料需給動向の分析・予測については、国連食糧農業機関アジア太平洋事務所（FAO・RAP）と、東南

アジア諸国連合（ASEAN）事務局及び農林水産省大臣官房統計部が行うアセアン食糧安全保障情報シ

ステム（AFSIS）とを連携させ、東南アジア地域の国別食料需給動向を分析するための標準分析モデルを

開発し、予測分析を実施するとともに、活用のための研修等を行った。特に、食糧需給分析が不十分な

ラオス、カンボジア、ミャンマーについては主要農産物の詳細な需給データベースを作成し、公表した。

また、アフリカ地域のコメ市場の動向分析に必要な統計情報を分析し、一部を公表した。中国の食料の

生産と消費に関する統計データベースを更新するとともに、計量経済モデルを更新して畜産物生産消費

に伴う環境負荷を計測した。このほか、世界の食料需給予測を行う国際機関・各国研究機関の担当者で

構成する世界食料見通し会合等に毎年度参加し、最新の需給情報・研究動向を収集するとともに、中国

の食料需給・政策動向についての分析結果、長期動向を簡便に分析する手法、アセアン地域の需給動

向等に関する発表、提案を行った。 

 開発途上地域の資源・生産動向の分析・予測については、世界水会議（WWC）、国際灌漑排水委員

会（ICID）等の水資源・農業水利関連の国際会議に積極的に参加し、2015 年に開催された世界水フォ

ーラム（WWF7）での企画等の会議の運営に貢献するとともに、世界の水資源動向をとりまとめ市販書籍

等で公表した。また、農業水利サービスの海外事情調査をインドネシアで実施し、農民水管理組織

（WUA）の実態を明らかにした（JST 戦略的創造研究推進事業）。さらに、再生可能エネルギーの国際機

関として活動を本格的に開始した国際再生可能エネルギー機関（IRENA）に職員を長期派遣することに

より、バイオマス資源量の評価、バイオマス燃料生産のコスト分析、食料市場への影響分析等を行い、

「2030 年再生可能エネルギー見通し」を公表するとともに、バイオマス振興政策のためのガイドライン策

定を進めた。また、バイオマス資源に関連する多くのシンポジウムを共催した。 

 

 研究動向情報の収集・提供では、CGIAR、アジア太平洋農業研究機関協議会（APAARI）、国連食糧

農業機関（FAO）、アジア太平洋経済協力（APEC）等が主催する多数の国際会議に参加し、関連分野の

研究動向等について情報を収集するとともに、JIRCAS の経験の紹介、意見交換等により国際的な合意
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形成に寄与した。特に、第 2 回開発のための農業研究世界会議では、事務局である世界農業研究フォ

ーラム（GFAR）事務局に職員を長期間派遣し、同会議の主要テーマである将来見通し研究等のとりまと

めに貢献した。また、多くの CGIAR 機関との関係を強化したが、特にイネの研究プログラムである世界コ

メ科学パートナーシップ(GRiSP)では、運営メンバーとして活動し、我が国国内研究者と国際ネットワーク

との結節機能を発揮した。APAARI とは、共同で食品安全のためのワークショップを我が国で開催した。

このほか、G20 関連の多くの農業研究関連会合に我が国を代表して参加するとともに、新たな農業研究・

開発イニシアティブである熱帯農業プラットフォーム（TAP）、小麦イニシアティブ（WI）に正式参加し、国

際的な活動目標の設定等に関与した。このほか、アフリカ開発会議（TICAD）に関連して、TICAD-V プレ

イベントワークショップ 「アフリカ農業研究の新たな展開」を開催するとともに、アフリカ稲作振興のための

共同体（CARD）に運営委員会メンバーとして参画し、アフリカ地域の稲作振興に研究、技術開発の面か

ら貢献した。 

 現地情報の収集・提供のうち、東南アジア連絡拠点では、アジア開発銀行（ADB）、FAO、APAARI 等

が主催する多くの農林水産業関連会議に継続的に参加し、同地域の優先研究課題等に関する情報を

収集した。また、タイにおいて農業研究と技術政策の動向、ため池等小規模灌漑の現状、オイルパーム

生産の現状などに関する情報を現地調査等により収集・公表するとともに、他の研究プログラムに提供し

た。さらに、タイ科学技術省が主催するタイ科学技術博覧会への継続的出展や「拠点セミナー」の開催を

通じて、現地関係者や我が国企業への活動紹介、情報提供に努めた。アフリカ連絡拠点においては、ア

フリカ地域の関係学会、国際機関が主催する会議（アフリカ農業科学週間、アフリカ稲会議等）、関連プ

ロジェクトの会議に積極的に参加し、最新の研究動向を把握した。多くのイベントでブースを設置し、活

動の紹介、意見交換に努めた。また、「ガーナにおける JIRCAS 研究概要発表会」を開催し、稲作、サバ

ンナ農業での JIRCAS の役割を議論した。このほか、関係機関との連絡調整、アフリカ地域に出張する職

員の支援にあたらせ、伝染病、政情不安等に関する安全情報を関係者に周知した。 

 

 以上のほか、プログラム D では理事長インセンティブ経費を活用し、シーズ研究、専門分野別研究ニー

ズ・研究動向調査やセンター機能強化活動等を実施し、多くの職員の参画を得て新たな研究分野での

情報収集・分析や研究ネットワークの構築を進めた。これらにより、アフリカ稲作におけるケイ素欠乏の実

態とその要因を明らかにしたほか、ミャンマーでは現地で農業灌漑省との共同セミナーを開催して、研究

ニーズのマッチングを行った。また、外部資金の地球規模課題国際研究ネットワーク事業により「国際農

業研究情報集積サイトIRIS-AFF」ホームページを拡充するとともに、新たにプログラムD「情報収集・提供」

ホームページを開設し、コンテンツの拡充に努めた。さらに、「稲作技術開発の世界的潮流とわが国の研

究貢献－GRiSP、CARD への支援」、「リスクに強い食料生産システム-開発途上地域の農業技術開発の

役割」、「持続可能な農林水産技術開発のアジアにおける新たな展開：農村の変化と日本の優位性」、

「土壌環境と作物生産－開発途上地域の作物安定生産のために－」をそれぞれテーマとした JIRCAS 

国際シンポジウムを毎年度開催し、関係分野の研究の現状と方向についての議論を深めた。 
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平成 23～26 年度の主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

● アセアン食料需給分析標準モデルの

開発と活用の推進。ラオス・カンボジア・

ミャンマーの主要農産物の需給データ

ベースの作成、公表。 

● 中国食料需給モデルによる畜産物環

境影響評価。 

● 世界食料見通し会合での情報交換及

び新たな分析手法の提供。 

● 世界水フォーラムでの企画等水資源・

農業水利関連の国際会議への貢献、

同分野での情報の提供。 

● 国 際 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 機 関

（IRENA）に協力し「2030 年再生可能エ

ネルギー見通し」を公表。 

● 多くの国際農業研究ネットワーク（国際

農業研究協議グループ（CGIAR）、農業

研究世界フォーラム（GFAR）、アジア太

平洋農業研究機関協議会（APAARI）、

G20 関連イニシアティブ）への積極的な

参画とイベントの共催等で運営へ貢

献。 

評定 Ｂ 

活動全般を通じて、国内外の関係機関との連携が

強化・拡充された。必要な情報が収集・分析・提供さ

れ、その能力が向上した。十分な成果を上げており、

JIRCAS が国際農林水産業分野を包括するわが国唯

一の中核的機関としての機能を果たしていると評価

できる。 

食料需給・生産構造の分析では、行政機関を含む

国内外の関係機関との密接な連携のもと、最新の需

給情報・研究動向を収集・分析し、分析・予測の結果

を刊行物等で公表した。 

研究動向情報・現地情報の提供では、農業研

究の主要な国際ネットワークに我が国を代表して

参加し、最新動向が把握されるとともに、国際農林

水産研究分野での我が国のプレゼンスの向上に

貢献した。また、連絡拠点の活動等を通じて、現地

情報を収集し、研究シーズ・ニーズを発掘・把握し

た。ホームページの開設、公開シンポジウムの開

催等により、行政、企業等を含む外部へ継続的に

情報を提供した。 

以上のように、成果が順調に得られており、最終

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 0 1 3 １  

研究成果情報数 件 0 0 1 1  

主要普及成果数 件 0 0 0 0  

特許登録出願数 件 0 0 0 0  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 65 73 71 77  

エフォート（運営費交付金） 人 5.9 7.6 6.5 8.5  

予算（外部資金） 百万円 3 2 6 6  

エフォート（外部資金） 人 0.3 0.2 0.3 0.3  
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● 理事長インセンティブ経費を活用したア

フリカでのイネ研究基盤情報（ケイ素分

布）の把握やミャンマー現地での農業

灌漑省との共同セミナーの開催。 

● 東南アジア連絡拠点（タイ）、アフリカ連

絡拠点（ガーナ）による継続的な情報収

集提供と活動紹介活動の展開。 

● ホームページ「情報収集・提供サイト」の

開設とコンテンツの拡充。 

● JIRCAS 国際シンポジウムの継続的開

催。 

 

年度には中期計画の達成が見込まれる。  

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

評価ランク/評定 A A A B ─ 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 

 

 

 


